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施策名 平成２２年度事務事業名 予算額 課 名 掲載項

Ⅱ－１－１危機管理体制の充実・強化 感染症の医療体制整備事業 497,226 薬事衛生課 7

被災者への支援事業 645 地域福祉課

風水害震災時の医療体制整備 530 医療政策課

Ⅱ－１－３原子力安全・防災対策の充実 原子力災害時の医療体制整備 13,065 医療政策課

食品衛生対策推進事業 50,339 薬事衛生課

カネミ油症被害者検診・支援事業 378 薬事衛生課

施策名 平成２２年度事務事業名 予算額 課 名 掲載項

保健福祉情報の収集・提供事業 13,286 健康福祉総務課

総合福祉センター維持管理運営事業 167,320 健康福祉総務課

健康長寿しまね推進事業 6,325 健康推進課 8

生活習慣病予防対策事業 156,963 健康推進課 9

食育推進基盤整備事業 9,093 健康推進課 10

８０歳２０本の歯推進事業 5,615 健康推進課 11

地域保健関係職員研修事業 2,612 健康推進課

特定疾患治療研究事業（特定疾患＋小慢） 1,028,988 健康推進課

難病相談・支援事業 36,081 健康推進課 12

原爆被爆者対策事業 766,845 健康推進課

肝炎医療費助成事業 161,869 健康推進課 13

医療費適正化計画対策費 863 健康推進課

保険医療機関等指導事業 5,248 健康推進課

国民健康保険支援事業 4,658,761 健康推進課 14

後期高齢者医療支援事業 9,708,034 健康推進課 15

精神保健推進事業 61,477 障がい福祉課 16

感染症予防対策推進事業 31,124 薬事衛生課

エイズ予防対策推進事業 5,840 薬事衛生課

結核対策推進事業 35,707 薬事衛生課

公害被害健康対策推進事業 4,259 薬事衛生課

地域福祉計画策定支援事業 － 地域福祉課

地域福祉セーフティネット推進事業 15,646 地域福祉課 17

民生委員活動推進事業 161,769 地域福祉課

福祉人材確保・育成事業 478,015 地域福祉課 18

社会福祉施設整備事業 5,642 地域福祉課

社会福祉施設等の整備促進事業 513,755 地域福祉課

福祉サービス改善支援事業 12,046 地域福祉課

福祉サービス利用支援事業 93,969 地域福祉課

社会福祉法人指導事業 950 地域福祉課 18

Ⅱ－２－１健康づくりの推進

Ⅱ－２－２地域福祉の推進

島根総合発展計画 政策・施策体系 健康福祉部関係

基本目標Ⅱ 安心して暮らせるしまね

政策Ⅱ－１ 安全対策の推進

政策Ⅱ－２ 健康づくりと福祉の充実

Ⅱ－１－８食の安全の確保

Ⅱ－１－２消防防災対策の推進
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生涯現役社会づくり推進事業(県民意識啓発) 3,070 高齢者福祉課 19

新たな共助の仕組みづくり推進事業 81,930 高齢者福祉課 19

高齢者介護予防推進事業 286,912 高齢者福祉課 20

認知症対策推進事業 37,639 高齢者福祉課 21

介護保険制度運営支援事業 9,299,234 高齢者福祉課

介護保険制度施行支援事業 417,743 高齢者福祉課

介護保険低所得者利用負担対策事業 13,420 高齢者福祉課 26

キャリア形成訪問指導事業 9,408 高齢者福祉課 28

現任福祉・介護職員等の研修支援事業 155,252 高齢者福祉課

介護雇用創造プログラム事業 204,447 高齢者福祉課 28

介護サービス適正実施指導事業 7,163 高齢者福祉課

ケアマネジャー総合支援事業 25,832 高齢者福祉課 30

軽費老人ホーム運営事業 585,061 高齢者福祉課

療養病床再編推進事業 6,000 高齢者福祉課 30

介護職員処遇改善事業 1,441,416 高齢者福祉課 31

介護施設開設等経費助成事業 226,500 高齢者福祉課 31

高齢者福祉施設整備等事業 382,500 高齢者福祉課 32

社会福祉施設等整備事業 1,626,515 高齢者福祉課 32

介護拠点等の緊急整備事業 742,750 高齢者福祉課 32

快適居住空間創出事業 56,000 高齢者福祉課 33

障がい者地域生活支援事業 268,632 障がい福祉課 34

障がい者自立支援医療等給付事業 1,934,630 障がい福祉課 35

障がい児施設等給付費 1,604,423 障がい福祉課

障がい者自立支援給付事業 3,144,737 障がい福祉課

障がい者自立支援給付制度運営事業 14,829 障がい福祉課

障がい者利用施設運営事業 100,454 障がい福祉課

障がい者手当等給付事業 194,902 障がい福祉課

障がい者在宅サービス事業 155,889 障がい福祉課 36

障がい者施設等運営事業 1,007,178 障がい福祉課 37

障がい者施設等整備事業 947,675 障がい福祉課 38

障がい者施策推進事業 4,033 障がい福祉課

障がい者相談事業 336,032 障がい福祉課 39

心と体の相談センター運営費 19,286 障がい福祉課

生活衛生団体等の育成事業 21,275 薬事衛生課

生活衛生関係営業施設の監視指導等事業 103 薬事衛生課

医薬品等の完全確保事業 8,358 薬事衛生課

温泉源の保護と適正活用事業 437 薬事衛生課

水道施設・水道水質の維持管理事業 3,952 薬事衛生課

動物管理等対策事業 27,522 薬事衛生課 42

生活保護費の給付事業 266,434 地域福祉課 42

自立支援事業 25,565 地域福祉課

行旅病人等への支援事業 437 地域福祉課

旧軍人及び未帰還者等援護事業 21,308 高齢者福祉課

Ⅱ－２－３高齢者福祉の推進

Ⅱ－２－４障がい者の自立支援

Ⅱ－２－５生活衛生の充実

Ⅱ－２－６生活援護の確保
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施策名 平成２２年度事務事業名 予算額 課 名 掲載項

地域医療の連携推進 5,224 医療政策課

医療機関の機能充実 992,113 医療政策課

医療施設耐震化臨時特例交付金事業 662,733 医療政策課

救急医療体制の整備 66,575 医療政策課

県西部地域の医療を充実させる事業 130,712 医療政策課

離島医療の充実のための事業 89,291 医療政策課

しまねがん対策強化事業 108,653 医療政策課
健康推進課

37

緩和ケアの推進 7,713 医療政策課 44

保健医療計画の策定 － 医療政策課

医療法関係業務 17,568 医療政策課

へき地等の医療機関を支援する事業 63,059 医療政策課

移植医療の推進 18,952 医療政策課

精神医療提供事業 130,877 障がい福祉課 44

医薬分業推進事業 － 薬事衛生課

血液対策事業 22,430 薬事衛生課

地域医療再生計画事業 1,120,756 医療政策課

地域医療を支える医師確保養成対策事業 420,117 医療政策課
健康推進課

45

県立高等看護学院運営事業 292,578 医療政策課

看護師等確保対策事業 119,456 医療政策課 47

医療従事者確保事業 27,053 医療政策課

医療従事者活動支援事業 － 医療政策課

医療従事者の免許・資格事務 1,058 医療政策課

試験事務 782 医療政策課

施策名 平成２２年度事務事業名 予算額 課 名 掲載項

みんなで子育て応援事業（こっころ事業） 34,580 青少年家庭課 49

仕事と家庭の両立支援事業 1,703 青少年家庭課 49

縁結び応援事業 4,549 青少年家庭課 50

しまね子育て支援プラス事業 155,000 青少年家庭課 50

保育所等運営支援事業 2,483,420 青少年家庭課

乳幼児等の育児支援事業 754,618 青少年家庭課 51

保育所等整備支援事業（安心こども基金事業） 1,065,190 青少年家庭課 52

地域児童育成事業 455,526 青少年家庭課 53

子育てに関する経済負担対応事業 1,546,018 青少年家庭課 53

子どもと家庭相談体制整備事業 221,636 青少年家庭課 54

子どもと家庭特定支援事業 78,385 青少年家庭課

施設入所児童支援事業 924,449 青少年家庭課

里親委託児童支援事業 54,744 青少年家庭課 54

母子家庭等自立支援事業 50,616 青少年家庭課

母子家庭等経済支援事業 80,390 青少年家庭課

お産あんしんネットワーク事業 36,964 健康推進課 55

妊婦健康診査臨時特例交付金事業 186,340 健康推進課 55

親と子の医療費助成事業 759,219 健康推進課 56

母と子の健康支援事業 3,425 健康推進課

女性の健康相談事業 2,776 健康推進課 58

Ⅱ－３－１医療機能の確保

Ⅱ－３－３医療従事者の養成・確保

政策Ⅱ－３ 医療の確保

政策Ⅱ－４ 子育て支援の充実

Ⅱ－４－１子育て環境の充実

Ⅱ－４－２子育て福祉の充実

Ⅱ－４－３母子保健の推進
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施策名 平成２２年度事務事業名 予算額 課 名 掲載項

ひとにやさしいまちづくり推進事業 573 障がい福祉課

水道施設・水道水質の維持管理事業（公営水道施設整備促進事業） (3,952) 薬事衛生課 59

施策名 平成２２年度事務事業名 予算額 課 名 掲載項

青少年を健やかに育む意識向上事業 3,024 青少年家庭課

青少年を取り巻く地域環境浄化事業 0 青少年家庭課

施策名 平成２２年度事務事業名 予算額 課 名 掲載項

Ⅲ－３－１人権施策の推進 ハンセン病療養所入所者等支援事業 1,842 健康推進課 60

女性相談事業 39,327 青少年家庭課 60

ＤＶ被害者等保護事業 35,253 青少年家庭課
Ⅲ－３－２男女共同参画の推進

Ⅱ－５－５居住環境づくり

政策Ⅲ－１ 教育の充実

政策Ⅲ－３ 人権の尊重と相互理解の推進

Ⅲ－１－３青少年の健全な育成の推進

政策Ⅱ－５ 生活基盤の維持・確保

基本目標Ⅲ 心豊かなしまね
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主 な 事 務 事 業 一 覧
名 称 課 名 掲載項

感染症の医療体制整備事業 （薬 事 衛 生 課） ７

健康長寿しまね推進事業 （健 康 推 進 課） ８

生活習慣病予防対策事業 （健 康 推 進 課） ９

食育推進基盤整備事業 （健 康 推 進 課） １０

８０歳２０本の歯推進事業 （健 康 推 進 課） １１

難病相談・支援事業 （健 康 推 進 課） １２

肝炎医療費助成事業 （健 康 推 進 課） １３

国民健康保険支援事業 （健 康 推 進 課） １４

後期高齢者医療支援事業 （健 康 推 進 課） １５

精神保健推進事業 （障がい福祉課） １６

地域福祉セーフティネット推進事業 （地 域 福 祉 課） １７

福祉人材確保・育成事業 （地 域 福 祉 課） １８

社会福祉法人指導事業 （地 域 福 祉 課） １８

生涯現役社会づくり推進事業(県民意識啓発) （高齢者福祉課） １９

新たな共助の仕組みづくり推進事業 （高齢者福祉課） １９

高齢者介護予防推進事業 （高齢者福祉課） ２０

認知症対策推進事業 （高齢者福祉課） ２１

介護給付費負担金事業 （高齢者福祉課） ２２

島根県介護保険財政安定化基金事業 （高齢者福祉課） ２３

訪問介護支援事業 （高齢者福祉課） ２３

介護人材確保・定着推進事業 （高齢者福祉課） ２４

介護人材緊急雇用事業 （高齢者福祉課） ２５

苦情処理体制整備事業 （高齢者福祉課） ２５

介護保険低所得者利用負担対策事業 （高齢者福祉課） ２６

キャリア形成訪問指導事業 （高齢者福祉課） ２８

介護雇用創造プログラム事業 （高齢者福祉課） ２８

介護サービス情報の公表制度 （高齢者福祉課） ２９

ケアマネジャー総合支援事業 （高齢者福祉課） ３０

療養病床再編推進事業 （高齢者福祉課） ３０

介護職員処遇改善事業 （高齢者福祉課） ３１

介護施設開設等経費助成事業 （高齢者福祉課） ３１

高齢者福祉施設整備等事業 （高齢者福祉課） ３２

社会福祉施設等整備事業 （高齢者福祉課） ３２

介護拠点等の緊急整備事業 （高齢者福祉課） ３２

快適居住空間創出事業 （高齢者福祉課） ３３

障がい者地域生活支援事業 （障がい福祉課） ３４

障がい者自立支援医療等給付事業 （障がい福祉課） ３５

障がい者在宅サービス事業 （障がい福祉課） ３６

障がい者施設等運営事業 （障がい福祉課） ３７

障がい者施設等整備事業 （障がい福祉課） ３８

障がい者相談事業 （障がい福祉課） ３９

動物管理等対策事業 （薬 事 衛 生 課） ４２

生活保護費の給付事業 （地 域 福 祉 課） ４２

がん診療体制の強化 （医 療 政 策 課） ４３

地域医療再生計画事業（がん予防・検診対策） （医 療 政 策 課） ４３

緩和ケアの推進 （医 療 政 策 課） ４４

精神医療提供事業 （障がい福祉課） ４４
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医師確保対策事業 （医 療 政 策 課） ４５

（地域医療を支える医師確保養成対策事業） （医 療 政 策 課） ４５

（地域医療再生計画事業（医師確保対策）） （医 療 政 策 課） ４６

看護職員確保対策事業 （医 療 政 策 課） ４７

（看護師等確保対策関係事業） （医 療 政 策 課） ４７

（地域医療再生計画事業（看護職員確保対策）） （医 療 政 策 課） ４７

医療機能の確保 （医 療 政 策 課） ４８

地域医療再生計画事業（医療機能の確保） （医 療 政 策 課） ４８

みんなで子育て応援事業（こっころ事業） （青少年家庭課） ４９

仕事と家庭の両立支援事業 （青少年家庭課） ４９

縁結び応援事業 （青少年家庭課） ５０

しまね子育て支援プラス事業 （青少年家庭課） ５０

乳幼児等の育児支援事業 （青少年家庭課） ５１

保育所等整備支援事業（安心こども基金事業） （青少年家庭課） ５２

地域児童育成事業 （青少年家庭課） ５３

子育てに関する経済負担対応事業 （青少年家庭課） ５３

子どもと家庭相談体制整備事業 （青少年家庭課） ５４

里親委託児童支援事業 （青少年家庭課） ５４

お産あんしんネットワーク事業 （健 康 推 進 課） ５５

妊婦健康診査臨時特例交付金事業 （健 康 推 進 課） ５５

親と子の医療費助成事業 （健 康 推 進 課） ５６

女性の健康相談事業 （健 康 推 進 課） ５８

水道施設・水道水質の維持管理事業（公営水道施設整備促進事業）

（薬 事 衛 生 課） ５９

ハンセン病療養所入所者等支援事業 （健 康 推 進 課） ６０

女性相談事業 （青少年家庭課） ６０
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感染症の医療体制整備事業

１ 趣 旨

感染症の発生の予防及びまん延の防止のため、感染症の患者等の人権を尊重しつつ、これらの人

々に対する良質かつ適切な医療の提供を確保するため医療体制を整備する。

２ 事業の概要

（１）感染症指定医療機関の支援

一類及び二類感染症患者を入院させるための感染症指定医療機関の運営に要する費用について

補助する。

・第一種感染症指定医療機関：基準額（１床あたり４５０万円）

・第二種感染症指定医療機関：基準額（１床あたり１５０万円）

※第一種感染症指定医療機関１箇所、第二種感染症指定医療機関７箇所（二次医療圏に１箇所）

整備済

（２）患者等の移送体制の整備

感染症患者を感染症指定医療機関へ搬送するために感染症患者移送体制を整備する。

（３）患者等の人権擁護

感染症患者等の入院勧告及び入院期間の延長について、人権を尊重した対応とするため３箇所

の保健所に「感染症診査協議会」（委員：各１５名）を設置する。

（４）新型インフルエンザ対策

新型インフルエンザ（強毒性）の発生及び大流行に備え、健康被害を最小限にとどめ、社会経

済を破綻に至らせないために各種対策を実施する。

・感染症外来協力医療機関への支援

クリーンパーティションの整備

・入院医療機関への支援

県の要請により重症患者等の受け入れのために病床を確保した医療機関に対する支援

簡易陰圧装置の整備

・普及啓発

※抗インフルエンザウイルス薬、個人防護服等は整備済

３ 平成２２年度予算額

４９７，２２６千円 （担当課 薬事衛生課）
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健康長寿しまね推進事業

１ 趣 旨

すべての県民が、生涯にわたって健康で明るく生きがいを持ち、可能な限り健康である期間を維

持しつつ、質の高い生活を送ることが必要である。そのための健康的な生活習慣の確立に向けた健

康づくり、生きがい活動、要介護状態の予防対策を総合的に県民運動として推進することにより、

健康長寿日本一を目指す。

全県共通テーマとして「たばこ」、「食生活」、「運動」、「検診(健診)受診」に取り組む。

２ 事業の概要

（１）健康長寿しまね推進会議の開催

健康長寿しまね推進会議を開催し、健康づくりや生きがい活動、寝たきり予防等の活動につい

て検討し、県民運動の推進母体としての活動を展開する。

全県２回、各圏域２回

（２）健康づくり表彰事業

健康づくり「標語」、健康づくり「グループ」の表彰

健康づくりを実践していくための県民運動の気運を盛り上げる。

標 語：県民から健康づくりや生きがい活動、寝たきり予防にかかる標語を表彰

グループ：地域や職場等において健康づくり活動を行っているグループを表彰

募集７月～９月、表彰１１月

（３）健康長寿しまね啓発広報事業

いきいきしまね(健康長寿しまね広報誌)や健康長寿しまねマスコットキャラクター「まめなく

ん」、ホームページ、新聞等各種媒体を活用して健康づくりの啓発広報を行う。

（４）圏域健康長寿しまね推進事業

圏域健康長寿しまね推進会議の開催及び、たばこ、食等の各部会の活動等を行うことにより圏

域における健康長寿日本一を目指した取り組みを行う。

（５）がん予防のためのたばこと食生活の実態調査事業

たばこや食生活など、がんをはじめとする生活習慣病の予防対策の取り組みを評価するために

実態調査を行う。

３ 平成２２年度予算額

１０，４２５千円 （担当課 健康推進課）
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生活習慣病予防対策事業

１ 趣 旨

健康長寿日本一を目指し、健康的な生活習慣の確立を図ると共に、がん、脳卒中、糖尿病等の生

活習慣病を予防するための協議検討や普及啓発等を行う。

２ 事業の概要

（１）地域・職域連携健康づくり推進協議会の開催

健康課題の多い働き盛り世代の健康づくりを推進するため、市町村、事業主、産業保健推進セ

ンター、労働基準監督署、商工会等の地域保健と職域保健の関係者が集い、情報交換や連携協働

活動等の協議、検討を実施。

（２）脳卒中対策検討会および脳卒中情報収集活動事業

寝たきりの原因となっている脳卒中を予防するため、脳卒中発症者の同意や医療機関の協力を

得て発症情報等を収集分析し、発症・再発予防の検討を実施。

（３）糖尿病対策事業

糖尿病は脳卒中や急性心筋梗塞等の危険因子となり、また、腎症や網膜症等の合併症をもたら

す全身疾患でもあることから、増加している糖尿病有病者や予備群を減少させるための取り組み

や地域における糖尿病対策の評価及び検討を実施。

（４）たばこ対策推進事業

島根県たばこ対策指針に基づき、①未成年者の喫煙防止、②受動喫煙防止、③普及啓発、④禁

煙サポートの取り組みを推進。

特に平成２０年度からは「分煙」に重点をおき、取り組みを推進。

（５）運動普及事業

働き盛り世代を中心とした運動の推進を図るため、運動チャレンジ事業、啓発活動等を実施。

（６）がん予防対策事業

島根県がん対策推進計画に基づいて、がん予防対策の推進を図る。特に働き盛りの命を守るが

ん対策事業として、がん検診受診者を増やすための取り組みを進める。

（７）特定健康診査・特定保健指導負担金

市町村国保が行う特定健康診査・特定保健指導への補助 県１／３

医療保険者が行う特定健診・特定保健指導が円滑で効果的な実施となるよう、相談支援及び従

事者研修会を関係団体と連携して実施。

（８）健康増進事業補助金

健康増進法に基づいて市町村が行う健康増進事業に対する補助 県１／３

３ 平成２２年度予算

１５６，９６３千円 （担当課 健康推進課）
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食育推進基盤整備事業

１ 趣 旨

島根県食育推進計画に基づき、島根県食育・食の安全推進協議会が県民運動の推進母体となって

地域における総合的な食育の推進を図る。

２ 事業の概要

（１）外食栄養成分表示促進事業

外食栄養成分表示店舗の拡大を目指し、関係団体との連絡会及び担当者会議を開催する。

（２）食育サポーター等育成事業

食育を県民運動として展開するため、地域に潜在する人材・団体を発掘・養成する。

（３）食育推進専門研修

地域における食生活改善のための取り組みを促進するため、食育の推進に関する専門的知識を

有する者を対象に研修会を開催し、資質向上を図る。

（４）特定給食施設指導

特定給食施設に対して、栄養管理の実施について指導・助言を行う。

（５）食育推進体制構築事業

関係団体と連携体制を構築し、食育を県民運動として構築するため、県食育・食の安全推進協

議会、圏域ネットワーク会議を開催する。

（６）食育活動活性化事業

食育を県民運動として展開するため、食育を推進する団体等を対象とした活動活性化支援のた

めの助成を行う。

（７）食育推進啓発事業

食育を県民運動として展開していくため、県民への普及啓発を大々的に行い、全県における食

育推進の気運醸成及び食育実践の契機とする。

３ 平成２２年度予算

９，０９３千円 （担当課 健康推進課）
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８０歳２０本の歯推進事業

１ 趣 旨

８０歳で２０本以上自分の歯を残す８０２０(ハチマルニイマル)を早期に実現することを目的と

した「島根県歯と口腔の健康を守る８０２０推進条例」の趣旨を踏まえ、「８０２０推進１０か年

戦略構想～後期５か年計画～」に基づき、取り組みを推進する。

２ 事業概要

（１）歯科保健推進協議会、圏域歯科保健連絡調整会議の開催

８０２０推進１０か年戦略構想～後期５カ年計画～の進行管理等として開催する。

（２）壮年期歯科保健推進事業

県と歯科医師会等の関係機関が連携して歯周疾患予防対策を中心とした事業を展開する。

・歯周疾患対策研修会の開催

・事業所における歯科保健活動のあり方検討事業の実施

・歯科保健従事者研修会の開催

（３）口腔機能の維持向上

８０２０の達成に向けて、歯周疾患の早期発見や口腔機能向上のための研修会や、体制整備の

ための検討会を開催する。

・歯周疾患予防管理研修会の開催

（４）親と子のよい歯のコンクール

前年度の３歳児健診を受診した幼児とその保護者の中から口腔内状態が良好な者を表彰し、全

国大会へ推薦する。

（５）歯科保健実態調査の実施

これまで取り組んできた歯科保健対策の評価を行い、今後の取り組み課題を整理するために、

県民の歯の健康状態や歯の健康を保つための取り組み等に関する実態調査を行う。

３ 平成２２年度予算

５，６１５千円 （担当課 健康推進課）
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難病相談・支援事業

１ 趣 旨

難病患者のＱＯＬの維持・向上支援対策として、訪問・相談活動等個別支援の充実強化を図ると
ともに、患者・家族教室、ボランティア養成、啓発事業等の難病相談・支援センター事業を保健所
と平成１６年度に設置した「しまね難病相談支援センター」において実施している。
また、地域における重症難病患者の相談体制及び病状急変時の受入病院の確保を図るため、難病拠
点・協力病院の指定を行うとともに、しまね難病相談支援センターに難病医療専門員を配置し、地
域における難病患者支援ネットワーク体制の整備・充実を図っている。
平成２１年度には、重症難病患者の一時入院を受け入れた病院に受入経費の一部を補助する制度を
創設し、病院における一時入院の推進を図っている。

２ 事業の概要

事 業 名 事業内容

①難病相談・支援センター事業 難病相談・支援センターを設置し、患者等の療養
○患者・家族教室開催事業 上、日常生活での悩みや不安等の解消を図るととも
○難病医療研修事業 に、患者等のもつ様々なニーズに対応したきめ細やか
○ﾋﾟｱｻﾎﾟｰﾄ養成･ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ育成事業 な相談や支援を通じて、地域における患者等支援対策
○講師派遣事業 を一層推進する。
○広報等啓発事業

②重症難病患者入院施設確保事業 重症難病患者に対し、病状急変時等に、適宜・適切
○難病医療専門員配置 な医療の提供ができるよう、地域の医療機関による難
○難病医療連絡協議会運営 病医療ネットワークの整備を図る。
○難病医療従事者研修開催

③難病患者地域支援対策推進事業 患者等の療養上の不安解消を図るとともに、きめ細
○難病患者訪問相談事業 やかな支援が必要な要支援難病患者に対する適切な在
○難病患者訪問指導（診療）事業 宅療養支援が行えるよう、保健所を中心にして、地域
○在宅療養支援計画策定・評価事業 の関係機関との連携の下に事業を実施する。
○専門相談事業

④保健師専門研修事業 保健所における相談窓口での対応、訪問活動や患者
・家族教室等における療養支援に必要な知識・技術の
習得を図るため、専門研修を実施する。

⑤難病患者等ホームヘルパー養成研修事業 難病患者等の多様化するニーズに対応した適切なホ
ームヘルプサービスを提供するために必要な知識、技
能を有するホームヘルパーの養成を図る。

⑥難病患者等居宅生活支援事業 地域における難病患者等の日常生活を支援すること
○ホームヘルプサービス事業 により、難病患者等の自立と社会参加を促進する。
○短期入所事業
○日常生活用具給付等事業 ［実施主体（市町村）に対する補助］

⑦在宅重症難病患者一時入院支援事業 在宅において、医療依存度の極めて高い重症難病患
○一時入院支援事業補助金 者の介護を行う者の休養等のため、重症難病患者が医

療機関に一時入院できるよう支援する。

３ 平成２２度予算額
３６，０８１千円 （担当課 健康推進課）
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肝炎医療費助成事業

１ 趣 旨
国内最大の感染症であるＢ型ウィルス性肝炎及びＣ型ウィルス性肝炎は、インターフェロン治療

および核酸アナログ製剤治療によって、その後の肝硬変、肝がんといった重篤な病態を防ぐことが
可能な疾患である。しかしながら、このインターフェロン治療については月額の医療費が高額とな
ること、また、核酸アナログ製剤治療については長時間に及ぶ治療によって累積の医療費が高額と
なることから、早期治療の促進のため、このインターフェロン治療及び核酸アナログ製剤治療に係
る医療費を助成し、患者の医療機関へのアクセスを改善することにより、将来の肝硬変、肝がんの
予防及び肝炎ウィルスの感染防止を図る。

２ 事業の概要
（１）対象医療

①Ｂ型及びＣ型肝炎ウィルスの除去を目的として行うインターフェロン治療並びにＢ型ウィル
ス性肝炎に対して行われる核酸アナログ製剤治療で、保険適用となっているもの

②当該治療を行うために必要となる初診料､再診料､検査料､入院料等
（２）助成期間

原則として同一患者につき１年とするが、最長８か月まで延長できる場合がある。また、核酸
アナログ製剤治療については、医師が治療継続が必要と認める場合、更新を認める。

（３）実施方法
患者の１か月の自己負担額（３割及び高額療養費支給後等）が、次表の階層区分による自己負

担限度額を超えた額を県から保険医療機関等へ交付

階層区分 世帯の市町村民税（所得割）課税年額 自己負担限度額(月額)

甲 ２３５,０００円以上 ２０，０００円

乙 ２３５,０００円未満 １０，０００円

（４）平成２２年度からの変更事項
①インターフェロン治療について、２回目の制度利用を認める。
②Ｂ型肝炎に対する核酸アナログ製剤治療助成対象とする。
③自己負担限度額を一部引き下げる（従来の５万円を２万円、３万円を１万円）。

（５）事業期間 平成２０年度から７年間
（６）実施主体 島根県
（７）補助率 県１／２

３ 平成２２年度予算額
１６１，８６９千円 （担当課 健康推進課）
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国民健康保険支援事業

１ 趣 旨

国民健康保険は、構造的に保険料（税）の負担能力の低い被保険者の割合が多く、また低所得者

の保険料（税）を軽減する制度もある。このため、保険料（税）の軽減相当額及び低所得者の数に

応じた保険料（税）の一部を、公費で補填することにより国保の財政基盤の安定を図る。

また、高額な医療費の発生は保険者の財政運営に大きな影響を及ぼすこととなることから、国民

健康保険団体連合会が主体となり危険分散を図るため保険者（市町村）の拠出金等を財源として

「高額医療費共同事業」を実施している。この事業に負担金を交付することにより、国保財政基盤

の安定化を図る。

さらに、県内市町村が行う国民健康保険の財政を調整するため、国民健康保険調整交付金を交付

している。

２ 事業の概要

事 業 区 分 補 助 の 対 象 事 業 主 体 補 助 率

保険基盤安定負担金 低所得者の保険料（税）の軽減相 保険者（市町村） 保険料軽減分

当額及び軽減世帯数に応じた平均 県 ３／４

保険料（税）額の一定割合を補填 保険者支援分

国 １／２

県 １／４

高額医療費共同事業 レセプト１件当たり８０万円を超 国民健康保険団体 国 １／４

負担金 える額に５９／１００を乗じた額 連合会 県 １／４

（国保連合会→保険者）

国民健康保険調整交 ｛療養給付費等－(保険基盤安定繰 保険者（市町村） ７％

付金 入金1/2＋基準超過費用額)｝＋(後

期高齢者支援金等－前期高齢者交

付金等)＋老健拠出金＋介護納付金

３ 平成２２年度予算額

４，６５４，０９４千円

保険基盤安定負担金 １，５４６、４８３千円

高額医療費共同事業負担金 ３２０，２３３千円

国民健康保険調整交付金 ２，７８７，３７８千円 （担当課 健康推進課）
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後期高齢者医療支援事業

１ 趣 旨

高齢化に伴う医療費の増加が見込まれる中、現役世代と高齢者の負担の公平化を図りつつ、持続

可能な制度とするために、後期高齢者を対象とした後期高齢者医療制度が平成２０年度から施行さ

れた。

当該制度が安定的に運営できるよう、低所得者の保険料軽減など国保と同様に法に基づき各種支

援策が講じられ、これらに県の負担金を交付するなど、事業の安定化を図っていく。

なお、当該制度は平成２４年度末に廃止の予定であり、後継制度について検討が進められている。

２ 事業の概要

事 業 区 分 補 助 の 対 象 事業主体 補助率

医療給付費負担金 医療給付費の一定割合を負担 後期高齢者医 国 ２５％

療広域連合 県 ８％

市町村 ８％

基盤安定負担金 低所得者の保険料の軽減相当額 市町村 県 ３/４

の一定割合を補填 市町村 １/４

高額医療費負担金 高額な医療費の発生による財政 後期高齢者医 国 １/４

リスクを緩和するため、レセプ 療広域連合 県 １/４

ト１件あたり８０万円を超える 広域連合 １/２

医療費の部分を負担

財政安定化基金 保険料未納リスク、給付増リス 県 国 １/３

ク等に対応するため、貸付等を 県 １/３

行う 広域連合 １/３

３ 平成２２年度予算額

９，７０６，５８０千円

医療給付費負担金 ７，７１５，０９１千円

基盤安定負担金 １，４４８，００８千円

高額医療費負担金 ２７９，２８０千円

財政安定化基金 ２６４，２０１千円 （担当課 健康推進課）
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精神保健推進事業
①自殺総合対策事業
１ 趣 旨

自殺を個人的な問題としてとらえるのでなく、その背景にある失業や多重債務などの社会的な要

因があることを踏まえ、社会的な取組により、自殺の防止と自殺者の親族等に対する支援の充実を

図るため「自殺対策基本法」が制定されました。また、同法に基づき「自殺総合対策大綱」が閣議

決定されました。

全国上位にある自殺死亡率（平成１８年度全国４位）の減少を目標に、平成１９年度に策定した

「島根県自殺対策総合計画」に基づき、うつ病対策の強化はもとより社会的要因に対する取組や自

殺者の遺族へのケアなど総合的な取組により、自殺を考えている人を一人でも多く救うことによっ

て、「私たちが生きやすい島根」を構築します。

２ 事業の概要
（１）自殺総合対策の推進体制の整備

連携体制を強化するために県自殺総合対策連絡協議会及び圏域自殺予防対策連絡会（７圏域）

を設置し、自殺対策の推進に向けた総合計画の進行管理を行います。

・設置主体：県

・開催回数：１回（県協議会）、２～３回（圏域連絡会）

・構 成 員：学識経験者、医療、職域、地域、法律、行政関係者

・事 務 局：障がい福祉課（県協議会）、保健所（圏域連絡会）

（２）普及啓発事業

自殺予防週間（９月１０日からの１週間）等を契機に自殺予防や心の健康の普及啓発を進める

と共にシンポジウム等を開催します。

・実施主体 ：県

・実施箇所数：シンポジウム等（県内１～２カ所）

普及啓発（県内全域）

（３）地域関係者研修事業

うつ病や自殺の危険性の高い人の早期発見、早期対応を進めるため、うつ病の初期症状や、自

殺の危険を示すサインに気づき適切な対応ができる人材等を養成します。

・実施主体：県（委託や他機関・団体との共催実施を含む）

・対 象 者：かかりつけの医師、看護師等

（４）自殺予防情報センター事業

島根県自殺予防情報センターを県立心と体の相談センター内に設置し、各種関係機関の連携強

化や人材育成に努めます。

（５）自死遺族ケア対策事業

自死遺族のつどいの開催と自助グループへの支援及び支援するスタッフの資質の向上を進めま

す。

・実施主体：県

・開催回数：２か月に１回（つどい）

３ 平成２２年度予算額

７，６９０千円 （担当課 障がい福祉課）
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②地域自殺対策緊急強化事業
１ 趣 旨

全国で自殺者数が平成１０年から１２年連続で３万人を超える中、現下の厳しい経済情勢を踏ま

え、島根県に設置する自殺対策を緊急に強化するための基金を活用し、地域における自殺対策力を

強化します。

２ 事業の概要

（１）普及啓発事業

自殺の背景にある様々な社会的要因や精神疾患に対する正しい知識や相談窓口等について、各

種媒体を活用して啓発します。

（２）民間団体等支援事業

様々な悩みを抱えた人の孤立を防ぐために、電話相談や各種つどいの場の提供など、自殺対策

に資する活動を行う民間団体等に対する支援を行います。

（３）各種相談窓口担当者連携強化事業

多くの自殺者は、複数の問題や悩みが連鎖し心理的に追い込まれた結果であることを踏まえ、

各種相談機関が相互に連携して支援を行う体制の強化を図ります。

（４）市町村自殺対策事業の支援

自殺対策は、住民により身近な自治体である市町村においても取り組みを進めることが重要で

あり、市町村が実施する自殺対策事業を支援し、地域の実態に応じたよりきめ細かい対策の実施

を促進します。

３ 平成２２年度予算額

３７，５６８千円 （担当課 障がい福祉課）

地域福祉セーフティネット推進事業

１ 趣 旨

過疎化や少子高齢化、また人間関係の希薄化や自然災害などにより生じた生活上の福祉課題につ

いて、社会福祉協議会と住民、専門職（組織）、行政などが協働してさまざまな施策に取り組み、

支援を必要とする人だけでなく、すべての県民が安心して暮らせるよう、地域におけるセーフティ

ネットの仕組みづくりを進めます。

このため、平成２０年度から取り組んできた、より身近な生活区域である自治会区での地域福祉

活動を引き続き推進します。

２ 事業の概要

（１）地域福祉トータルケア推進事業

①コミュニティソーシャルワーカーの実践力を強化する研修

②コミュニティソーシャルワークの研修

（２）ボランティアセンター事業

①福祉教育の推進

②ボランティアコーディネーターのスキルアップのための研修

③県民活動応援サイト「島根いきいき広場」の運営 など

（３）地域福祉活動基盤強化事業

・自治会区福祉活動開発検討会の開催 ・自治会区福祉活動の実践モデル活動（２地区）

・自治会区福祉活動推進フォーラムの開催 ・自治会区福祉活動計画策定セミナーの開催

・地域福祉活動基盤強化のための現地訪問指導

３ 平成２２年度予算額

３，８０２千円 （担当課 地域福祉課）
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福祉人材確保・育成事業
１ 趣 旨

高齢化が進む本県では、福祉・介護分野における従事者の確保・定着が喫緊の課題であること

から、福祉人材センターにおける福祉・介護人材の確保・育成の取組を引き続き進めるとともに、
庁内関係各課をはじめ関係機関・団体等の連携により、質の高い福祉・介護サービスが提供され

るよう、福祉・介護職員の確保・定着を図るための具体的な施策、事業の展開を図っていく。

２ 事業の概要
（１）福祉人材センターの運営

福祉人材センターにおける取組み（無料職業紹介、福祉就職フェア、就職セミナー、説明会、
各種研修、職場体験事業など介護人材確保・定着推進のための委託事業等）の充実を図る。

（２）民間社会福祉施設退職手当共済事業給付費の補助
民間社会福祉事業の振興に寄与するため、独立行政法人福祉医療機構が実施する退職手当金の

支給に関する費用を補助する。
（３）介護福祉士等修学資金の貸付

介護福祉士等の県内定着を図るため、実施主体を県社会福祉協議会として、養成施設入学者へ

の修学資金貸付を行う。
（４）福祉・介護人材マッチング支援事業

福祉人材センターのキャリア支援専門員が、求職者の希望に添った福祉職場の紹介や働きやす
い職場づくりに向けた指導・助言を行い、円滑な就労・定着を図る。

（５）ネットワークの構築
関係機関・団体で構成する「福祉・介護人材確保対策ネットワーク会議」を開催し、「福祉・

介護人材確保対策プロジェクトチーム（庁内推進組織）」との連携により、官民一体となった取

組みを行う。

３ 平成２２年度予算額
４２９，０５５千円 （担当課 地域福祉課）

社会福祉法人指導事業
１ 趣 旨

社会福祉法人及び社会福祉施設等の適正な運営を確保するため、法人設立や定款変更等の承認・

指導及び施設の実地あるいは書面での監査を実施します。

２ 事業の概要
（１）実施体制

・社会福祉法人等指導監査業務は本庁において一元的に実施（平成１７年度から）
・指導監査は、地域福祉課（指導監査スタッフ）と各事業課が共同実施

・地域福祉課職員を石見スタッフとして浜田合庁に配置し平成20年度から増員により体制強化
・社会福祉法人（松江市内に本部が所在し、市内のみで事業を行う法人）の指導監査業務等は、

平成２０、２１年度で松江市に権限委譲
（２）実施計画

・基本方針：島根県社会福祉法人等指導監査要綱、同要領及び指導監査計画により効果的・重

点的に実施
・監査対象：社会福祉法人、社会福祉施設、事業者等

・監査項目：平成２２年度指導監査実施計画に定める各指導監査調書による
・根拠法令：社会福祉法、生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法、知的障

害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、介護保険法、障害者自
立支援法

（３）基本的考え方

・法定受託事務である社会福祉法人及び生活保護施設については、厚生労働省の定める要綱等
に基づき実施

・自治事務である老人福祉施設、障害者施設、児童福祉施設については、厚生労働省が示す方
針等を基本として実施

３ 平成２２年度予算額
９５０千円 （担当課 地域福祉課）
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生涯現役社会づくり推進事業（県民意識啓発）

１ 趣 旨

心身ともに健康で、いくつになっても現役意識を持ち続け、社会との関わりを持ちながら生活し

ている高齢者を顕彰することにより、健康・長寿の素晴らしさを県民に周知し、高齢者の健康と生

きがいづくりの意識高揚を図る。

２ 事業の概要

○１００歳以上健康超寿者表彰

（１）対象者

１００歳を超えても健康を保ち、社会との関わりを持っておられる県内在住者

（２）表彰内容

年１回（９月１日～１５日頃）、対象者４名程度に表彰状及び記念品を授与

○７５生涯現役証

（１）対象者

７５歳を過ぎても何らかの活動（農林水産業や商工業、ボランティアや文化・スポーツ等）に

取り組んでいる県内在住者

（２）認定方法等

自薦・他薦により提出された申請書を文書審査し、知事による認定証を発行する。

３ 平成２２年度予算額

５２０千円 （担当課 高齢者福祉課）

新たな共助の仕組みづくり推進事業
１ 趣 旨

本県では、全国に先がけて本格的な人口減少・少子高齢社会を迎えているが、今後もこの傾向が続く

と推計されており、地域社会のマンパワーが急激に減少することが懸念されている。

よって、本県における少子高齢社会に見合った持続可能な仕組みを新たに構築するため、元気な高齢

者が支える側に立ち、地域社会の担い手として活躍するような「新たな共助の仕組みづくり」に取り組

み、高齢者グループの組織化や活動の活性化を図る。

２ 事業の概要

元気な高齢者が地域で活躍するためにはスポーツ・芸術活動などにより高齢者の元気を醸成する事が

不可欠である。また、高齢者の社会参加を推進するため、活動を支えていく人材の育成や高齢者グルー

プの組織化や活動の活性化支援する。 ＊□県社協・■老人クラブ関係

□高齢者大学校運営事業＜シマネスクくにびき学園の運営：東・西部校 ２年課程 計３６０人定員＞

□島根県健康福祉祭運営事業＜４月～６月に県内各地で開催＞・シルバー美術展

全国健康福祉祭（ねんりんピック）派遣＜Ｈ２２は石川県で開催＞

■市町村老人クラブ連合会助成事業、県老人クラブ連合会補助金

■県老人クラブ連合会健康づくり支援事業

■お達者度チェック・認定制度モデル事業＜高齢者の地域活動への参加を促し、健康寿命延伸を図る

仕組みづくり＞

３ 平成２２年度予算額

４９，８３３千円 （担当課 高齢者福祉課）
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高齢者介護予防推進事業

①地域でガッチリ安心サポート事業（地域支援事業交付金）
１ 趣 旨

要支援・要介護状態になる前からの介護予防を推進するとともに、地域における包括的・継続的

なマネジメント機能を強化する観点から、介護保険者が実施する地域支援事業に対して交付金を交

付する。

２ 事業の概要

介護保険者が従事する下記の事業を対象とする。

①介護予防事業（必須事業）

・介護予防のスクリーニングの実施

・上記スクリーニングの結果を踏まえ、要支援・要介護状態になるおそれの高い者等を対象と

する介護予防プログラムの提供

②包括的支援事業（必須事業）

・介護予防マネジメント事業（上記①の介護予防プログラムのマネジメント）

・総合相談・支援事業（地域の高齢者の実態把握、介護以外の生活支援サービスとの調整等）

・権利擁護事業（虐待の予防・早期発見、成年後見制度の情報提供等）

・地域ケア支援事業（支援困難事例に関するケアマネジャーへの助言、地域のケアマネジャー

のネットワークづくり等）

※これらの事業の実施主体として、地域包括支援センターを設置

③任意事業

介護給付費適正化事業、家族支援事業など

３ 平成２２年度予算額

２７８，４０２千円 （担当課 高齢者福祉課）

②介護予防市町村支援事業

１ 趣 旨

地域包括支援センターの運営支援を行うとともに、高齢者の生活機能の維持・向上並びに重症化

予防のための積極的な介護予防・リハビリテーションが提供されるよう、各保険者・事業者の体制

整備や評価への支援を行い、サービスの充実・強化を図る。

２ 事業の概要

（１）地域包括支援センター運営支援事業

地域包括支援センターの業務の手法を検討する場・研修の場づくりを県が行い、地域包括支援

センターの運営基盤の確立を支援する。

（２）介護予防事業の評価・市町村支援事業

効果的な介護予防・リハビリテーションの実施・定着が図られるよう下記の事業により保険者

並びに事業者を支援する。

・委員会及び専門部会の開催

・介護予防事業支援マニュアル（平成21年度作成）の普及と事業評価

・リハビリ提供体制強化のための地域連携モデル事業（浜田圏域・隠岐圏域）

・行政担当者研修、介護予防・リハビリテーション従事者研修

３ 平成２２年度予算額

８，５１０千円 （担当課 高齢者福祉課）
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認知症対策推進事業

１ 趣 旨

早期の段階からの適切な診断と対応、認知症に関する正しい知識と理解に基づく支援などを通じ

て、地域単位で総合的かつ継続的な支援体制を確立することを目的として、各関係機関が連携し総

合的に認知症対策を推進する。

２ 事業の概要

（１）認知症対策検討委員会の運営

（２）医療と介護の連携体制構築モデル事業

（３）認知症地域支援体制構築等推進事業（モデル地域：松江市、雲南市）

（４）認知症対策普及・相談・支援事業

①コールセンターの設置

②「認知症の人と家族の集い」の開催

③認知症予防講演会

④介護サービス従業者を対象とした家族ケア研修会

（５）権利擁護相談窓口設置支援事業

（６）介護従事者向け認知症研修事業

①認知症介護実践者研修

②認知症実践リーダー研修

③認知症介護サービス事業開設者研修

④認知症サービス事業管理者研修

⑤小規模多機能サービス等計画作成担当者研修

⑥権利擁護推進員養成研修

（７）認知症介護指導者養成研修事業

３ 平成２２年度予算額

３７，６３９千円 （担当課 高齢者福祉課）
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介護給付費負担金事業

１ 趣 旨

介護保険法第123条第１項の規定により、政令で定めるところにより、県は市町村に対し、介護給

付費及び予防給付に要する費用のうち、施設等給付費は100分の17.5に相当する額を、居宅給付費に

ついては100分の12.5に相当する額を負担する。

２ 事業の概要

（１）県負担額算定のルール

介護保険制度では、介護給付及び予防給付に要する費用の50％は公費負担で、残りの50％が被

保険者の保険料負担となる。

公費負担の内訳は、国が25％（施設等分は20％）、都道府県が12.5％（施設等分は17.5％）、

市町村が12.5％となっている。

被保険者の保険料負担の内訳は、第１号被保険者（65歳以上）が20％、第２号被保険者（40歳

以上65歳未満）が30％となっている。

介 護 給 付 費 負 担 構 成 図

第２号保険料 （30％）
保険料 50％

第１号保険料 （20％※）

調 整交 付 金 （ 5％※）

国 負 担 金

施設等給付費
居宅給付費（20％) (15％)

公 費 50％
県 負 担 金

居宅給付費 施設等給付費

(12.5％) (17.5％)

市町村負担金 （12.5％）

※ 平均的な負担割合

（２）介護保険制度の県負担額の推計（平成22年度）

・県全体の標準給付費額（介護・予防給付） 62,956,334,941円

・県負担金の額

62,956,334,941円×県負担割合（※）＝9,290,320千円

※ 県負担割合 施設等給付費分 １７．５％

居宅給付費分 １２．５％

３ 平成２２年度予算額

９，２９０，３２０千円 （担当課 高齢者福祉課）
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島根県介護保険財政安定化基金事業

１ 趣 旨

給付費の予想を上回る伸びや、通常の徴収努力を行ってもなお生じる保険料未納による財政赤字

について、県に設置する「介護保険財政安定化基金」から、資金の交付又は貸付を行い、介護保険

財政の安定化に資する。

２ 事業の概要

（１）貸付 計画期間（３年間）に、保険料収納率低下や給付費の予想外の増により財政不足が見込

まれる保険者に対して毎年度行う。

（２）交付 計画期間を通じて保険料収納不足かつ財政不足により、財政収支が不均衡となった保険

者に対して３年度目に行う。

（３）財源 市町村、県及び国が同額を拠出、負担し、基金財源とする。

３ 平成２２年度予算額

６，６４９千円 （担当課 高齢者福祉課）

訪問看護支援事業

１ 趣 旨

在宅療養環境の充実を図る事を目的とし、訪問看護サービスの安定的な供給を維持し、訪問看護

を必要とする者に必要な訪問看護を提供する体制を整備する。

２ 事業の概要

（事業実施期間 平成２１年度～平成２２年度）

①訪問看護推進事業

検討会を設置し、島根県の訪問看護の実態把握や課題の分析及び、訪問看護事業の推進にあ

たって必要と認められることについて協議等を行う。

②広域対応訪問看護ネットワークセンター事業（島根県訪問看護ステーション協会へ委託）

・マニュアル等の標準化事業

・管理業務支援事業

・退院時連携体制強化事業

３ 平成２２年度予算額

６，７９６千円 （国費１０/１０） （担当課 高齢者福祉課）
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介護人材確保・定着推進事業

１ 趣 旨

介護従事者の人材不足に対応するため、関係機関とも連携して、介護職場における人材の確保・

定着に向けた取り組みを行う。

２ 事業の概要

（１）「介護の仕事」イメージアップ事業

介護に関する県民の理解と認識を深めるために「介護の日」（毎月１１月１１日）に併せたイ

ベントや介護の仕事のイメージアップを図るための広報・啓発事業を実施する。

（２）潜在有資格者等養成支援事業

介護福祉士養成校の資源を活用し、福祉・介護分野への新たな人材の参入と定着を支援するた

めの研修を実施する。

①潜在的な介護福祉士・ホームヘルパー等の再就業を支援するための研修

②主婦層・高齢者の能力を生かして参画をすすめるための研修

③地域住民に対して福祉・介護サービスの意義や重要性を理解してもらうための研修

④職員のキャリアアップを支援するための研修

（３）進路選択学生支援事業

介護福祉士養成校に専門員を配置し、若い世代や地域の人材確保を推進する。

①高校等を訪問し、福祉・介護の魅力や実情の紹介

②中高生、家族、教員への相談・助言・指導

③地域団体との連携による地域イベント、説明会等の開催

（４）職場体験等事業（委託先：島根県社会福祉協議会）

就労斡旋する際に、職場体験の機会を提供し、求職者の持つイメージと事業者の求める人材像

のギャップを埋めることで、円滑な人材参入と定着を支援する。

（５）複数事業所連携事業

複数の小規模事業所等がネットワークを形成し、協同で実施する求人活動、合同研修等の取り

組みを助成する。

なお、コーディネーターを島根県福祉人材センターに配置する。

３ 平成２２年度予算額

３２，５０５千円 （担当課 高齢者福祉課）
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介護人材緊急雇用事業

１ 趣 旨

介護分野への就職を希望する求職者に対し、介護資格の取得支援と介護職場でのマッチングを適

正に行い、短期離職にならないよう安定的に介護人材を確保する。

２ 事業の概要

（１）介護資格（ヘルパー２級）の取得支援

介護保険施設や事業所において働くために、基本的な介護技術を短期間で取得できるよう、県

内２カ所でヘルパー研修を行う。

（２）求職者の緊急雇用

島根県社会福祉協議会において、臨時雇用となり事業所で介護の教育訓練を受ける。

（３）適正やニーズに応じたマッチング

いろいろな事業所で教育訓練を受け、求職者の適正や事業所のニーズに応じたマッチングを行

い、事業所への就職につなげる。

○受け入れ計画

・ヘルパー研修（松江会場20名、浜田会場15名）

・教育訓練：年間延べ60名

・コーディネーターの配置

３ 平成２２年度予算額

４６，０００千円 （担当課 高齢者福祉課）

苦情処理体制整備事業

１ 趣 旨

介護サービス内容に関する苦情については、国保連が処理機関と位置づけられていることから、

国保連に対し当該事務実施のための補助を行い、的確かつ迅速な解決が図られる体制を整備し、介

護保険制度の円滑な運営と利用者の権利保護を図る。

２ 事業の概要

苦情処理体制整備運営補助事業補助金

・事業主体 島根県国民健康保険団体連合会

・事業内容 介護保険サービス苦情処理調査、苦情処理委員会開催等

３ 平成２２年度予算額

８，９３８千円 （担当課 高齢者福祉課）
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介護保険低所得者利用負担対策事業

１ 趣 旨

介護保険の導入に伴う負担の激変緩和の観点等から、低所得者の利用者負担について特別の措置

を講じ、介護保険制度の円滑な導入に資する。

２ 事業の概要

（１）障がい者施策におけるホームヘルプサービス利用者の支援措置

障がい者施策等によりホームヘルプサービスを利用していた低所得の障がい者で、介護保険に

よるホームヘルプサービスを利用する場合、利用者負担の助成を行う。

・実 施 主 体：市町村（広域連合、一部事務組合を含む）

・助 成 対 象 者：障害者自立支援法によるﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽの利用において境界層該当として定

額負担率が０円となっている者で、６５歳到達以前１年間に障がい者ﾎｰﾑﾍ

ﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽを利用していた者等

・利用者負担割合：０％（全額免除）

・公費負担割合：国１／２、県１／４、市町村１／４

（２）社会福祉法人等による生計困難者に対する利用者負担の軽減

介護保険サービスの提供を行う社会福祉法人等が、低所得者で生計が困難である者に対して利

用者負担を軽減した場合に、その軽減額の１／２を限度として公費助成を行う。

・対 象 費 用：法に基づく①訪問介護、②通所介護、③短期入所生活介護、④夜間対応型

訪問看護、⑤認知症対応型通所介護、⑥小規模多機能型居宅介護、⑦地域

密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、⑧介護福祉施設サービス、⑨介

護予防訪問介護、⑩介護予防通所介護、⑪介護予防短期入所生活介護、⑫

介護予防認知症対応型通所介護、⑬介護予防小規模多機能型居宅介護に係

る利用者負担額並びに⑭食費、居住費（滞在費）及び宿泊費に係る利用者

負担額（※補足給付対象費用であって基準費用額を上回る場合はその額）

・対 象 者：市町村民税世帯非課税者のうち、以下の要件を全て満たす者（生保受給者、

旧措置入所者で利用者負担割合が５％以下の者は対象外。）

①単身世帯年収１５０万円以下（世帯員１名増えるごとに５０万円加

算）

②預貯金等の額が３５０万円以下（世帯員１名増えるごとに１００万円

加算）

③日常生活に供する資産以外に活用できる資産がないこと

④負担能力のある親族等に扶養されていないこと

⑤介護保険料を滞納していないこと

・軽 減 の 程 度：上記対象経費のうち①～⑬は、利用者負担の２８％（老齢福祉年金受給者

は５３％）※平成21年4月1日～平成23年3月31日の経過措置

上記対象経費のうち⑭は、利用者負担の１／４（老齢福祉年金受給者は１／２）

・公 費 助 成：助成主体 市町村（広域連合、一部組合を含む）

助 成 額 法人軽減額の１／２を限度として公費助成

負担割合 国１／２、県１／４、市町村１／４
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（３）中山間地域等における加算に係る利用者負担軽減措置

中山間地域等に所在する小規模の事業所においては、訪問系の介護サービスについて、10％相

当の加算が行われることから、利用者負担についても10％相当分増額されることになる。このた

め、中山間地域等に所在する小規模事業所以外の利用者との負担均衡を図る観点から、利用者負

担の一部を減額することにより、中山間地域等における介護保険サービスの利用促進を図る。

・実施主体

市町村（広域連合、一部事務組合を含む）

・対象市町村

平成21年3月厚生労働大臣告示第83号（厚生労働大臣が定める中山間地域等の地域）に定める中

山間地域等の地域が存在する市町村

・対象費用

社会福祉法人等が提供する訪問介護、介護予防訪問介護に係る利用者負担額

（事業所が中山間地域等にあり、かつ小規模の事業所に限る。）

・対象者

市町村民税本人非課税の者（生保受給者を除く）であり、障害者ホームヘルプサービス利用

者に対する支援措置事業及び社会福祉法人等による利用者負担額軽減制度事業の適用を受けて

いない者

・軽減の程度

利用者負担額の１割（10％の利用者負担を９％とする）

・助成の程度

社会福祉法人等が利用者負担を軽減した額の１／２について助成

公費負担割合： 国１／２、都道府県１／４、市町村１／４

３ 平成２２年度予算額

１３，４２０千円 （担当課 高齢者福祉課）
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キャリア形成訪問指導事業

１ 趣 旨

介護福祉士の養成校の教員等が、福祉・介護施設及び事業所を巡回訪問し、介護技術に関する研

修を行うことにより、職員のキャリアアップを図り、資質の向上と定着を支援する。

２ 事業の概要

福祉・介護施設及び事業所職員のキャリアアップを図るための研修を実施する。

３ 平成２２年度予算額

９，４０８千円（障害者自立支援対策臨時特例基金） （担当課 高齢者福祉課）

介護雇用創造プログラム事業

１ 趣 旨
国の緊急雇用創出事業を活用し、介護・福祉分野への就職者が働きながら資格取得（介護福祉士、

ホームヘルパー2級）をできるよう支援し、介護人材の雇用創出を図るため、離職失業者等を雇用し

た事業者への業務委託を行い、被雇用者の賃金及び資格取得にあたっての養成機関における受講料

等を負担する。

２ 事業の概要

（１）国が定める対象施設であって、介護等の事業を行う介護保険事業者及び障害福祉サービス事業

者は、介護等の職場で従事を希望する離職失業者等と2年以内の有期雇用契約を締結して介護補助

業務に従事させるとともに、当該離職失業者等に対して介護資格（介護福祉士、ホームヘルパー

２級）を取得するための養成講座を受講させる。

（２）受入事業者は、有期雇用契約労働者に対し、養成講座受講中を含め、雇い入れ期間中の賃金を

支払うとともに、雇用期間終了後も被雇用者を引き続き正規労働者として雇用するよう務めるも

のとする。

○受け入れ計画

・介護福祉士資格取得支援コース（40人）

・ホームヘルパー２級取得支援コース（20人）

３ 平成２２年度予算額

２０４，４４７千円 （担当課 高齢者福祉課）
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介護サービス情報の公表制度

１ 趣 旨

介護保険制度の基本理念である「利用者による選択（自己決定）」を実現するため、全ての事

業所の比較検討が可能となるよう標準化された項目についての客観的情報を提供する。

２ 事業の概要

（１）対象事業者は、前年の介護報酬支払実績が１００万円以上ある事業者とする。

※平成21年度から、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護と各予防係サービ

スが追加施行。

（２）毎年度知事に基本情報項目（義務）及び調査情報項目（一部任意）を報告する。

（３）知事（指定調査機関）は調査の必要な項目について調査（義務）を実施し、知事（指定情報公

表センター）は情報をインターネット等により公表する。

（４）調査及び公表に係る事務に要する費用は、対象事業者から徴収する手数料収入を充てる。

（５）同種の事業所等の評価等に関する既存の仕組みとしては以下のものがあるが、「介護サービス

情報の公表」制度は評価を行わず、利用者に比較・検討のための客観的情報を提供するという点

で他の制度とは趣旨、目的が異なる。

（６）実施体制 指定情報公表センター 島根県社会福祉協議会

指定調査機関 ＮＰＯ法人介護ネットほか６団体

３ 平成２２年度予算額

介護サービス情報の公表制度の普及啓発に係る経費等

６，２３７千円 （担当課 高齢者福祉課）

仕組み 趣旨 受益者 義務・任意
福祉サービス第三者評価
ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ外部評価

事業者におけるサービスの質、運営
内容、経営内容等の良否を専門的
に判断・評価し改善指導等を実施

事業者
（サービスの質、運営内容、
経営内容等の課題を改善）

任意
（ＧＨ外部評価は義
務）

指導監査 介護保険サービスを提供する事業
者として最低限の遵守状況を点検

利用者
（最低水準の確保された
サービスを享受）

義務

介護サービス情報の公表 事業者において現に行われている
事実を調査し、調査結果をそのまま
開示（※評価は行わない）

利用者
（自らのニーズに応じて良
質なサービスを選択）

義務

介護保険の事業者及び施設

《介護サービス情報》

要介護者等が介護サービスを適
切に選択・利用するために必要な
介護サービスの内容及び運営状
況に関する情報

【基本情報】
事実情報として調査しないもの
（例）
・職員体制、設備
・利用料金、サービス提供時間

【調査情報】
客観的に調査が必要なもの
（例）
・マニュアルの有無
・サービス提供内容の記録管理の有無
・研修ガイドラインや実績の有無
・身体拘束を廃止する取り組みの有無

指
定
情
報
公
表
セ
ン
タ
ー

指
定
調
査
機
関

利

用

者

①
報
告

（
年
一
回

）

④
調
査

⑥
公
表

介護サービス情報の公表の仕組み

⑤
結
果

通
知

②手数料徴収

③手数料徴収

9,000円

29,000円または27,000円
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ケアマネジャー総合支援事業

１ 趣 旨

介護支援専門員に対する研修を行うことによりケアプランの質の向上を図るとともに介護支援

専門員が適切なケアマネジメントを行えるよう総合的に支援する。

２ 事業の概要

（１）介護支援専門員の養成

介護支援専門員の試験及び実務研修の実施。

（２）介護支援専門員の資質向上

以下の研修を実施し、介護支援専門員の質向上を図るとともに介護支援専門員資格更新のため

の更新研修を実施

①実務従事者基礎研修

②専門研修課程Ⅰ （兼実務従事者向け更新研修）

③専門研修課程Ⅱ

④実務未従事者向け更新研修（実務研修と兼ねて実施する）

⑤再研修（実務未従事者向け更新研修と兼ねて実施）

（３）主任介護支援専門員の養成

介護支援専門員のキャリアアップの一環として位置づけられた主任介護支援専門員の養成研修

を実施。

３ 平成２２年度予算額

２５，８３２千円 （担当課 高齢者福祉課）

療養病床再編推進事業
１ 趣 旨

医療費適正化の方針に基づき、療養病床を患者の医療の必要性の観点から再編成し、患者の状態

に即した適切な医療・介護サービスを提供することなどを目的とする療養病床の再編成が円滑に進

むよう、必要な支援を行う。

２ 事業の概要

（１）相談窓口の設置

介護保険施設等への転換意向がある医療機関の円滑な転換を図るため、及び入院患者とその家

族の不安等を解消するために必要な情報提供や相談対応を実施

（２）療養病床再編セーフティネットワークの構築

療養病床の転換・廃止に伴い、行き場のない患者がでないよう、圏域、全県毎に設置した｢療養

病床再編セーフティネット会議｣を活用し、困難事例に対応

（３）病床転換助成

医療療養病床を介護老人保健施設や居住系サービス等に転換する場合に、医療保険財源を活用

した整備費の助成を実施。

○助 成 額：｢基準単価×整備床数｣と｢実支出額｣を比較して少ない方の額

○基準単価：創設・改修 １，０００千円／床 改築 １，２００千円 改修 ５００千円

※介護療養病床の転換助成は、｢地域介護・福祉空間整備等交付金｣（市町村交付金）で対応

３ 平成２２年度予算額

６，０００千円（病床転換助成） （担当課 高齢者福祉課）
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介護職員処遇改善事業

１ 趣 旨

介護職員の処遇改善に取り組む事業者へ資金の交付を行い、介護職員の賃金の確実な引上げを図

るとともに、事業所におけるキャリアアップの仕組みの構築を進める。

２ 事業の概要

介護職員の賃金改善に要する経費を交付する。

（１）実施主体 島根県（事業者への交付金の支払は島根県国民健康保険団体連合会に委託）

（２）交付金額 介護報酬総額(利用者負担を含み、補足給付を含まない)×交付率

（交付率：訪問介護4.0％、通所介護1.9％、グループホーム3.9％、

小規模多機能型居宅介護4.2％、特養2.5％、老健1.5％等）

（３）交付対象 介護保険事業所（介護職員のいない訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅介

護支援、福祉用具貸与等のサービスは除く）

（４）処遇改善の要件

①交付金見込額を上回る賃金改善計画

②賃金改善以外の処遇改善（労働時間等の改善、人材

育成環境の整備、職場環境の整備等）

③職責又は職務内容等に応じた任用及び賃金体系の整

備（平成22年10月サービス分から適用）

④①～③の内容は、全て職員に周知すること

（５）申請状況（平成２１年度）

対象事業所数 ８３３事業所

申請事業所数 ７３５事業所

申請率 ８８％（全国平均８０％）

３ 平成２２年度予算額

１，４４１，４１６千円 （担当課 高齢者福祉課）

介護施設開設等経費助成事業
１ 趣 旨

介護施設の開設等の経費を助成する。

２ 事業の概要

（１）介護施設の開設等経費として、１床当たり60万円を助成する。

○平成２２年度整備計画（355床）

特別養護老人ホーム 60床

ケアハウス（特定） 50床

地域密着型特別養護老人ホーム 29床

認知症対応型グループホーム 90床

小規模多機能型居宅介護事業所 126床

（２）介護施設開設のための施設用地（定期借地権設定）確保への補助 １施設

３ 平成２２年度予算額

２２６，５００千円(介護職員処遇改善等臨時特例交付金10/10) （担当課 高齢者福祉課）
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者
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財源:10/10



- 32 -

高齢者福祉施設整備等事業

１ 趣 旨

現在県内４か所にある経費老人ホームＡ型をケアハウスに転換するための改築を支援する。

２ 事業の概要

経費老人ホームをケアハウスに転換する施設の改築経費を支援する。

○平成２２年度整備計画（１か所）

３ 平成２２年度予算額

３８２，５００千円 （担当課 高齢者福祉課）

社会福祉施設等整備事業
１ 趣 旨

消防法施行令改正によりスプリンクラーの設置が義務付けられた施設等について、スプリンクラ

ーの設置に要する費用を助成する。

２ 事業の概要

スプリンクラー設置を行う施設等へ補助金を交付する。

○平成２２年度整備計画（43施設）

特別養護老人ホーム（定員30人以上の大規模なもの）

介護老人保健施設 （ 〃 ）

養護老人ホーム

有料老人ホーム（要介護状態にある者を入居させるもの）

小規模多機能型居宅介護事業所

３ 平成２２年度予算額

１，６２６，５１５千円（介護基盤緊急整備等基金10/10） （担当課 高齢者福祉課）

介護拠点等の緊急整備事業
１ 趣 旨

第４期介護保険事業支援計画に基づき、介護保険施設等の整備を行う。

２ 事業の概要
介護拠点等の緊急整備を行う市町村に対し施設整備費を交付する。

○平成２２年度整備計画

地域密着型特別養護老人ホーム（3,500千円×29床）

認知症対応型グループホーム（26,250千円×９施設）

小規模多機能事業所（26,250千円×14施設）

認知症対応型デイサービス（10,000千円×３施設）

介護予防拠点（7,500千円×１施設）

３ 平成２２年度予算額

７４２，７５０千円（介護基盤緊急整備等基金10/10） （担当課 高齢者福祉課）
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快適居住空間創出事業

１ 趣 旨

入所者の自立の促進、ＱＯＬの向上を目指すため、また、入所者が「住んで良かった」と実感で

きる、生活感覚にあふれた住環境を提供するため、創意工夫を凝らした改修等を実施しようとする

施設に対する支援を行う。

２ 事業の概要

（１）対象施設

以下の施設で建設後５年以上経過したものとする。

養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、有料老人ホーム（主として要介

護状態にある者を入居させるものに限る。）、肢体不自由者更生施設、身体障害者療護施設・

福祉工場、知的障害者入所更生施設・入所授産施設、精神障害者生活訓練施設・入所授産施設、

知的障害児施設、肢体不自由児施設、重症心身障害児施設、障害者支援施設、児童養護施設、

自立援助ホーム、母子生活支援施設

（２）事業内容

１）住環境快適度調査

建築士等による施設の全館的調査を実施する。

２）快適居住空間創出（調査結果を踏まえて行うもの）

①清掃（日常の清掃では困難なもの）

エアコン・換気扇、窓（網戸）、外周（庭、側溝）、天井（照明等）、外壁、水回り

（浴室、厨房、便所）等

②軽微な修繕

壁塗替、壁（クロス）張替、床修繕（張替）、バリアフリー化（段差解消、手すり設

置等）、水回り（浴室、厨房、便所）の修繕、雨漏り修繕、襖張替、畳表替・戸・扉修

繕、エアコン・換気扇修繕等

③概略設計

施設の抜本的な見直しに向けたもの

３）１施設当たりの事業費

事業費（調査を除く）については、１施設当たり１００万円を限度とする。

３ 平成２２年度予算額

５６，０００千円 （担当課 高齢者福祉課）
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障がい者地域生活支援事業

①市町村障がい者地域生活支援事業

１ 趣 旨

障がい者に最も身近な市町村が主体的に地域の実情や利用者の状況に応じた柔軟で細やかなサー

ビスを提供することにより、障がい者が地域で自立した日常生活や社会生活が営めるようにします。

２ 事業の概要

（１）子ども発達支援事業費補助金

早期療育は、障がい者児の障がいの軽減・社会適応能力の向上を図るうえで重要な取組であり、

どの地域でも平等に療育が受けられるよう、市町村が、就学前の児童・家族を対象に地域の中で

行う療育活動や、就学児童を対象に土日・祝日等に行う社会活動・ボランティア等との交流事業

を支援します。また、障がい児等の家族への支援として市町村が行う、障がい児等の保護者相談

や情報交換の場の提供などの事業を支援します。

・実施主体：市町村、補助率：県１/２、市町村１/２

（２）市町村地域生活支援事業

障がい者や障がい児の保護者等からの相談に対応し必要な情報を提供、手話通訳者の派遣、日

中活動の場を提供するなどの必須事業のほか市町村が必要と判断した事業を支援します。

①実施主体：市町村、補助率：国１/２、県１/４、市町村１/４

②事業内容

３ 平成２２年度予算額

子ども発達支援事業費補助金: １２，５１７千円

市町村地域生活支援事業 : １５９，５３８千円 （担当課 障がい福祉課）

必須事業
市町村相談支援機能強化事業 専門的職員配置

入居支援
２４時間支援
ｻﾎﾟｰﾄ体制調整

手話通訳者設置
手話通訳者等派遣

日常生活用具給付事業
個別支援型
ｸﾞﾙｰﾌﾟ支援型
車両移送型

地域活動支援ｾﾝﾀｰ機能強化事業
その他の事業

更生訓練費給付事業
施設入所者就職支度金給付事業

生活訓練等事業
本人活動支援事業
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動支援事業
福祉機器リサイクル事業
その他生活支援事業

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ教室開催等事業
芸術・文化講座開催等事業
点字・声の広報等発行事業
奉仕員養成研修事業
自動車運転免許取得・改造助成事業
その他社会参加促進事業

重度障害者在宅就労促進特別事業（バーチャル工房支援事業）

知的障害者職親委託制度

市町村事業名

日常生活用具給付事業

地域活動支援ｾﾝﾀｰ機能強化事業

福祉ホーム事業

その他の事業

相談支援事業

成年後見制度利用支援事業

コミュニケーション支援事業

移動支援事業

更生訓練費・施設入所者就職支度金給付事業

生活支援事業

日中一時支援事業
生活サポート事業

社会参加促進事業

身体障害者自立支援事業

盲人ホーム事業
訪問入浴サービス事業

コミュニケーション支援事業

住宅入居等支援事業

移動支援事業
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障がい者自立支援医療等給付事業

①福祉医療費助成事業

１ 趣 旨

福祉医療費助成対象者（重度心身障がい児・者及びひとり親家庭）に対して医療費の自己負担分

を助成することにより、これらの対象者の健康維持と生活の安定を図り、福祉の増進を進めます。

２ 事業の概要

（１）実施主体：市町村

（２）福祉医療費助成対象者

（３）助成の方法[平成１７年１０月１日改正]

社会保険各法の規定により保険給付の対象となる療養又は医療の給付を受けた場合、当該療養

又は医療の給付に要する費用のうち、社会保険各法又は社会保険各法以外の法令等の規定により

被保険者等が負担することとなる費用（入院時の食事療養費及び生活療養費に係る標準負担額は

除く。）から医療費の1割を控除した額を助成します。

また、医療費の1割が下記表の額を超えた場合は、下記表の額が限度額となります。

（４）費用負担割合：県１/２、市町村１/２

３ 平成２２年度予算額

７０８，８４９千円 （担当課 障がい福祉課）

後期高齢者
医療対象者以外

後期高齢者
医療対象者

重度知的障がい者 療育手帳Ａ（IQ35以下） 1,878人 277人

重度身体障がい者 身障手帳1,2級 5,560人 9,701人

寝 た き り 者
65歳以上で3ヶ月以上臥床し、他人の
介護が必要な者 4人 11人

重複重度障がい者 身障手帳3,4級＋IQ50以下 44人 19人

7,486人 10,008人

16,321人 10,008人

所 得 制 限

対 象 者 合 計
26,329人

8,835人

対 象 者
対象者数(Ｈ21.4.1現在)

障害者計

18歳未満又は20歳未満の高
校3学年終了までの児童等
を養育する配偶者のない者
及び当該児童

20歳以上の者につ
いては特別障害者
手当の所得制限を
準用

0人ひ と り 親 家 庭 所得税非課税世帯

一 般 40,200円 12,000円

市町村民税世帯非課税者 7,500円 4,000円

20歳未満の障がい児（者） 2,000円 1,000円
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障がい者在宅サービス事業

①在宅心身障がい児援護事業

１ 趣 旨

障がい児（者）施設の有する機能を活用し、身近な地域で必要なサービスを受けられる体制の充

実を行うことで在宅の重症心身障がい児（者）のライフステージに応じた地域での生活を支援しま

す。

２ 事業の概要

（１）重症心身障がい児（者）通園事業

在宅の重症心身障がい児（者）に対して、通園の方法により日常生活動作や運動機能等に係る

訓練、指導等必要な療育を行うことにより、運動機能の低下を防止するとともにその発達を促し、

併せて保護者等に家庭における療育技術の習得を進めます。

また、巡回方式や送迎方式を実施することで重症心身障害児（者）施設未設置圏域への要望に

も対応します。

①実施主体：県（社会福祉法人に委託）

②設置圏域：東部、西部２地区の４施設で実施

（２）在宅重症心身障がい児者特別支援事業

事業者（医療機関である事業者を除く）が看護職員の加配、医療機関との連携等必要な医療的

体制を整えショートステイ、児童デイサービース等により重症心身障がい児（者）を受け入れる

場合、障害者自立支援法の個別給付等への上乗せ助成（県１０/１０）を行い、重症心身障がい児

（者）の在宅支援の強化を図ります。

①ショートステイ実施事業

②デイサービス等実施事業

（３）在宅心身障がい児関係補助金

心身障がい児療育キャンプを通じて心身障がい児の社会適応能力を習得を進めると共に、当該

児童の保護者に対しても相談や研修を行うことで家庭における療育技術の習得を進めます。

①事業実施主体 島根県心身障害児（者）親の会連合会

②補助率 県１０/１０

３ 平成２２年度予算額

１０４，４３６千円 （担当課 障がい福祉課）

委託先法人 実施施設 所在地 開始期間

松 江 療 育 園 松江市 H10.10～
松 江 整 肢 学 園 松江市 H20.1～
安 養 学 園 江津市 H10.10～
島 根 整 肢 学 園 江津市 H15.12

社会福祉法人島根整肢学園

実施施設 圏域 巡回回数
出雲圏域 3日/週
雲南圏域 1日/週
安来圏域 1日/週

島根整肢学園 益田圏域 2日/週

松江整肢学園

巡
回
方
式
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障がい者施設等運営事業

①障がい者就労支援事業所工賃向上事業

１ 趣 旨

平成２３年度末までに、現在の工賃を平成１８年度比で倍増させることを目標として、就労継続

支援事業者の工賃向上計画策定、新商品開発・販路拡大、人材育成等を支援し、福祉施設で働く障

がい者の工賃水準の向上を進めます。

２ 事業の概要

（１）工賃倍増計画策定委員会

工賃倍増計画の見直し、取組状況の評価、施策への提言を実施します。

・開催回数：３回/年

（２）工賃向上支援支援センター（仮称）設置事業

工賃向上についてタイムリーかつ専門的な支援を実施するほか、共同受注の窓口となりうる工

賃向上支援支援センター（仮称）を設置する。

事業主体：県（委託により実施）

（３）就労機器購入費補助金

工賃向上に取り組む事業所に対し、共同で行う設備投資の費用を補助します。

補助事業所数：３グループ

補助基準額 ：１事業所あたり１０百万円

補 助 率 ：県１０／１０

（４）工賃向上支援事業

工賃向上に取り組む事業所に対し、新商品開発・販路拡大に必要となる費用を補助します。

補 助 率 ：県１０／１０

（５）しまねゆめいくカンパニー認定事業

障がい者雇用、障がい者施設への物品等の発注に積極的な企業を認定する。

実施主体：県

（６）販路拡大員設置事業

工賃向上に取り組む事業所に対し販路拡大の為に新たに雇い入れた人員の人件費を補助します。

補助事業所数：２０事業所

補助基準額 ：１事業所あたり１，７７８千円

補 助 率 ：県１０／１０

（７）障がい者就労支援事業所連携促進事業

中小企業等が就労支援事業所等と連携した新たな取り組みを開始し、その取り組みが工賃向上

繋がるものである場合に、その取り組みに係る経費の一部補助します。

補助企業数：７企業

補助基準額 ：１企業あたり１，０００千円

補 助 率 ：県１０／１０

３ 平成２２年度予算額

９２，２３７千円 （担当課 障がい福祉課）
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障がい者施設等整備事業

①ケアホ－ム・グループホーム整備事業

１ 趣 旨

障がい者の地域生活移行を進める上で必要となる住まいの場ケアホーム・グル-プホ-ムを緊急に整備し、

障がい者の地域生活における自立支援のための基盤整備を進めます。

２ 事業の概要

（１）国庫補助事業

（２）県単補助事業

３ 平成２２年度予算額

１９１，０００千円 （担当課 障がい福祉課）

補助金名 整備区分 基準額 補助率

新築 25,000千円

改修（自己所有物件） 6,000千円

障がい者就労訓練設備等整備事業費 改修（賃貸物件） 6,000千円 国1/2、県1/4

社会福祉施設等施設整備費 国1/2、県1/4

補助金名 整備区分 基準額 補助率

新築 25,000千円

改修 6,000千円
障がい者ｹｱﾎｰﾑ･ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ整備費 県1/2
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障がい者相談事業

①障がい者就労移行推進事業

１ 趣 旨

地域において生活している障がい者に対し、就労及びこれに伴う日常生活、社会生活上の支援を

行うことにより、障がい者の地域生活の安定や職業生活における自立を進めます。

２ 事業の概要

（１）障がい者就業・生活支援センター事業

障がい者雇用を進める上では、身近な地域で就業・生活面の一体的で総合的な支援を行う必要

があります。障がい者の就業やそれに伴う生活上の支援を行う障害者就業・生活支援センターを

設置（未実施圏域においては障害者就労支援センター事業を設置）し、職業生活における自立を

進めます。

□実 施 主 体：県（社会福祉法人に委託）

□実施箇所数：障害者就業・生活支援センター：

県内６圏域（松江・出雲・浜田・雲南・大田・益田）

：障害者就労支援センター：県内１圏域（隠岐）

□事 業 形 態：就労及びそれに伴う生活支援等を担当する専任職員１人を配置

□対 象 者：就業及びこれに伴う日常生活又は社会生活上の支援を必要とする障がい者

（２）障がい者ステップアップ就労支援事業

障がい者の雇用促進に向け、県が一定期間（１年程度）働く場所を提供し、企業への就労に向

けたステップアップの場とします。また、支援員を配置し本人支援や関係機関との調整を行いま

す。

□雇用場所：本庁、地方機関及び県立学校（１０名）

□障がい種別：知的障がい、精神障がい、視覚障がい

（３）障がい者雇用促進支援員事業（県単緊急雇用創出事業）

障がい者の就労者数の増加や生活支援業務の多様化に伴う支援センターのマンパワー不足を補

うため、支援センターに職員を配置します。

□業務内容：企業開拓 等

□雇用期間：平成２３年度まで

（４）障がい者チャレンジ事業

障がい者雇用を前提としない数週間の実習を行うことで、「企業」、「障がい者」の双方にと

っての、「知るきっかけ」、「雇うきっかけ」、「働くきっかけ」づくりを支援します。

□実施企業及び実習生（障がい者）への奨励金（１日２，０００円）の支給

（５）障がい者就労の啓発促進

移行支援事業者対象養成研修や啓発シンポジウム、啓発フリーペーパーの発行等、就労に向け

た意識啓発とノウハウ強化のための研修会・セミナーを実施します。

（６）ネットワーク構築事業

各圏域の就労支援関係機関が連携し、地域の実情に応じてネットワークの構築強化に資する取

り組みを実施します。

□各支援センター：１００万円以内の委託

３ 平成２２年度予算額

９８，８４０千円 （担当課 障がい福祉課）
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②発達障がい者支援体制整備事業

１ 趣 旨

早期支援体制を充実させるために専門的知識を有する人材を育成するとともに、発達障害者支援

センター、関係機関が連携を進めることで、発達障がい者及びその家族のライフステージを応じた

支援を行います。

２ 事業の概要

（１）実施方法等

・東部発達障害者支援センターウィッシュ、西部発達障害者支援センターウィンド

・社会福祉法人に委託

（２）事業内容

・発達障がい者等に対する専門的な相談・助言、発達支援、就労支援を行います

・発達障がい者等への支援を行う関係機関に対する助言・指導を行います

・巡回支援等により、市町村等の発達障がい者支援をサポートします。

・発達障がいについて、支援機関の職員や保健師、保育士等への研修を行います。

（３）その他の支援事業

・ペアレントメンター等家庭支援の充実に向けた取り組みを進めます。

・国が実施する発達障がいの早期発見、小児・精神医療に関する専門的な研修会へ医師を派遣

し資質の向上を図ると共に、受講医師による県内研修会を開催しその成果を県内に普及しま

す。

３ 平成２２年度予算額

５８，６４２千円 （担当課 障がい福祉課）

③高次脳機能障がい者支援事業

１ 趣 旨

高次脳機能障がい者への支援拠点を設置し、地域で生活する高次脳機能障がい者に対する専門的

な相談支援、関係機関とのネットワークの構築、高次脳機能障がいに関する研修等を行い、高次脳

機能障がい者に対して適切な支援が提供される体制を整備します。

２ 事業の概要

（１）障害者自立支援協議会高次脳機能障がい者支援部会

医療、福祉等の専門家による評価検証機関を設置し専門的課題の検討、個々のニーズ支援の評

価、事業の実施、対応状況の分析評価等を行います。

（２）県支援拠点事業

島根県立心と体の相談センターを県の支援拠点として、各圏域相談支援拠点への支援や全県の

支援体制の構築を図ると共に研修会の開催等を行います。

（３）圏域相談支援拠点事業

地域支援の拠点となる施設を圏域相談支援拠点とし、社会福祉法人又は医療法人に委託実施し、

各種相談支援、地域支援ネットワーク会議の開催及び家族教室の開催などの支援を行います。

３ 平成２２年度予算額

１１，９４４千円 （担当課 障がい福祉課）



- 41 -

④精神障がい者地域生活移行支援事業

１ 趣 旨

「入院医療中心から地域生活中心へ」という基本的な考え方に基づいて、平成１７年度まで出雲

圏域で実施された事業をモデルに、平成１９年度から全圏域で「受入条件が整えば退院可能とさ

れた入院中の精神障がい者」の地域生活への移行を円滑に進めるための体制を整備します。

２ 事業の概要

地域の実態に即した地域生活移行支援の方策を検討するため、圏域ごとに幅広い関係者のネット

ワークを構築し、関係機関・団体等と連携強化を行い入院中の精神障がい者が退院し、地域で自立

した生活を営むために必要な体制整備を進める。

（１）精神障がい者地域生活移行検討会

精神障がい者地域生活移行支援事業の進行管理として、圏域ごとの活動の報告や評価に関する

検 討を行います。

①開催回数：１～２回／年

②事 務 局：障がい福祉課

（２）精神障がい者地域生活移行支援圏域会議

各圏域における実態の把握、課題の抽出を行い、地域の実情に応じた事業の推進方法の検討、

事業の進行管理を行います。

①対象圏域：７圏域

②開催回数：各圏域２～３回

③事 務 局：保健所

（３）自立支援ボランティアの養成講座

各圏域において、精神障がい者に対する偏見を解消し、地域で支援するための自立支援ボラン

テ ィア（退院訓練時の同行など対象者の心の支えとなるボランティア）の育成を行います。

（４）地域体制整備コーディネーターの配置

精神障がい者の地域生活への移行に必要な体制整備の総合調整の能力を有する者を地域体制整

備コーディネーターとして、松江、出雲、浜田の委託事業所に計３名配置し、精神障がい者退院

支援事業のさらなる推進を図ります。

（５）精神障がい者退院支援事業

「受入条件が整えば退院可能とされた入院中の精神障がい者」に対する円滑な地域生活移行を

進めるために地域移行推進員が地域の自立支援ボランティアや地域における各種サービス（授産

活動、グループホーム等）を活用し、地域生活移行に向けての連絡調整、関係機関や対象者に対

する退院への啓発や個別支援計画の策定などを行います。

また、退院への支援を円滑に行うための個別支援会議の開催、地域生活移行支援圏域会議や地

域自立支援協議会などへの提言を行います。

①委託先：７圏域11か所（精神障害者社会復帰施設を運営した実績がある相談支援事業所等）

３ 平成２２年度予算額

３１，５０９千円 （担当課 障がい福祉課）
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動物管理等対策事業

１ 趣 旨

動物愛護思想の一層の普及啓発を行い、適正飼養の定着を図るとともに、動物による環境侵害等

の発生を防止します。

２ 事業の概要

（１）動物愛護推進事業

動物の遺棄防止、終生飼養や繁殖制限等の飼主遵守事項、動物の譲渡事業等について、ＴＶ、

新聞、チラシ、ホームページなどを用い、周知を図る。

（２）動物管理事務

犬・ねこの引き取り・収容を行い、返還及び譲渡されない動物の処分を行う。

（３）動物管理指導事務

動物取扱施設等の監視・指導を実施するとともに、不適正飼養に基づく環境侵害に対しては、

市町村と協力し改善措置を図る。

３ 平成２２年度予算額

２７，５２２千円 （担当課 薬事衛生課）

生活保護費の給付事業
１ 趣 旨

生活保護の適正実施と生活保護業務の実施水準の確保のため、各福祉事務所（２１市町村）に

対する指導監査を計画的・重点的に実施するとともに、町村福祉事務所の生活保護業務が円滑か

つ適正に実施されるよう、町村福祉事務所の基盤づくりへの支援を行います。

２ 事業の概要

（１）指導監査の実施

県の定める実施要綱に基づき、次のとおり指導監査を実施

・一般監査

（特別指導監査の実施事務所を除く２０福祉事務所）

・特別指導監査（１福祉事務所）

・巡回指導（必要に応じて数箇所） 等

（２）町村福祉事務所への支援

・生活保護支援スタッフ（本庁）及び石見スタッフによる実地指導（随時）

・町村福祉事務所職員を対象とする研修の実施 等

３ 平成２２年度予算額

２，５３１千円 （担当課 地域福祉課）
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がん診療体制の強化

１ 趣 旨

県内のがんによる死亡は全死因の３割を占める状況にあり、高齢化の進展とともに、今後もがん

罹患者は増加していくことが予想される。

この状況を踏まえ、「島根県がん対策推進計画」において、予防・治療・患者支援を三本柱とし

た総合的ながん対策を実施する。

２ 事業の概要

（１）予防：患者が増加している乳がん・子宮がんをはじめ、働き盛りの人の検診受診率向上の取り

組みを進める。

また、効果的な検診の実施に向けて精度管理の取組を進める。

（２）治療：がん診療連携拠点病院の機能強化や拠点病院間の連携を図るほか、がん医療従事者の育

成について支援を行う。

また、地域がん登録を実施し、地域別のがん罹患の実態把握に努める。

・がん診療ネットワーク事業 ・がん拠点病院機能強化事業

・がん診療連携推進病院機能強化事業 ・がん医療従事者研修支援事業

・がん専門看護師等緊急育成事業 ・地域がん登録事業

（３）患者支援：がん患者団体間の交流・情報交換を行うために意見交換会を開催するほか、患者・

家族や医療提供者等ががん克服のために相互理解を深めるためのがん患者塾を開催する。

また、がんの情報提供体制の整備を目的に、がん普及啓発応援事業及びがん関連図書等整備事

業を実施する。

・がん患者団体ネットワーク支援事業 ・がん患者塾実施事業

・がんに関する普及啓発等応援事業 ・がん相談支援、情報提供強化事業

・がん関連図書整備事業 ・がん情報提供促進病院支援事業

・がんの知識普及促進事業

３ 平成２２年度予算額

１２３，３８４千円 （担当課 医療政策課）

２，２６９千円（＊再掲） （担当課 健康推進課）

地域医療再生計画事業（がん予防・検診対策）

１ 趣 旨

従来の取り組みに加え、島根県地域医療再生計画に基づき、がん診療連携の円滑な実施と質の高

いがん医療を提供するために、がん検診の促進・充実、地域がん登録、がん相談機能の充実及びが

んに関する普及啓発・がん診療情報の提供促進をはｋり、がん対策の充実を図る。

２ 事業の概要

（１）がん診療医師サポート事業

①開業医子宮頸がん検診に関する補助

②乳がん模型の整備

③高度ながん診療機器の活用促進

④マンモグラフィー検診機器整備事業

⑤子宮がん検診車整備事業

（２）がん診療連携推進病院等機能強化事業

（３）がん診療情報提供促進病院支援事業

３ 平成２２年度予算額

１２２，８００千円 （担当課 医療政策課）
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緩和ケアの推進

１ 趣 旨

がんと診断された早期から、患者や家族に対して緩和ケアを提供することは、療養生活を支えて

いく上で重要であることから、入院から在宅まで切れ目ない緩和ケア提供供給体制の確立を目指す。

島根県がん対策推進計画では、緩和ケア提供体制の確立を重点施策に位置づけ、総合的な緩和ケア

の取り組みを実施する。

２ 事業の概要

（１）緩和ケア総合推進事業

島根県の緩和ケアを総合的に推進するための施策を検討する「島根県緩和ケア総合推進委員

会」の開催や、緩和ケアの普及啓発を目的に講演会やシンポジウムを開催する。

（２）緩和ケアにかかる医師等研修事業

緩和ケアに関する医療従事者の資質向上を図るため、医師等を対象とした緩和ケア研修会を開

催し、がん診療連携拠点病院等を中心として各地域における緩和ケアの充実を図る。

（３）在宅療養への移行促進事業

入院から在宅に至る切れ目のない医療提供体制の確立を目指して、がんの入院患者の在宅療養

が促進することを目的とする事業を実施する。

３ 平成２２年度予算額

７,７１３千円 （担当課 医療政策課）

精神医療提供事業

①精神科救急医療体制整備事業

１ 趣 旨

精神科救急情報センター（２４時間医療相談事業）を設置することにより、当事者・家族、警察

・消防関係者等からの精神科医療相談に２４時間対応可能となり、症例に応じた適切な受療行動に

つなげ、精神障がい者の疾患の重篤化を軽減します。

２ 事業の概要

（１）精神科救急情報センター運営事業

精神科救急情報センターを各保健所及び県立こころの医療センターに設置し精神医療相談等に

２４時間対応するための体制を整備します。

・精神保健指定医、応急入院指定病院等への連絡調整

・精神障がい者、保護者、警察・消防関係者からの相談対応

・精神医療相談窓口の設置

（２）精神科救急医療施設事業

精神科病院において空床を確保し、精神科救急患者の医療対応や入院を必要とする場合に入院

できる体制を整備します。

３ 平成２２年度予算額

６１，２０５千円 （担当課 障がい福祉課）
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医師確保対策事業

地域医療を支える医師確保養成対策事業

１ 趣 旨
中山間地域や離島を中心として、医師不足による医療の確保が深刻な問題になっていることから、

「島根で働く医師を呼ぶ」、「島根で働く医師を育てる」、「島根で働く医師を助ける」の３つの
柱で医師確保対策を推進する。

２ 事業の概要
（１）島根で働く医師を呼ぶ

①地域勤務医師確保枠
地域医療に将来携わる医師、専門研修を希望する医師を確保し、県立病院で研修後、地域
の医療機関で勤務する。

②赤ひげバンク
県外の医師とのネットワークをつくり、地域医療を志す医師を呼ぶ。

③医師面談
各種広報媒体を活用した情報収集により、島根で働く現役の医師を確保する。

（２）島根で働く医師を育てる
①各種奨学金制度の活用

将来、県内の地域医療に携わる意志のある医学生、大学院生に対して奨学金を貸与する。
・医学生地域医療奨学金（Ｈ14～）
・緊急医師確保対策奨学金（Ｈ21～）
②研修医等定着特別対策
・県内の高校生を対象に、「高校生医療現場体験セミナー」「夢実現進学チャレンジセミナ
ー」を開催し、医師を目指す学生を増やす。

（３）島根で働く医師を助ける
①地域医療支援ブロック制

診療所と病院の医師が交代で勤務し、１人の医師に掛かる負担の軽減を図る。
②代診医の派遣

診療所で働く医師が学会や研修会に参加できるよう、代診医を派遣する。
③女性医師就業支援
女性医師の割合が増加している中、休職中の医師への復帰研修等を実施し、女性医師の定着を

推進する。
④しまね地域医療の会

地域医療に従事する医師が相互に意見交換する場として年２回開催。
⑤救急医療体制支援
・救急業務に従事する医師に救急業務手当を支給する医療機関に対し、その一部を助成。
・診療所医師の夜間・空実の診療を支援。
・新生児医療担当の医師の処遇改善を行う医療機関への支援。
⑥周産期医療体制構築
・分娩業務従事手当を支給する医療機関に対し、その一部を助成。
・離島・中山間地に所在する分娩数の少ない医療機関に対し、産科の運営費を助成。
・若手産科医師に研修手当てを支給する医療機関に対し、その一部を助成。
・助産師が医師と協働し妊婦健診や正常産の分娩を自ら行うことができるための研修を実施。
・若手医師の医療技術のスキルアップと県内医師のネットワーク強化を図るため、ベテラン医

師と若手医師の合同研修会を開催。
⑦へき地診療所等医師確保支援
・へき地診療所医師に対する交通費補助。

３ 平成２２年度予算額
４１４，６２２千円 （担当課 医療政策課）

５，４９５千円 （担当課 健康推進課）



- 46 -

地域医療再生計画事業（医師確保対策）

１ 趣旨
従来の取り組みに加え、島根県地域医療再生計画に基づき、医師不足が深刻な地域における医師

確保対策を強力に実施。

２ 事業の概要
（１）現役の医師を『呼ぶ』対策

①地域医療に携わる医師を養成するために大学の研修環境や指導体制の整備等を支援
②県外の医療機関から医師派遣を受けた場合、医師派遣に伴う派遣元医療機関の逸失利益を支援

（２）地域医療を担う医師を『育てる』対策
①島根大学医学部への寄附講座の設置
②医学生向け奨学金の拡充

（島根大学医学部定員増分、鳥取大学医学部定員増に伴う島根県枠、不足診療科枠）
③初期・後期研修医向けの研修資金貸付制度を創設し、県内定着を促進

（３）地域勤務医を『助ける』対策
①医師赴任に伴う研修資金貸付金を支援
②地域医療機関に赴任した医師に研修資金を支援
③医師事務作業補助者の雇用に対する支援
④後期研修医の国内外留学を支援
⑤専門医・指導医の資格取得経費を支援
⑥コンビニ受診抑制等のための普及啓発活動を行う団体に対して支援
⑦地域医療機関に勤務する非常勤医師の交通費を支援

３ 平成２２年度予算
６１０，３１７千円 （担当課 医療政策課）
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看護職員確保対策事業

看護師等確保対策関係事業

１ 趣 旨
離島・中山間地域や中小病院を中心に看護職員の確保が困難な状況が発生していることから、

「県内進学促進」「県内就職促進」「離職防止」「再就業促進」の４つの柱で看護師をはじめとと
する看護職員の確保対策を推進する。

また、各種研修事業の充実により看護職員の資質向上を図る。

２ 事業の概要
（１）県内進学促進

①県立高等看護学院（松江・石見）において看護師を養成
②民間看護師等養成所の運営費に対する補助
③新設看護師等要請書の施設整備に対する補助
④中高校生を対象とした１日看護体験や進学ガイダンスの実施

（２）県内就業促進
①県内就業を目指す看護学生に修学資金を貸与（新規貸与４０名）
②看護職情報ネット、パンフレット等により病院の募集情報を提供

（３）離職防止
①民間病院の院内保育所運営費に対する補助

（４）再就業促進
①県ナースセンターを指定して無料職業紹介、就業支援研修会等を実施
②潜在看護職員の実態調査の実施

（５）資質の向上
①各種研修の実施

３ 平成２２年度予算額
４１２，０３４千円 （担当課 医療政策課）

（看護師等確保対策事業 １１９，４５６千円 県立高等看護学院運営事業 ２９２，５７８千円）

地域医療再生計画事業（看護職員確保対策）

１ 趣 旨
従来の取り組みに加え、島根県地域医療再生計画に基づき、計画対象地域における看護職員確保

に向けて集中的に対策を実施する。

２ 事業の概要
（１）県内進学促進

①看護師等養成所教員の資質向上研修等の実施
②民間看護師等養成所の教育環境整備

（２）県内就業促進
①県内就業を目指す看護学生に修学・就職活動資金を貸与（県外養成期間の最終学年８５名）

②県内病院の看護職員募集活動への支援
（３）離職防止・再就業促進

①病院の離職防止・再就業促進の取組みへの支援
②新人卒後臨床研修や新人指導担当職員研修への支援

（４）助産師確保・活用
①助産師として県内就業を目指す看護学生に修学資金を貸与（最終学年１０名）
②助産師そつ後教育研修プログラムの構築（健康推進課事業）

３ 平成２２年度予算額
４１２，０３４千円 （担当課 医療政策課）

６０５千円 （担当課 健康推進課）
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医療機能の確保

１ 趣 旨
県民すべてがいつでもどこでも安心して医療を受けられるよう、必要かつ良質な医療機能・施設

の確保充実を図るため、医療機関等における施設・設備等の整備に対し支援を行う。

２ 事業の概要
（１）隠岐病院整備事業 ５４３千円

老朽化・狭隘化した隠岐病院の現地での新築建替整備費を隠岐広域連合規約に基づき負担
［隠岐病院整備計画概要］
①開院 平成２４年度を目途
②病床数 １１５床
③総事業費 約５０億円

［県の負担割合］
建設改良費にかかる借入金の元利償還金から交付税措置相当額を控除した額の２分の１（平成

５４年度までで、元利合わせて約１３億円）

（２）松江赤十字病院建替整備補助事業 ４９７，３７５千円
新病院建設（平成１８年～２４年）を行っている松江赤十字病院に対して、厚生労働省ほか国

土交通省の補助事業も活用した補助を実施
［松江赤十字病院整備計画概要］

①開院 平成２３年度（平成２１年度部分開業）
②病床数 ６４５床
③総事業費 約１７３億円

（３）出雲市総合医療センター施設整備 １６６，８００千円
出雲市総合医療センターの施設整備に対して、国庫補助事業を活用して補助する。

［出雲市総合医療センター整備計画概要］
①開院 平成２３年度（平成２２年度部分開業）
②病床数 １９９床
③総事業費 約４０億円

３ 平成２２年度予算額
６６４，７１８千円 （担当課 医療政策課）

地域医療再生計画事業（医療機能の確保）

１ 趣 旨
従来の取り組みに加え、島根県地域医療再生計画に基づきドクター縁導入や情報ネットワークシ

ステムの整備等マンパワー不足を補うための体制を整備する。

２ 事業の概要
（１）ドクターヘリ導入事業

救急機能を充実し、必要性が高まる広域的な患者搬送を支援するため、平成２３年度中のドク
ターヘリ運行開始を目指して、運行調整や格納庫等のインフラ整備を進める。

（２）情報ネット地域医療支援事業
病病連携、病診連携を支援するため、カルテ情報を共有化するシステムの整備を行ったり、医

療機関が導入する遠隔画像診断システムに対して支援する。
（３）医療施設整備支援

中山間地域及び西部地域等の医師不足等による医療機能の低下を補完するための医療機関間連
携の充実、救急医療体制及び周産期医療の維持・確保に視する設備整備にかかる経費を補助する。

３ 平成２２年度予算額
３３６，５００千円 （担当課 医療政策課）
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みんなで子育て応援事業（こっころ事業）

１ 趣 旨

島根の子育て支援事業を「こっころ」の統一イメージで展開し、島根県の次代を担う子どもたち

の健やかな成長を、行政、企業、団体等が一体となり県全体で応援していく「子育ての社会化」に

向けた気運醸成を図る。

２ 事業の概要

（１）しまね子育て応援パスポート事業（こっころパスポート事業）

こっころパスポートのより一層の周知と利用促進、協賛店舗の拡大を図り、「子育ての社会

化」に向けた気運醸成を進めるとともに、事業の魅力向上を図る。

また、こっころパスポートのネットワークやイメージを活用した関連事業を実施する。

（２）みんなで子育て応援助成事業（こっころ助成事業）

こっころパスポートを活用した子育て支援など政策誘導型のテーマを設けて、民間事業者が自

ら企画し、実施する事業を助成する。

（３）みんなで子育て応援大賞事業（こっころ大賞事業）

子育て支援を促進するため、こっころ協賛店、こっころカンパニー、子育て支援団体、ことの

はの４部門を設け、知事表彰を行う。

（４）みんなで子育て応援隊育成事業（こっころ隊育成事業）

子育てサロンの活動の充実や新規設置の促進を図るとともに、子育て支援に取り組む地域や子

育て支援グループの担い手の育成を図り、民間活動の活性化により「みんなで子育てを応援する

地域」づくりを進める。

（５）しまね子育て家庭外出応援施設登録事業（赤ちゃんほっとルーム事業）

ベビーベッドや授乳スペースなどを有する施設を「赤ちゃんほっとルーム」に登録し広く周知

することにより、乳幼児を連れて安心して外出できる環境づくりを行う。

（６）地域子育て創生事業

安心子ども基金を活用し、市町村の子育て支援の取組を支援する。

３ 平成２２年度予算額

３４，５８０千円 （担当課 青少年家庭課）

仕事と家庭の両立支援事業

１ 趣 旨

少子化の要因として「未婚化・晩婚化」「夫婦間の出生力の低下」が挙げられるが、そのいずれ

にも「仕事と家庭の両立の困難性」が影響しており、企業における仕事優先の職場風土を改善し、

子育てしながら働き続けられる職場づくりを進める。

２ 事業の概要

しまね子育て応援企業（こっころカンパニー）認定制度

従業員の子育てを積極的に支援し、仕事と家庭の両立がしやすい職場づくりを進める企業を「こっ

ころカンパニー」に認定し、広くＰＲするとともに融資制度や入札制度で優遇する。また、優れた

取り組みを行う企業を表彰する。

３ 平成２２年度予算額

１，７０３千円 （担当課 青少年家庭課）
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縁結び応援事業

１ 趣 旨

少子化の大きな要因である未婚化について、一生結婚するつもりがない独身者は少なく、独身で

いる理由として約５割が「適当な相手にめぐり会わない」を挙げていることから、独身男女の出会

いの場を民間と行政が協働して創出し、結婚を望む独身者を社会全体で応援していく。

２ 事業の概要

（１）しまねの出会い創出事業

結婚を望む独身男女の出会いの場を設ける民間団体（非営利）・市町村に対して事業費を補助

する。

（２）しまね縁結び応援団

出会いの場を提供する民間企業（ホテル・レストランなど）等を募り、「しまね縁結び応援

団」として登録し、そこで実施されるイベント情報を独身男女に随時メールマガジンで配信する。

（３）島根はっぴぃこーでぃねーたー事業

独身男女の縁結びをするボランティアを「島根はっぴぃこーでぃねーたー（愛称：はぴこ）」

として登録し、はぴこ同士の情報交換やはぴこが開催する出会いイベントを支援する。

（４）しまね縁結びメールマガジン「恋みくじ」

「しまねの出会い創出事業」補助団体や「しまね縁結び応援団」の実施するイベント情報を

「恋みくじ」登録者に、タイムリーにメールマガジンで配信する。

３ 平成２２年度予算額

４,５４９千円 （担当課 青少年家庭課）

しまね子育て支援プラス事業

１ 趣 旨

育て家庭のニーズに対応する市町村の取組を包括的に支援し、安心して子育てができる環境づく

りを進める。

２ 事業の概要

（１）しまね子育て支援プラス事業

国や既存の制度では対応できない子育て家庭のニーズに対して、地域の実情の応じて、きめ細

かく対応する市町村の創意工夫により子育て支援の取組を包括的に支援する。

（２）しまねすくすく保育支援事業

国庫補助の要件を満たさない小規模なニーズに対する市町村の取組を支援する。

３ 平成２２年度予算額

１５５，０００千円 （担当課 青少年家庭課）
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乳幼児等の育児支援事業

①特別保育推進事業

１ 趣 旨

保育需要の多様化に対応するため、延長保育、一時預かり、休日保育等の特別保育事業を一層推

進することにより、児童の福祉の向上を図る。

２ 事業の概要

主な事業 事 業 内 容 実施主体 補助率

延長保育促進事業 就労形態の多様化等に伴う延長保育の需要に対応するた 市町村 国 １/３

め、通常の保育時間（１１時間）を超えた保育を行う保 県 １/３

育所に対する補助

特定保育事業 パートタイム労働者増大など保護者の就労形態の多様化

に伴う保育需要に対応するため、１か月当たり概ね６４

時間以上の日時について必要に応じて柔軟に利用できる

保育サービスを実施する保育所に対する補助

休日保育事業 日曜日、国民の祝日等を含め年間を通じて開所する保育

所に対する補助

病児・病後児保育 病気中の子どもや病気から回復期にある子どもの一時預

事業 かり等を行う病院、保育所等に対する補助

※延長保育促進事業、家庭支援推進保育事業等については、平成１７年度から次世代育成支援対

策交付金により、各市町村において実施

３ 平成２２年度予算額

７５４，６１８千円 （担当課 青少年家庭課）

②しまね子育て総合支援推進事業

１ 趣 旨

市町村において地域の実情に応じた子育て支援のための事業が、柔軟に、かつ効果的に実施でき

るよう、その事業の実施に要する経費に対し、交付金を交付する。（平成２２年度限り事業）

２ 事業の概要

県が定める次の事業の実施に応じて交付金額を算定し交付する。

（１）病児・病後児保育環境整整備事業

病児・病後児保育事業（病児対応型・病後児対応型）を実施するために必要な備品の購入に対

する助成

（２）放課後児童クラブ環境整備事業

放課後児童健全育成事業を実施するために必要な分割・改修・備品購入に対する助成

３ 平成２２年度予算額

１０，０００千円 （担当課 青少年家庭課）
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保育所等整備支援事業（安心こども基金事業）

①保育所等緊急整備事業

１ 趣 旨

待機児童解消のための保育所の創設や老朽改築による保育環境整備などの保育所の施設整備に要

する費用の一部を補助することにより子どもを安心して育てることが出来るような体制整備を行う。

２ 事業の概要

（１）事業内容

保育所（認定こども園を構成する保育所を含む。）の新設、修理、改造、整備を実施する。こ

の際に、設置者負担の軽減や、保育所の設置促進を図るため、待機児童が多く財政力が乏しい市

町村について、追加的財政措置（補助率の嵩上げ）を行う。

（２）整備対象施設

児童福祉法第３５条第４項に規定する保育所

（３）事業の実施主体

市町村

（４）整備対象施設の設置主体（事業者）

社会福祉法人、学校法人（幼保連携型認定こども園を構成する幼稚園及び保育所の設置者が同

一の学校法人である場合において当該保育所の施設整備を行う場合に限る。）、日本赤十字社又

は公益社団法人、公益財団法人、特例社団法人若しくは特例財団法人

（５）補助率

国（基金）１／２（２／３）

（ ）書きは、待機児童が多く、財政力が乏しい市町村における補助率

（６）事業期間

平成２０年度～平成２２年度

３ 平成２２年度予算額

１,０６５，１９０千円 （担当課 青少年家庭課）
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地域児童育成事業

①放課後児童健全育成事業

１ 趣 旨

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学しているおおむね１０歳未満の児童に対し、

授業の終了後に学校の空き教室や児童館等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全

な育成を図る。

２ 事業の概要

（１）事業内容

放課後児童健全育成事業を実施する市町村に対する補助

①放課後児童クラブの運営費補助

②既存の小学校の余裕教室の改修等や必要な設備の整備などの環境整備に対する補助

③ボランティアの派遣や、指導員の健康診断、障がい児受入のための指導員の確保等に対する

補助

（２）補助率 国１／３、県１／３

３ 平成２２年度予算額

３７０，７７３千円（国庫補助事業） （担当課 青少年家庭課）

子育てに関する経済負担対応事業

①第３子以降保育料軽減事業

１ 趣 旨

経済的負担感の大きい多子世帯の保育料を軽減することにより、安心して子どもを生み育てるこ

とができる環境づくりを推進する。

２ 事業の概要

認可保育所、へき地保育所、保育型児童館及び認可外保育施設（認可外保育施設指導監督基準に

適合している場合に限る。）に入所している第３子以降の３歳未満の児童に係る保育料を軽減する。

実施主体 市町村

補助率：県１/２

３ 平成２２年度予算額

１２０，０２６千円 （担当課 青少年家庭課）
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子どもと家庭相談体制整備事業

１ 趣 旨

児童相談所に弁護士や医師を配置し専門的機能の充実、市町村との連携の強化や児童委員及び電

話相談を実施する団体への支援を行うとともに、児童虐待防止に関する広報・啓発を行い、児童虐

待を早期発見し適切な対応が行える相談･支援体制の整備を進める。

２ 事業の概要

（１）児童相談所虐待対応機能強化事業

①虐待対応専門スタッフの配置 法律上の問題に対応するための弁護士、保護者へのカウン

セリングを行うための精神科医を配置し、島根大学からは、

法医学医等の派遣を受け診断及び所見を得る。

（２）虐待防止地域連携強化事業

①虐待防止県民運動の展開 11月の児童虐待防止推進月間に街頭啓発等を実施する。

②子ども専用相談電話支援事業 子どもが助けを求め相談できる電話窓口を開設する団体に

対し電話代金の無料化経費を助成する。

（３）市町村相談体制支援事業

①市町村職員等専門研修会 国が児童福祉司資格認定のために定めた基準に準拠した研

(児童福祉司任用資格認定講習会) 修会を開催し、市町村職員等の資質向上を図る。

（４）益田児童相談所建替事業

①益田児童相談所建替事業 築後４１年経過し老築化が著しい上、相談件数や一時保護

児童の増加により児童の処遇等に支障が生じている。また、

立地環境も悪いため早急に改築。

３ 平成２２年度予算額

２２１，６３６千円 （担当課 青少年家庭課）

里親委託児童支援事業

①家庭的養護促進事業
１ 趣 旨

児童虐待相談等により社会的養護を必要とする児童に対し、家庭的な環境の中で養育する里親の

重要性はますます高まっている。

このため、里親制度の普及と理解促進、新規里親の開拓及び里親委託の推進を図り、要保護児童

の福祉の増進に資する。

２ 事業の概要

（１）実施主体：島根県（島根県里親会に委託）

（２）事業内容

養育経験のある里親１０名程度を、「社会的養護推進里親」として任命し次の活動を行う。

①訪問援助活動（児童福祉施設との連携強化と里親支援）

・児童福祉施設の家庭支援専門相談員等との情報交換及び里親からの養育相談。

②普及啓発活動（地域の理解促進と新規里親の開拓）

③相互支援活動（里親相互の連携の強化）

・里親交流会を開催し、里親相互の親睦や連携を深め養育の技能と知識の向上を図る。

④委託促進活動（施設入所児童の里親委託の促進）

・里親が児童福祉施設等を訪問し受託予定児童との関係を構築する。

３ 平成２２年度予算額

１，０６２千円 (担当課 青少年家庭課)
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お産あんしんネットワーク事業

１ 趣 旨

増加するハイリスク妊婦・低出生体重児に対応するため高度な周産期医療が求められ、また、産

科・小児科医が減少する中、その人材確保とともに周産期医療機関の機能分担と病診連携の強化が

必要となっている。

そのため、地域において妊娠、出産から新生児にいたる高度専門的な医療を効果的に提供する総

合的な周産期医療体制を整備し、県内どこに住んでいても安心して子どもを産み育てることができ

る環境づくりの推進を図る。

２ 事業の概要

項 目 主 な 事 業 名 事 業 内 容

周産期医療 総合周産期母子医療センタ 総合周産期母子医療センター（県立中央病院）及び

ネットワー ー・地域周産期母子医療セ 地域周産期母子医療センターの運営費を助成

クの構築 ンター支援事業

島根県周産期医療協議会 島根県の周産期医療体制の推進について検討

圏域周産期医療体制検討会 圏域ごとの周産期医療体制の推進について検討

周産期医療従事者研修事業 周産期医療従事者研修・症例検討会

（県立中央病院へ委託）

３ 平成２２年度予算額

３６，９６４千円 （担当課 健康推進課）

妊婦健康診査臨時特例交付金事業

１ 趣 旨

妊婦の健康管理の充実及び経済的負担の軽減を図るため、妊婦健康診査に必要な経費を交付する

ことにより、安心して妊娠・出産ができる体制を確保することを目的とする。

２ 事業の概要

（１）事業内容

県は妊婦健診に必要な経費を「妊婦健康審査支援基金」として造成し、市町村へ交付する。

（２）市町村における実施

妊婦は市町村窓口で妊娠の届出を行い、母子健康手帳と妊婦健診受診票の交付を受け、医療機

関等で受診する。

市町村は、１４回あるいは１４回以上の妊婦健診に係る経費の公費助成を行う。

３ 平成２２年度予算額

１８６，３４０千円 （担当課 健康推進課）



- 56 -

親と子の医療費助成事業

①乳幼児等医療費助成事業
１ 趣 旨

乳幼児等の医療費を助成することにより、乳幼児等の疾病の早期発見、早期治療を促進するとと

もに、子育てに伴う保護者の経済的負担の軽減を図り、もって乳幼児等の健全な育成及び安心して

子どもを生み育てることができる環境づくりを推進する。

２ 事業の概要

（１）助成内容

下表の乳幼児等の医療費の支払額を、本人負担額が１割になるように助成する。

本人負担額が高額にならないよう、１ヶ月・１医療機関あたりの限度額を下表のとおり定める。

なお、平成２２年１２月１日に制度改正を行う。

（助成対象になるのは健康保険等の対象となる医療費の自己負担分）

対象（県内に住所を有する者に限る） 入院 通院

① ３歳未満児 （所得制限なし） ２,０００円 １,０００円

② ３歳以上小学校就学前幼児（所得制限あり） １５,０００円 ８,０００円

③ 就学後２０歳未満の者の慢性呼吸器疾患等 １５,０００円 助成対象外

１１疾患群にかかる入院 （所得制限あり）

※所得制限は、児童手当特例給付に準ずる。

平成２２年１２月１日改正

対象（県内に住所を有する者に限る） 入院 通院

① ０歳から小学校就学前幼児（所得制限なし） ２,０００円 １,０００円

② 就学後２０歳未満の者の慢性呼吸器疾患等 １５,０００円 助成対象外

１１疾患群にかかる入院 （所得制限あり）

〔慢性呼吸器疾患等１１疾患群〕

慢性腎疾患、慢性呼吸器疾患、慢性心疾患、膠原病、神経･筋疾患、悪性新生物、内分泌疾患、

糖尿病、先天性代謝異常、血友病等血液･免疫疾患、慢性消化器疾患の疾患群のうち市町村長が認

定した疾患

（２）助成方法

表①②（改正後は表①）の場合は、原則現物給付。ただし、県外の医療機関で受診した場合等

現物給付によりがたい場合は償還方式により助成。表③（改正後は表②）の場合は、償還方式に

より助成。

３ 平成２２年度予算額

５４９，１３５千円 （担当課 健康推進課）

②特定不妊治療費助成事業
１ 趣 旨

不妊治療のうち、体外受精及び顕微授精については１回の治療費が高額であり、子どもが欲しい

と望んでいるにもかかわらず十分な治療を受けることができない者も少なくないことから、治療費

の一部を助成することにより、その経済的負担の軽減を図ることを目的とする。

２ 事業の概要

（１）対 象 治 療：体外受精及び顕微授精

（２）助成対象者：戸籍上の夫婦

（３）給 付 内 容：１年度あたり治療１回につき上限額１５万円（年度２回まで）、通算５年支給

（４）所 得 制 限：年間７３０万円以内（夫婦合算所得額）

３ 平成２２年度予算額

７３，２８５千円 （担当課 健康推進課）
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③先天性代謝異常検査事業

１ 趣 旨

重症身障者など特に精神発達に障がいを生じるおそれのある先天性代謝異常等について、新生児

に対してマススクリーニング検査を実施することにより、早期発見・早期治療を行い、予防対策の

強化を図ることを目的とする。

２ 事業の概要

（１）事業内容

県内の新生児を対象とし、検査を受けることを希望する保護者が医療機関等の採血機関へ検査

の申込みを行い、県立中央病院及び島根大学医学部附属病院においてスクリーニング検査を実施

する。

検査は、県の負担において行う（採血機関における採血料等は保護者の負担）

（２）検査機関：島根県立中央病院、島根大学医学部附属病院

３ 平成２２年度予算額

１５，１４８千円 （担当課 健康推進課）

④障がい児療養支援事業

１ 趣 旨

心臓疾患等県内の医療機関では治療が困難でやむを得ず県外の医療機関に長期にわたり入院する、

身体に障がいのある児童を有する家庭の経済的負担を軽減することによって、当該児童の療養環境

の整備に資することを目的とする。

２ 事業の概要

（１）交通費等助成

①事業内容

育成医療の給付を受ける児童が県外の医療機関に入院する際に、本人及び付添者の交通費等へ

の助成を行う実施主体に補助金を交付する。

なお、術前検査及び術後検査のために入院する際の交通費についても助成対象としている。

②実施主体：島根県心身障害児（者）親の会連合会

③助 成 額：定額方式

（２）滞在資金貸付

①事業内容

育成医療の給付を受ける児童が県外の医療機関に１０日以上入院する際に、児童の扶養義務者

に必要な準備経費・滞在経費の貸し付けを行う実施主体に補助金を交付する。

なお、術前検査及び術後検査のために入院する際の交通費についても助成対象としている。

②実施主体：島根県社会福祉協議会

③貸 付 額：入院期間１ヶ月未満…３０万円以内、同１ヶ月以上…５０万円以内

３ 平成２２年度予算額

５，２３９千円 （担当課 健康推進課）
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女性の健康相談事業

①不妊専門相談センター事業
１ 趣 旨

不妊治療が普及する一方で、不妊に悩む夫婦等を対象とした専門医・助産師等による電話相談及

び面接相談を行うことにより、不妊をめぐる悩みを解消し自己決定の支援を行うとともに、不妊に

関する課題に対応する適切な体制整備を図る。

２ 事業の概要

（１）運営体制：県立中央病院に不妊専門相談センターを委託設置し、専門医師や助産師等による

不妊に関する電話相談、面接相談を実施する。

（２）電話相談：月～金曜日 １３：００～１６：００

（３）面接相談：予約制

（４）メールによる相談：随時

（５）実施主体：島根県

３ 平成２２年度予算額

２，５８１千円 （担当課 健康推進課）
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水道施設・水道水質の維持管理事業（公営水道施設整備促進事業）

１ 趣 旨
本県の水道普及率は、９６.８％(平成２０年度末）と年々向上しており、全国平均（９７.５％）

との格差も年々縮小しているが、中山間地域を中心として約２万３千人の未普及人口があるほか、

今後更新期を迎える施設の更新や耐震化等自然災害への備え、クリプトスポリジウム等の水質対策

など様々な課題を抱えている。

このため、水道事業者に対し、水道施設整備等に関する指導・監督や助成を行い、安全な水道水

の安定供給を図る。

２ 事業の概要
（１）水道事業統合促進、水道施設整備・更新指導事務

水道事業者に対して、水道事業統合、水道施設の整備促進及び更新にかかる指導・監督を行う。
（２）水質等の管理指導事務

水道事業者による水質検査、管理の状況等を把握し、水道の適切な管理を図るため、年１回の
立ち入り検査を行うとともに、災害、渇水、水質汚染等が生じた場合の危機管理体制を整備する
よう指導する。

（３）簡易水道等施設整備推進交付金
【交付金の名称】

しまね市町村総合交付金（簡易水道等施設整備推進交付金）

【交付対象事業及び交付率】

交付額 ＝ 国庫補助基本額×交付率

「しまね市町村総合交付金」として、他の交付金と一括して一般会計へ交付(翌年度以降５年

間に分割交付)

交 付 率

厚生労働省国庫 市町村設置型合併処理浄化槽整備事業を 左記以外の市町村が実施する
補助事業の区分 導入又は計画している市町村が平成１７ もの

年度までに着工し実施するもの

新 設 事 業 ８％ ４％

区域拡張事業 ６％ ３％

水量拡張事業 ３％ －

改 良 事 業 新たにろ過施設等を導入するものに限る ３％

３ 平成２２年度予算額

６１，６１５千円 （担当課 薬事衛生課）
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ハンセン病療養所入所者等支援事業

１ 趣 旨

「らい予防法」に基づく強制隔離政策のため、家族や故郷から引き離され、長い年月にわたり療

養所生活を強いられてきた入所者及びその家族に対する支援活動やハンセン病に関する正しい知識

の普及啓発を行う。

２ 事業の概要

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容

ハンセン病療養所入所者家族生活援護 島根県 世帯主が療養所入所のため不在の家族に
対し生活費給付の援護を実施

ハンセン病療養所入所者里帰り事業 島根県藤楓協会 県出身の全国の療養所入所者を対象に年
島根県 １回島根県への里帰りを実施

ハンセン病療養所訪問事業 島根県藤楓協会 高齢等の理由で里帰り事業に参加されな
島根県 い方への面会などの療養所訪問を実施

ハンセン病に関する普及啓発事業 島根県藤楓協会 ハンセン病に対する正しい知識を普及す
島根県 るため、保健所ごとの普及啓発活動や、

小中学校への副読本の配付、教職員及び
看護学生等の療養所訪問等を実施

３ 平成２２年度予算額

１，８４２千円 （担当課 健康推進課）

女性相談事業

１ 趣 旨

女性が安心して暮らせる環境の整備を図るために、様々な悩みを持つ女性からの相談に応ずると

ともに、夫、恋人等からの暴力を根絶するため、県民に対する意識啓発を行う。

２ 事業の概要

（１）女性相談員による相談の実施

（２）弁護士による専門相談の実施

（３）関係機関との連携

①女性に対する暴力対策関係機関連絡会の開催

②ＤＶ被害防止事例検討会の開催

（４）女性相談員専門研修の実施

（５）ＤＶについての理解を促すための普及啓発

３ 平成２２年度予算額

３９，３２７千円 （担当課 青少年家庭課）
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審 議 会 等 一 覧

（１）法令によるもの 平成２２年４月１日現在

所管課 名 称 概 要 委員数

地域福 島根県社会福祉審議会 ○社会福祉法第７条第２項並びに第１２条第１項の ５０人

祉課 ・民生委員審査、身体障がい者 規定による社会福祉に関する事項の調査審議、関 （臨時

福祉、知的障がい者福祉、老人 係行政機関に対する意見の具申等に関する事務 委員２

福祉、児童福祉、地域福祉の各 ８名を

専門分科会 含む）

・審査部会、健全育成部会、児

童処遇部会、母子保健部会

医療政 島根県医療審議会 ○医療法第７１条の２に基づき設置。医療法に規定 ２２人

策課 ・施設整備、医療法人、感染症 された調査審議及び知事の諮問に応じた県の医療 (専門委

の各部会 提供体制の確保に係る重要事項の調査審議に関す 員１人

る事務 含む)

島根県地域医療支援会議 ○医療法第３０条の１２第１項の規定に基づき設 ２５人

置。県内の中山間地、離島等のへき地医療対策、

及び地域の医療機能の確保をより総合的・体系的

に推進するための施策の企画調整、進行管理、評

価に関する事務

島根県准看護師試験委員 ○保健師助産師看護師法第２５条に基づく准看護師 １４人

試験合格者の決定その他准看護師試験に関する事

務及び同法第１５条に基づく准看護師の処分等に

関する事務

健康推 島根県国民健康保険審査会 ○国民健康保険法第９２条に基づき設置。保険給付 ９人

進課 や保険料賦課など国民健康保険制度に関する保険

者の処分に対する不服審査請求の審理事務

島根県後期高齢者医療審査会 ○高齢者の医療の確保に関する法律第１２９条に基 ９人

づき設置。保険給付や保険料賦課など後期高齢者

医療制度に関する保険者の処分に対する不服審査

請求の審理事務

高齢者 島根県介護保険審査会 ○介護保険法第１８４条に基づき設置され、要介護 ２１人

福祉課 認定など介護保険に関する保険者の処分に対する

審査請求の審理事務

障がい 島根県障害者施策推進協議会 ○障害者基本法第２６条第２項の規定による障がい １５人

福祉課 者に関する施策の総合的かつ計画的な推進につい

て必要な調査審議及び施策の推進について必要な

関係行政機関相互の連絡調整に関する事務

島根県障害者介護給付費等不服 ○島根県介護給付費等不服審査会条例に基づく、市 １０人

審査会 町村の介護給付費等に係る処分に不服がある障が

い者又は障がい児の保護者が、県知事に対して行

う審査請求の審理事務
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所管課 名 称 概 要 委員数

障がい 島根県精神保健福祉審議会 ○島根県精神保健福祉審議会条例に基づく精神保健 ９人

福祉課 及び精神障がい者の福祉に関する事項の審議及び

知事への意見具申に関する事務

島根県精神医療審査会 ○精神保健及び精神障がい者福祉に関する法律第３ ２０人

８条の３第２項の規定による措置入院者等に係る

入院の要否の審査、第３８条の５第２項の規定に

よる精神科病院に入院中の者等からの請求に係る

入院の必要性等についての審査に係る事務

薬事衛 島根県自然環境保全審議会温泉 ○都道府県知事が、温泉法第２８条の規定に基づき、 １０人

生課 部会 温泉をゆう出させるための土地の掘削の許可、増

掘及び動力装置の許可等を行うに際しての意見の

審議に係る事務

島根県生活衛生適正化審議会 ○生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関す 上限

る法律の規定による事項（適正化規定の認可の処 １０人

分等）に関する事務。物価統制令第４条の規定に

よる統制額の指定に係る事項（一般公衆浴場の入

浴料金）の調査審議に関する事務

島根県感染症診査協議会 ○就業制限、入院勧告、入院期間の延長及び結核患 ４５人

者の医療に関する事項の審査（３保健所に設置）

島根県公害健康被害認定審査会 ○指定疾病の認定、補償給付に関する審査 １０人

（２）条例によるもの

所管課 名 称 概 要 委員数

青少年 島根県青少年問題協議会 ○青少年の指導、育成、保護及び矯正に関する総合 １５人

家庭課 的施策の樹立につき必要な重要事項の調査審議

○青少年の指導、育成、保護及び矯正に関する総合

的施策の適切な実施を期するために必要な関係行

政機関相互の連絡調整

障がい 島根県ひとにやさしいまちづく ○島根県ひとにやさしいまちづくり条例に基づくひ １０人

福祉課 り審議会 とにやさしいまちづくりに関する施策の総合的な

推進に関し、必要な重要事項の調査審議に関する

事務
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各 種 相 談 事 業 一 覧

平成２２年４月１日現在

事業名・職名 職 務 内 容 設置場所等 人 員

民生委員・児童委員 地域住民の生活状況を必要に応じ適切に把 市町村 2,004人

握し、援助を要する者が福祉サービスを適

切に利用するための情報提供、その他援助

及び指導を行う。福祉事務所、児童福祉施

設等関係機関と協力し活動を支援する。

主任児童委員 児童の福祉に関し、関係機関・区域担当児 市町村 273人

童委員との連絡調整及び援助・協力を行

う。

日常生活自立支援事業 認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい 市町村社会福祉協 370人

（専門員・生活支援員） 者など判断能力が十分でない方々が、でき 議会（県補助）

るかぎり地域で安心して自立した生活が送

れるよう福祉サービスの相談・利用手続き

・代行などの援助を行う。

福祉サービスに関する 福祉サービスに関する苦情について相談を 島根県社会福祉協 1人

苦情解決事業（島根県 受け付け、必要に応じて調査・あっせん案 議会（県補助）

運営適正化委員会） の作成を行い、苦情の解決を図る。

医療安全相談窓口 医療に関する相談や苦情を受け、相談者に 県庁医療対策課 8人

対する情報提供や、必要に応じて関係する 各保健所

医療機関などへ連絡等を行う。

小児救急電話相談 子どもの急病等への対応に関する医療相談 民間電話相談事業者

（＃８０００） 利用時間：平日 19:00～23:00、 へ委託（看護師、医 －

土日祝 9:00～23:00 師が対応）

原子爆弾被爆者相談員 原子爆弾被爆者に対する各種健診の受診勧 県原爆被爆者協議 21人

奨及び各種相談。 会（県内各地）

戦没者遺族相談員 各種年金給付の受給に関する相談、指導及 市町村 19人

び関係機関との連携。

戦傷病者相談員 戦傷病者に対する相談、指導。 市町村 7人

女性相談員 要保護女子の発見、相談指導。 女性相談センター 11人

各児童相談所

母子自立支援員 母子家庭及び寡婦に対する相談指導及び就 市町村 27人

業支援。
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事業名・職名 職 務 内 容 設置場所等 人 員

母子福祉センター 母子家庭・寡婦の生活等に関する相談や職 いきいきプラザ 3人

（母子家庭等就業・自 業紹介、各種支援事業の実施。 （県立東部総合福祉

立支援センター） センタ－）

子どもと家庭電話相談 児童や家庭の問題に関する電話相談。 13人

室 （ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ・祝日・年末年始除く毎日9:00

～21:30）

身体障がい者相談員 身体障がい者の更生、援助の相談、指導。 市町村 35人

知的障がい者相談員 知的障がい者に対する相談、指導。 市町村 20人

精神保健福祉相談員 心の健康相談、精神医療に係る相談や社会 各保健所 19人

復帰相談、アルコール、認知症等の特定相 心と体の相談セン

談等精神保健福祉全般の相談。 ター

各保健所では管内町村で巡回相談を実施。

心と体の相談センター 身体障がい者の更生・援助の相談、指導。 心と体の相談セン 18人

知的障がい者に対する相談、指導。 ター

精神保健及び精神障がい者の福祉に関する

相談、指導。

高次脳機能障がい者に対する相談、指導。

高齢者医薬品安全使用 高齢者を対象に、医薬分業の意味、正しい 各保健所 －

講座 医薬品の使用方法等についての講習。

不妊専門相談センター 不妊に関する悩みについて相談、助言を行 県立中央病院 －

うとともに、治療機関等の情報提供。 （県委託）

（電話相談、メールによる質問、予約によ

る面接相談）

しまね難病相談支援セ 難病に関する相談や情報提供を行うととも 財団法人島根難病研 2人

ンター に、患者家族会の支援や就労支援等を実 究所

施。 （県委託）
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地 方 機 関 一 覧
平成２２年４月１日現在

【行政機関】

機 関 名 概 要 所 在

保健所 ○地域住民の健康の保持及び増進など地域における公衆衛生活 松江：松江市
（地域保健法§5） 動の中心となる機関 雲南：雲南市

○保健所の組織 出雲：出雲市
・総務保健部：総務ｸﾞﾙｰﾌﾟ(総務担当)、健康増進ｸﾞﾙｰﾌﾟ、 県央：大田市

医事・難病支援ｸﾞﾙｰﾌﾟ、 浜田：浜田市
心の健康支援ｸﾞﾙｰﾌﾟ(松江、出雲) 益田：益田市

(隠岐:総務医事ｸﾞﾙｰﾌﾟ、健康増進ｸﾞﾙｰﾌﾟ、 隠岐：
島前保健環境ｸﾞﾙｰﾌﾟ、島前地域危機管理ｽﾀｯﾌ) 隠岐の島町

・環境衛生部：衛生指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ、環境保全ｸﾞﾙｰﾌﾟ、 （西ノ島町）
検査ｸﾞﾙｰﾌﾟ(浜田）、動物管理ｸﾞﾙｰﾌﾟ(出雲)、
食品衛生機動監視ｸﾞﾙｰﾌﾟ、
地域環境改善スタッフ（松江）

（隠岐:環境衛生ｸﾞﾙｰﾌﾟ、島前保健環境ｸﾞﾙｰﾌﾟ、
島前地域危機管理ｽﾀｯﾌ）

福祉事務所 ○福祉事務所については、町村の福祉事務所設置の進展（全町
（社会福祉法§14） 村設置）のため、平成21年３月末の西部福祉事務所廃止をもっ

て県設置の福祉事務所は全て廃止された。
（法人・事業者等の相談指導、町福祉事務所の生活保護業務支

援のため浜田市に地域福祉課石見ｽﾀｯﾌを配置）

保健環境科学研究所 ○本県の保健・環境行政の科学的・技術的中核機関として、調 松江市
査研究、試験検査、研修指導及び公衆衛生情報等の収集・解析
・提供を行う試験研究機関
（平成21年３月をもって公の施設機能（県民等からの依頼検

査）を廃止。）
○研究所の組織
・総務企画情報ｸﾞﾙｰﾌﾟ・企画調整・ＧＬＰｽﾀｯﾌ
・保健科学部：細菌ｸﾞﾙｰﾌﾟ、ｳｲﾙｽｸﾞﾙｰﾌﾟ
・環境科学部：湖沼環境ｽﾀｯﾌ、大気環境ｸﾞﾙｰﾌﾟ、水環境ｸﾞﾙｰﾌﾟ
・原子力環境センター

各児童相談所 ○地域における児童福祉の専門的相談窓口であり、児童の権利 中央：松江市
（児童福祉法§12） を保障することを主たる目的とする行政機関 （隠岐の島町）

○児童虐待をはじめとする養護相談の増加に対応するため、平 出雲：出雲市
成１７年度から市町村にも児童家庭相談窓口が設置され、児童 浜田：浜田市
相談所においては専門的な知識及び技術を必要とする事例への 益田：益田市
対応や市町村の後方支援を行うこととされている。 ※（ ）は分室
○専門職員として児童福祉司、ケースワーカー、児童心理司、
児童指導専門員、嘱託医師等を配置。
○平成17年度から、女性相談相談員を配置し女性相談業務を実
施

食肉衛生検査所 ○昭和５６年にと畜検査体制を強化するために病理、細菌、理 大田市
化学検査室を整備して設置した検査機関。
○と畜場において、食用の目的でと殺された獣畜等について、
と畜場法に基づく厳正な検査を実施するとともに、腸管出血性
大腸菌の衛生対策や食肉中の抗生物質の残留防止など安全な食
肉の供給に努めている。
○平成１３年１０月からと畜場に搬入されたすべての牛を対象
にＢＳＥスクリーニング検査を実施するとともに特定部位（頭
部（舌、頬肉を除く。）、せき髄及び回腸遠位部）の適正処理
について指導している。
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【公の施設】

機 関 名 概 要 所 在

総合福祉センター ○[視聴覚障害者情報センター] 視覚障がい者への情報提供や 東部：松江市
（東部・西部） 点字図書館の点字図書や録音図書等の貸出、聴覚障がい者への （いきいきプラザ島根内）

字幕(手話)入りのビデオカセットや情報機器の貸出、視聴覚障 西部：浜田市
害の相談業務を行う機関として東部、西部に設置(視覚障害は （いわみーる内）
西部のみ)。島根県社会福祉事業団へ運営委託。
○[福祉人材センター] 社会福祉事業に従事する又は従事しよ
うとする者に、就業の援助、研修の企画と実施、福祉に関する ○指定管理者へ
啓発広報を行う機関として東部にセンター、西部に分室を設 管理委託
置。島根県社会福祉協議会へ運営委託。
○[母子福祉センター] 母子家庭及び寡婦からの各種相談に応
じ、生活指導及び生業の指導を行うとともに、その福祉のため
の便宜を総合的に供与することを目的として東部に設置。財団
法人島根県母子会連合会に運営委託。

島根あさひ社会復帰促 ○平成２０年１０月に開設された「島根あさひ社会復帰促進セ 浜田市
進センター診療所 ンター（犯罪傾向の進んでいない男子受刑者2,000人を収容す

る刑務所）」内に設置されている受刑者向けの診療所。
○県が国から診療所の管理を受託。

松江高等看護学院 ○准看護師免許取得者が看護師を目指すための養成所（２年課 松江市
＜業務委託＞ 程）。修業年限３年の定時制。

○松江市医師会へ管理運営業務を委託

石見高等看護学院 ○高校卒業者等が看護師を目指すための養成所（３年課程）。 益田市
＜業務委託＞ 修業年限３年。

○益田市医師会へ管理運営業務を委託

わかたけ学園 ○不良行為を行うおそれのある児童や生活指導を要する児童を 松江市
〔児童自立支援施設〕 入所させて、必要な指導を行い、その自立を支援する施設。
（児童福祉法§44） ○平成２年度から施設内に小・中学校分校を併置して学校教育

を実施。

心と体の相談センター ○１８歳以上の身体障がい者・知的障がい者を対象とし、専門 松江市
（身体障害者福祉法 的立場からの相談、判定、指導のほか市町村の依頼による医学

§11） 的、心理学的、職能的判定を行う。
（知的障害者福祉法 ○保健所等関係機関への技術的援助・協力を行うほか、精神障

§12） がい者に関する相談のうち、複雑または困難なものを対象とし
（精神保健及び精神障 た業務を行う。

害者福祉法§6） ○専門職として、医師、心理判定員、職能判定員、ケースワー
（障害者自立支援法§ カー等を配置。

78） ○高次脳機能障がい者支援拠点

女性相談センター ○緊急の保護又は自立のための援助を必要とする女性に対し、 松江市、
（売春防止法§34） 生活各般の相談、指導および援護を行うための施設 （大田市）

○「売春防止法」、「配偶者からの暴力の防止および被害者の ※（ ）は分室

保護に関する法律」に基づく相談・情報提供及び 一時保護等
の業務を行う。
○女性相談員、生活援助員等を配置
○平成18年度に、大田市にあった組織を松江市に設置し、これ
までの組織は「あすてらす女性相談室」に再編
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いきいきプラザ島根といわみーる

いきいきプラザ島根 いわみーる

オープン 平成７年７月 平成１２年４月

所 在 地 松江市東津田町１７４１番地３ 浜田市野原町１８２６番地１

面 積 敷地面積：１２，４０５㎡ 敷地面積：１２，３７５㎡

延床面積：１０，８５８㎡ 延床面積：６，７７６㎡

本館：ＲＣ５Ｆ 本館：ＲＣ４Ｆ

建物構造 実習棟：ＲＣＩＦ 実習棟：ＳＩＦ

温室：Ｓ１Ｆ 温室：Ｓ１Ｆ

入居施設 県立東部総合福祉センター 県立西部総合福祉センター

聴覚障害者情報センター 西部視聴覚障害者情報センター

福祉人材センター 福祉人材センタ－

母子福祉センター 貸出施設（研修室、体育室等）

貸出施設（研修室、体育室等）

心と体の相談センター 県立西部社会教育研修センター

その他の施設 その他の施設

シマネスクくにびき学園東部校 シマネスクくにびき学園西部校

いのちの電話（以下、独立法人）

社会福祉法人島根県社会福祉事業団

社会福祉法人島根県共同募金会

社会福祉法人島根県社会福祉協議会

財団法人島根県母子会連合会

財団法人しまね自然と環境財団
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県 出 資 外 郭 団 体 一 覧

名 称 等 目 的 主な事業内容、県予算関係

財団法人島根難病研究所 ○老年医学等の研究を島 ○健康長寿しまねの推進に関する島

根大学等との連携の下に 根大学との共同研究

○Ｓ５１．３設立 ○代表者名 実施し、医学研究の振興 ○老年医学をはじめとした医学研究

○健康福祉総務課 理事長 江口博晴 等を目指すとともに、併 の実施

所管 ○基本財産 せて移植医療への支援等 ○移植医療に関する知識の普及啓発

○所在地 10,000千円 を行い、もって地域医療 等の実施（まごころバンク事業）

出雲市塩冶町 うち県1,000千円 の向上に寄与する ○難病相談支援事業

○設立根拠 (10%) ○健診事業及び検査受託事業

民法§34 〔委託費〕

・移植医療の推進

18,801千円

・難病相談・支援センタ－事業

12,434千円

・重症難病患者入院施設確保事業

4,477千円

財団法人島根県環境保健公社 ○予防医学活動を主軸と ○保健・環境に関する知識の普及と

して、環境保健事業を推 昂揚及び必要な調査と研究

○Ｓ４８．２設立 ○代表者名 進し、島根県民の健康の ○がん、結核、その他生活習慣病

○医療政策課所管 理事長 田代 收 増進と福祉の向上に寄与 等の健診及び検査

○所在地 ○基本財産 する ○労働安全衛生法等に基づく各種健

松江市古志原 1,000千円 診、検査及び測定

○設立根拠 うち県1,000千円 ○衛生検査センター及び保健診療施

民法§34 (100%) 設の設置経営

○水道法及び食品衛生法に基づく各

種検査

○(財)予防医学事業中央会島根県支

部、(財)日本対がん協会島根県 支

部､(財)結核予防会島根県支部

財団法人島根県障害者スポーツ協会 ○障がい者がスポーツ活 ○障がい者スポーツに関する調査研

動を通じて、健康の増進 究及び広報活動

○Ｓ５４．５設立 ○代表者名 及び自立意欲の向上を図 ○障がい者スポーツ指導者の養成

○障がい福祉課所 理事長 福井幸夫 ることにより、障がい者 ○障がい者の各種スポーツ団体、地

管 ○基本財産 の社会参加を促進し、も 域組織等の育成、指導

○所在地 255,000千円 って、障がい者福祉の向 ○障がい者スポーツ教室、大会等の

松江市東津田町 うち県200,000千円 上に寄与する 開催

○設立根拠 ○障がい者スポーツ功労者の表彰

民法§34 ○障がい者スポーツの振興に関する

事業の受託

（委託費）障がい者スポーツ振興

事業 38,953千円
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名 称 等 目 的 主な事業内容、県予算関係

社会福祉法人島根県社会福祉事業団 ○多様な福祉サービスが ○第１種社会福祉事業

その利用者の意向を尊重 特別養護老人ホームの設置経営

○Ｓ４０．７設立 ○代表名 して総合的に提供される 障がい者支援施設の設置経営

○健康福祉総務課 理事長 矢野正治 よう創意工夫し、利用者 肢体不自由者更生施設の設置経営

所管 ○基本財産 が個人の尊厳を保持しつ ○第２種社会福祉事業

○所在地 30,000千円 つ、心身ともに健やかに 保育所の設置経営

松江市東津田町 うち県4,700千円 育成され、又はその有す （委託費）聴覚障がい者及び視聴覚

○設立根拠 (15.7%) る能力に応じ自立した日 障がい者情報提供施設の受託経営

社会福祉法§22 常生活を地域社会におい 54,720千円

て営むことができるよう 老人短期入所事業、障がい福祉サー

支援する ビス事業等

財団法人島根県生活衛生営業指導ｾﾝﾀｰ ○生活衛生関係営業の経 ○生活衛生関係営業に関する衛生

営の健全化及び振興を通 施設の維持及び改善向上並びに経営

○Ｓ５９．３設立 ○代表者名 じてその衛生水準の維持 の健全化についての相談及び指導

○薬事衛生課所管 理事長 鈴木 幸通 向上を図り、あわせて利 ○生活衛生関係営業に関する利用

○所在地 ○基本財産 用者又は消費者の利益の 者又は消費者の苦情処理並びに苦情

松江市大輪町 4,100千円 擁護を図ることを目的と に関する営業者又は生活衛生同業組

○設立根拠 うち県2,000千円 する 合の指導

民法§34 (48.8%) ○標準営業約款に関する営業者の

○指定根拠 登録

生活衛生関係営 ○生活衛生関係営業に関する講習

業の運営の適正 会、講演会等の開催又はその斡旋

化及び振興に関 ○生活衛生関係営業に関する情報又

する法律§57の は資料の収集及び提供

3① ○（補助金）生活衛生営業指導費補

助金 20,217千円

（交付金）生活衛生関係営業振興

助成交付金 900千円
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各 種 計 画 一 覧

計 画 名 計 画 策 定 の 趣 旨 、 性 格 等

島根県地域福祉支援計画 ○これからの社会福祉のあり方として、地域福祉の推進がますます重要な
○計画期間： 課題となると考えられることから、各市町村において、地域住民との協働

Ｈ２２～Ｈ２６（予定） のもとで地域福祉の一層の推進が図られるよう、県としてその支援の基本
○策定根拠： 的な考え方を明らかにしたもの。

社会福祉法§１０８ ○市町村地域福祉計画の中に、災害時の要援護者の支援方法などを盛り込
むよう厚生労働省からガイドラインも示されており、今後、市町村地域福
祉計画の策定状況や内容等を踏まえながら、県支援計画の見直しを行って
いく。

島根県保健医療計画 ○平成１７年の医療制度改革と、これに伴う平成１８年の第５次医療法改
○計画期間： 正を受け、県民が良質かつ適切な医療を受けられる体制を目指し、予防を

Ｈ２０～Ｈ２４ 重視した健康づくりの推進、限られた医療資源を最大限活用するための医
○策定根拠： 療機関相互の機能分担と連携の強化、患者の立場に立った医療情報の提供

医療法§３０の４① などを推進するため、平成２０年４月に平成２４年度までの５年間を計画
期間とする保健医療計画を策定した。
○本計画は、保健医療提供体制の整備を図るうえで、関係者すべてにとっ
ての基本指針となるものである。
○本計画は少なくとも５年ごとに見直しを行う。

島根県地域医療支援計画 ○国の第１０次へき地保健医療計画を踏まえて、県内の地域の現状と課題
○計画期間： を明らかにした上で、県単位での地域保健医療対策を充実強化することを

Ｈ２～Ｈ２４ 柱として、当該課題の克服に向けての具体的な施策又は方向性をとりまと
○策定根拠： めたもので、島根県における地域保健医療対策の基本指針となるものであ

厚生労働省通知 る。
○５年ごとに見直しを行う。

島根県地域医療再生計画 ○医療機能の強化、医師等の確保など地域における医療課題を解決するた
○計画期間： めの施策について、都道府県が定める計画をいう。都道府県は、当該計画

Ｈ２１～Ｈ２５ に基づき基金を造成し、事業実施に必要な経費を支出する。本計画では、
○策定根拠： 医師不足が深刻な地域における医師をはじめとした医療従事者の確保に重

地域医療再生臨時特例交 点をおき、併せて、医療用のヘリコプターや、遠隔画像診断などマンパワ
付金交付要綱 ー不足を補うための体制整備を図る。

○事業期間 Ｈ２１年度～Ｈ２５年度
○事業費 ５０億円

島根県がん対策推進計画 ○全ての国民及びがん患者や家族の立場にたって、総合的ながん対策の一
○計画期間： 層の推進を図るために、平成１８年６月「がん対策基本法」が制定され、

Ｈ２０～Ｈ２４ さらに平成１８年９月には「島根県がん対策推進条例」が全国で初めて制
○策定根拠： 定された。

がん対策基本法§８① ○法及び基本計画、条例を基本として、平成１９年１１月に島根県がん対
※島根県がん対策推進条例 策推進協議会が設置され、ここでの検討を踏まえ、「島根県がん対策推進

の趣旨に沿って策定 計画」を策定した。
○重点施策として、「がん予防の推進」、「緩和ケアの推進」、「患者支
援」の３つを掲げるとともに、重点目標を３項目設定しているほか、分野
別施策として７項目を提示し、各項目に具体的数値目標を設定している。
○計画期間は平成２０年度から平成２４年度までの５年間とし、中間年で
ある平成２２年度に中間評価を行う。

島根県食育推進計画 ○県民が健全な心身を培い、豊かな人間性を育む食育を推進するための施
○計画期間： 策を総合的かつ計画的に推進を図ることを目的とする。

Ｈ１９～Ｈ２３ ○特に島根の風土、自然環境、地域で活躍する高齢者や組織等の島根を支
○策定根拠： える力（地域力）を生かした、島根らしい食育を進め県民一人ひとりの実

食育基本法 践を促す。
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計 画 名 計 画 策 定 の 趣 旨 、 性 格 等

島根県老人保健福祉計画・ ○本県では、高齢化が全国に先駆けて進行するとともに75歳以上人口の割
介護保険事業支援計画 合が更に増加することから、介護予防の対策や要介護状態になっても高齢
○計画期間： 者が尊厳を保ちながら地域で自立した生活が出来るようなサービス提供体

Ｈ２１～Ｈ２３ 制に努めていく必要がある。
○策定根拠： ○計画の基本目標には、「介護予防の推進」、「サービス基盤の計画的な

老人福祉法§２０の９ 整備」、「介護サービスの質の確保」、「認知症高齢者のための施策の充
介護保険法§１１８① 実」、「地域ケア体制の確立」、「介護人材確保の対策と質の高い人材の

養成」「高齢者の積極的な社会参加の推進」を掲げ、実施に当たっては、
住民・ボランティア・行政・事業者が一丸となって取り組むことが必要で
あることから、県民一人ひとりの理解と参画を求めるものである。
○特に、介護サービス量については、今後とも需要の伸びが見込まれると
ともに、利用者の選択の機会を確保していく必要がある。こうした状況を
踏まえて、各保険者が決定した介護サービス量が、計画期間中に円滑に提
供されるように、県として支援していくものである。
○計画期間は、平成２１年度から平成２３年度までの３年間であり、３年
ごとに見直しを行う。

しまね高齢社会振興ビジョ ○２１世紀初頭の姿を展望し、県として推進する高齢社会対策の方向性示
ン２１ すとともに、行政が取り組むべき方向や県民の行動指針を明らかにしたも
○目標年次平成２２年 の。

島根県地域ケア整備構想 ○療養病床再編の過程を通して、人口構造等の将来的な展望を踏まえなが
○計画期間： ら、高齢者の生活を支える医療、介護、住まい等の総合的な体制整備を、

Ｈ１９～Ｈ２４ 地域のニーズに沿った形 で行おうとするための構想。
（療養病床転換推進計画） ○｢医療費適正化計画｣、｢保健医療計画｣及び｢介護保険事業支援計画｣との

整合性を図りながら、地域ケア体制のあり方・将来像、介護サービス等の
必要量の見込みとその確保方策、療養病床の転換の推進（療養病床転換推
進計画、転換支援措置）を明らかにしたもの。

島根県医療費適正化計画 ○少子高齢化、医療費の増加による医療財政のひっ迫、平成１８年６月医
○計画期間： 療制度改革関連法の成立を背景とし、２つの施策（生活習慣病の予防対策

Ｈ２０～Ｈ２４ ・平均在院日数の短縮）により将来的な医療費の伸びを抑制することを目
○策定根拠： 指すものである。

高確法§９ ○当該計画は、医療計画、健康増進計画及び介護保険事業支援計画との調
和を図り、適正化計画の具体的な施策は、各計画と整合性を保ち策定され
ている。
○国の基本方針に沿って、各都道府県が５年間を計画期間として策定。平
成２２年度に中間評価予定。
○計画策定時は「平成２２年度に中間評価を行い、平成２５年度に実績評
価を行う」予定であったが、高確法廃止後の動向が不明確であるため、中
間評価の方法・次期計画の対象期間・策定時期ともに不明確である。

しまねっ子すくすくプラン ○進行する少子化に対応するため、平成１７年度～平成２６年度の１０年
（島根県次世代育成支援行 間で集中的、計画的、総合的に次世代育成支援対策（少子化対策）を進め
動計画［後期計画］） ることを目的として、前期計画に引き続き５年の後期計画（H22～H26）を
○計画期間： 策定した。

Ｈ２２～Ｈ２６ ○「子育て・子育ちをみんなで支える地域づくり」、「安心して子どもを
○策定根拠：次世代育成支 生み・育てることができる環境の整備」、「しまねの未来を担うたくまし

援対策推進法§９ い子どもの育ちの実現」の三つの基本理念の下、幅広い分野の施策を掲
げ、実施時期を明示するとともに可能な限り数値目標を設定し、市町村、
企業、民間活動団体や地域住民との協働により取り組みを進め、「子育て
するなら島根が一番」と感じられる社会の実現を図ることとしている。
○児童福祉法第５６条の９の規定に基づく都道府県保育計画や保育所にお
ける質の向上のためのアクションプログラム（平成
２０年３月２８日厚生労働省通知）と一体のものとして策定した。
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計 画 名 計 画 策 定 の 趣 旨 、 性 格 等

しまね青少年プラン ○青少年施策を総合的、体系的に推進していくために、県の関係部局、市
○計画期間： 町村、青少年団体などの関係機関・団体が連携・協働していく指針として

Ｈ１７～Ｈ２１ 策定した。
○青少年の健全育成の推進に当たっては、県民の意識を高め、青少年を健
やかに育む地域環境づくりを促すことが必要であることから、県民一人ひ
とりの理解と参画を呼びかけている。
○子ども・若者育成支援推進法に基づく県計画として位置づけ、平成２２
年中に示される子ども・若者育成支援推進大綱を勘案し策定する。

島根県ひとり親家庭等自立 ○ひとり親家庭等の自立を促進していくためには、子どもが心身ともに健
支援計画 やかに成長するための必要な諸条件の整備と、家族の健康の保持増進も含
○計画期間： め、種々の施策を総合的かつ計画的に推進していくことが不可欠であり、

Ｈ２０～Ｈ２９ ひとり親家庭等を支援する９つの基本目標を掲げ、ひとり親家庭等に対す
○策定根拠： る「きめ細かな福祉サービスの展開」と「自立の支援」に主眼を置いたプ

母子及び寡婦福祉法§12 ランを総合的に推進する。
○この計画策定の指針ともなる「母子家庭及び寡婦の生活の安定と向上の
ための措置に関する基本的な方針」（平成20年厚生労働省告示第248号）の
対象期間が満了する平成24年度、または、状況の変化を勘案し、必要に応
じて見直しを行う。

島根県ＤＶ対策基本計画 ○ＤＶの防止並びに被害者の保護及び自立支援を重要課題と位置づけ、県
○計画期間： の施策を明らかにし、ＤＶ対策を総合的に実施することを目的とする。

Ｈ２０～Ｈ２２ ○計画期間は、平成２０年度から平成２２年度までの３年間であり、平成
○策定根拠： ２２年度に見直しを行う。

ＤＶ防止法§２の３

島根はつらつプラン ○２１世紀初頭に達成すべき本県の障がい者施策推進の基本的方向や達成
（島根県障害者計画） すべき障がい者福祉サービスの目標等を明らかにし、障がい者施策の総合
○計画期間： 的な推進を図ろうとする計画である。

Ｈ１５～Ｈ２４ ○障がいのある人が「リハビリテーション」と「ノーマライゼーション」
○策定根拠： の理念のもとに、共に支え合う地域社会の中で、県民誰もが住みたい地域

障害者基本法§９ で安心して暮らすことができ、自分らしい生活をすることができる社会を
創ることを基本理念とする。
○本計画の期間は平成１５年度から平成２４年度までとし、社会情勢等の
変化に応じて、必要な見直しを行うこととする。また、達成すべき障がい
者福祉サービスの目標は前期５ヵ年について設定している。

島根県障害福祉計画 「島根はつらつプラン」に掲げる事項のうち、介護及び訓練等の障がい福
○計画期間： 祉サービスについての実施計画（障害者自立支援法の施行により、島根は

Ｈ１８～Ｈ２０年 つらつプランで定めていた障がい福祉サービス体系が変更になったため、
[第２期] 本計画を策定したもの）
Ｈ２１～Ｈ２３年 ○障がい福祉サービス、相談支援事業及び地域生活支援事業などの提供体

○策定根拠： 制の整備を計画的に進めるための計画。
障害者自立支援法§８９ ○障がいのある人が住みたい地域で、その有する能力及び適性に応じ、自

立した日常生活又は社会生活を営むことができるようなサービス提供体制
の整備を図ることを基本に、障がい者が必要とする介護及び訓練の障がい
福祉サービスの確保、障がい者の地域生活への移行、福祉施設（福祉就
労）から一般就労を推進。

島根県自殺対策総合計画 ○今後の本県における総合的な自殺対策を推進するための基本指針
○計画期間： ○市町村をはじめ関係機関や団体、県民を含む地域社会全体が連携し、積

Ｈ２０～Ｈ２４ 極的な取組が実施されることを期待するもの
○策定根拠： ○数値目標として、平成14～18年の5年間の平均自殺死亡率(人口10万人当

自殺対策基本法§４ たりの自殺者数)を20％減少
○推進体制として、島根県自殺総合対策連絡協議会（関係機関・団体の相
互の連携を強化し、総合的な自殺対策の推進）と、圏域自殺対策連絡会
（地域の実情に応じた取組の強化と地域ネットワークの構築を推進）を核
に取り組む。
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計 画 名 計 画 策 定 の 趣 旨 、 性 格 等

島根県障害者就労支援事業 ○就労意欲のある障がい者が利用する福祉施設において、利用者に支払わ
所工賃倍増計画 れる工賃水準の向上に向けた取り組みを推進するため、工賃向上に関する
○計画期間： 実施計画を策定するもの。

Ｈ１９～Ｈ２３ ○障がい者が地域において真に自立するためには、所得水準の向上を図る
○策定根拠： ことが必要であり、就労活動の充実は、所得水準向上の観点のみならず、

厚生労働省通知 障がい者の社会参加の促進や自己実現を図る上でも大切である。
○計画期間中、毎年度、実施状況の点検や評価を行うとともに、必要に応
じて随時、計画内容を見直す。

感染症予防計画 ○計画は、感染症の予防の総合的な推進を図るための基本的な計画であ
○計画期間： り、新しい時代の感染症対策の方向性を示すものである。

Ｈ２０～ ○感染症の患者等の人権を尊重しつつ、これらの人々に対する良質かつ適
○策定根拠： 切な医療の提供を確保し、感染症に迅速かつ的確に対応するための計画と

感染症法§１０、§１１ することとしている。

結核対策推進計画 ○旧結核予防法に基づき平成１７年１０月に「島根県結核予防計画」を策
○計画期間： 定したが、結核予防法の廃止に伴いこの予防計画の策定根拠が失効した。

Ｈ１７～Ｈ２１ しかし、依然として結核が主要な感染症である現実を踏まえ、結核対策の
一層の充実を図る必要があることから、この予防計画を感染症法に沿った
内容となるよう規定を見直したうえで、感染症法第１０条の規定に基づき
策定した「島根県感染症予防計画」の下、この計画における結核対策を補
完する具体的な県の行動計画として位置づけるものである。

新型インフルエンザ対策行 ○新型インフルエンザが発生した場合、その感染拡大を可能な限り阻止
動計画 し、健康被害を最小限にとどめ、社会・経済機能の破綻に至らないように
○計画期間： するための行動計画である。

Ｈ２１～ ○計画では、流行規模を予測するとともに、発生状況に応じた目標と活動
○策定根拠： を、「体制と連携」、「サーベイランス」、「予防と感染拡大防止」、

厚生労働省通知 「医療」、「情報収集・提供」、「社会機能維持」の６項目について立案
している。
○計画には、大流行時に治療薬としての抗インフルエンザウイルス薬「タ
ミフル」が不足すると予測されることから、タミフルの備蓄計画も盛り込
んでいる。

島根県水道水質管理計画 ○将来にわたって信頼できる安全でおいしい水道水が確保されるよう、水
○計画期間：Ｈ19～Ｈ28 道水質管理に一層努めるとともに、水質基準に基づく検査の実施、体系的
○策定根拠：厚生省通知 ・組織的な水質監視を行う。

島根県水道整備基本構想 ○年々増加する需要水量に対応するために、広域的な水源の確保が必要で
○計画期間：Ｈ元～Ｈ２２ あり、長期的な水需要予測を行い、水道事業の広域的かつ計画的な整備を
○策定根拠：厚生省通知 図る。

東部地域広域的水道整備計 ○島根県水道整備基本構想に基づき、東部圏域の広域的・計画的な水道整
画 備に関する基本方針を樹立し、水道用水の安全で安定した供給と均衡のあ
○計画期間：Ｈ４～Ｈ２５ る給水体制の確保を図る。
○策定根拠：

水道法§５の２

島根県動物愛護管理推進計 ○動物の愛護及び管理に関する行政の基本的方向性及び中長期的な目標を
画 明確化し、動物愛護思想の普及啓発、動物の適切な管理を図る施策を推進
○計画期間：Ｈ20～Ｈ29 する。
○策定根拠：動物愛護管理

法§６の１

食育・食の安全安心確保に ○食の安全安心確保に係る基本方針を示した各施策の方向に基づき、具体
係るアクションプラン 的な取り組み（行動計画）を示すことにより、食の安全安心の確保を図
○計画期間：Ｈ20～Ｈ23 る。
○策定根拠：食の安全安心

確保に係る基本方針
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保 健 ・ 福 祉 関 係 施 設 制 度 一 覧
平成２２年４月１日現在

種 施 設 名 設置根拠 概 要 整備 施設数 目標数 現状 制度 運営費の 費用徴収
別 財源 財 源

救 救護施設 生活保護法 身体上又は精神上著しい障がいがあるために日常生 国1/2 法人 3 － 定員 240 措置 国3/4 基準生活費
（入所） §40､41 活を営むことが困難な要保護者を入所させて生活扶助 県1/4 市町村1/4 等を超える

護 を行う 等 収入部分

市町村保健センタ 地域保健法 地域住民に対し、健康相談、保健指導及び健康診査等 － 42 － － － 市町村 なし
保 ー §18 身近で利用頻度の高い保健サービスを提供

健 母子健康センター 母子保健法 母子保健に関する各種の相談に応じるとともに、母性 － 市町村 2 － 一部 市町村 入所措置は
（助産部門のみ入 §22 並びに乳児及び幼児の保健指導を行い、又はこれらの 措置 所得応能負
所） 事業に合わせて助産を行う 担

地域包括支援セン 介護保険法 高齢者の介護予防ケアマネジメント、総合相談、権利 － 27 － － － 交付金 なし
老 ター §115の45 擁護、包括的・継続的なケアマネジメント等を実施

（利用） し、高齢者を包括的に支援する施設
人

介護老人保健施設 介護保険法 病状安定期にあり、入院治療をする必要はないが、リ 国交付 市町村 2 老健計 2,342床 介護 介護報酬 1割負担+居
（入所・通所） §8 25 ハビリテーションや、看護・介護を必要とする要介護 金（小 医療法人 21 画 保険 住費・食費

高齢者等が入(通)所する 規模の 社会福祉法人 9 2,384 +日常生活
み） 医師会社団法人2 床(介護療 費

養病床からの
転換分を含
む。)

養護老人ホーム 老人福祉法 ６５歳以上の者で、環境上の理由及び経済的な理由に － 市町村 9 老健計 1,268人 措置 市町村 所得別の応
（入所） §20の4 より居宅での生活が困難な者を入所させる。入所者の 法人 14 画 一般財源 能負担

生活の場として、食事、入浴などの日常生活上の世 1,268
話、またレクリエーションや生活向上のための指導を 人
行う

特別養護老人ホー 老人福祉法 ６５歳以上の者で、常時の介護を必要とし、かつ、居 国交付 市町村11 老健計 4,556人 介護 介護報酬 1割負担+居
ム §20の5 宅において介護を受けることが困難な者を入所させ 金（小 法人 68 画 保険 住費・食費
（入所） る。入所者の生活の場として、常時の介護、食事、入 規模の 4,817 等
介護老人福祉施設 介護保険法 浴などの日常生活の世話、またレクリエーションや生 み） 人

§8 24 活向上のための指導を行う
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種 施 設 名 設置根拠 概 要 整備 施設数 目標数 現状 制度 運営費の 費用徴収
別 財源 財 源

軽費老人ホーム 老人福祉法 ６０歳以上の者で、家庭環境、住宅事情などの理由 法人 4 200人 契約 事務費補 事務費：所得別
老 （Ａ型） §20の6 で、居宅において生活することが困難な者が入所でき 助金 応能負担

（入所） る。食事の提供など日常生活に必要な便宜を供与する － － 生活費：全額自
人 とともに、入所者の状態によって身の回りの世話を行 己負担

う

軽費老人ホーム 老人福祉法 ６０歳以上の者で、自炊が出来ない程度の身体機能低 国交付 法人 10 － 502人 契約 事務費補 事務費：所得別
（ケアハウス） §20の6 下等が認められ、又は高齢等のため独立して生活する 金（小 助金 応能負担
（入所） には不安がある者で、家族による援助を受けることが 規模の 生活費：全額自

困難な者が入所できる施設。入所者の生活相談、在宅 特定指 己負担
福祉サービスの利用紹介・手続き、食事や入浴の準 定分の 管理費：全額自
備、緊急時の対応を行う み） 己負担

有料老人ホーム 老人福祉法 老人を入居させ、入浴、排せつ若しくは食事の介護、 － 38 － 961人 契約 － 利用料全額
（入所） §29 食事の提供又は日常生活上必要な便宜であって厚生労 自己負担

働省令で定めるものの供与をする施設。入所の条件、
サービス内容は契約によって決められる

児童養護施設 児童福祉法 原則として乳児を除いて、保護者のない児童、虐待さ 国交付 法人 3 － － 措置 国1/2 所得別の応
児 （入所） §41 れている児童その他環境上養護を要する児童を入所さ 金 県1/2 能負担

せて、これを養護し、自立を支援する
童

児童自立支援施設 児童福祉法 不良行為をなし、又はなすおそれのある児童及び家庭 国交付 県立 1 － － 措置 国1/2 所得別の応
（入所） §44（施行 環境その他の環境上の理由により生活指導等を要する 金 県1/2 能負担

令§10） 児童を入所させ、又は保護者の下から通わせて、個々
の児童の状況に応じて必要な指導を行い、その自立を
支援する

情緒障害児短期治 児童福祉法 軽度の情緒障がいを有する児童を、短期入所させ、又 国交付 法人 1 － － 措置 国1/2 所得別の応
療施設 §43⑤ は保護者の下から通わせて、その情緒障がいを治し、 金 県1/2 能負担
（入所・通所） あわせて退所した者について相談その他の援助を行う

自立援助ホ－ム 児童福祉法 児童養護施設等を退所し、就職する児童等に対し、共 国交付 法人 1 ２箇所 １箇所 措置 国1/2 所得別の応
（入所） §33⑥1 同生活を営むべき住居において、相談その他の援助及 金 県1/2 能負担

び就業の支援等を行う

乳児院 児童福祉法 原則として乳児（保健上その他の理由により特に必要 国交付 法人 1 － － 措置 国1/2 所得別の応
（入所） §37 のある場合には、概ね２歳未満の幼児を含む）を入院 金 (日赤) 県1/2 能負担

させて、これを養育する
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種 施 設 名 設置根拠 概 要 整備 施設数 目標数 現状 制度 運営費の 費用徴収
別 財源 財 源

母子生活支援施設 児童福祉法 配偶者のない女子又はこれに準ずる事情のある女子及 － 市町村 2 － － 契約 所得別の応
児 （入所） §38 びその者の監護すべき児童を保護するとともに、自立 法人 1 市町村実施 能負担

促進のためにその生活を支援する 国1/2県1/4市町村1/4
童

助産施設 児童福祉法 保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由により － 市町村 1 － － 契約 所得別の応
（入所） §36 入院助産を受けることの出来ない妊産婦に助産を受け 市町村実施 能負担

させる 国1/2県1/4市町村1/4

保育所 児童福祉法 保護者の労働又は疾病等により保育に欠ける乳幼児に 県安心 市町村 88 － － 契約 国1/2 所得別の応
（通所） §39 ついて、保護者から申し込みがあった場合に保育する こども 法人等187 県1/4 能負担→応益

基金 市町村1/4 負担への移行の動き
（民設保
育所）

認定こども園 就学前の子 小学校就学前の子どもの教育及び保育並びに保護者に 県安心 法人 2 － － 契約 類型によ 施設毎に定
（通所） どもに関す 対する子育て支援を総合的に提供する機能を備え、認 こども り既存の める

る教育、保 定基準を満たす施設 基金 幼稚園・
育等の総合 保育所の
的な提供の 補助制度
推進に関す 等
る法律
§3

へき地保育所 設置要綱 保育所を設置することが困難な地域において、保育を － 市町村10 － － 契約 国交付金 市町村が定
（通所） 要する児童に対し、必要な保護を行う める

児童厚生施設 児童福祉法 児童館等により、児童に健全な遊びを与えて、その健 国1/3 児童館19 － － － 国､県､市 市町村が定
（利用） §40 康を増進し、又は情操を豊かにする 県1/3 児 童 遊 園 8 町村各1/3 める

（児童館） (児童館)

知的障がい児施設 児童福祉法 知的障がい児を入所により、保護するとともに独立自 基準額 公立 2 － 5カ所 措置 国1/2 １割負担＋
§42 活に必要な知識技能を習得するするため支援を行う のうち 法人 3 契約 県1/2 食費等

国2/3
県1/3

肢体不自由児施設 児童福祉法 肢体の不自由な児童を治療し、独立自活に必要な知識 基準額 法人 2 － 2カ所 措置 国1/2 １割負担＋
§43の3 技能を習得するするため支援を行う のうち 契約 県1/2 食費等

国2/3
県1/3
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種 施 設 名 設置根拠 概 要 整備 施設数 目標数 現状 制度 運営費の 費用徴収
別 財源 財 源

重症心身障がい児 児童福祉法 重度の知的障がい、肢体不自由が重複している児童を 基準額 法人 2 － 2カ所 措置 国1/2 １割負担＋
児 施設 §43の4 入所により、保護するとともに治療及び日常生活の指 のうち 契約 県1/2 食費等

導を行う 国2/3
童 県1/3

進行性筋萎縮症児 児童福祉法 進行性筋萎縮症児・者を入院させて治療及び日常生活 国 独立行政 － 1カ所 措置 （児） １割負担＋
病棟 §27② の指導を行う 10/10 法人松江 契約 国1/2 食費等

医療セン 県1/2
タ－ 1 （者）

国1/2
県1/4
市町村1/4

重症心身障がい児 児童福祉法 重度の知的障がい及び重度の肢体不自由が重複してい 国 独立行政 － 1カ所 措置 国1/2 １割負担＋
病棟 §27② る児童を入所させて、治療及び日常生活の指導を行う 10/10 法人松江 契約 県1/2 食費等

医療セン
タ－ 1

身 点字図書館 身体障害者 無料又は低額な料金で、点字刊行物及び盲人用の録音 基準額 法人 2 － 2カ所 利用 補助・委
福祉法 物の貸出及び閲覧を行う のうち 託

体 §34 国2/3 国1/2
県1/3 県1/2

障
聴覚障がい者情報 身体障害者 手話入りビデオカセットの製作及び無料又は低額な料 基準額 法人 2 － 2カ所 利用 委託

が 提供施設 福祉法 金でそれらを貸出し、又は聴覚障害がい者に対し、手 のうち 国1/2
§34 話通訳者派遣等コミュニケーションの支援を行う 国2/3 県1/2

い 県1/3

障がい者支援施設 障害者自立 入所者に夜間や休日の入浴、排せつ、食事の介護等の 基準額 契約 自立支援 １割負担＋
障 支援法 施設入所支援を行うとともに、日中活動の場として施 のうち 給付 食費等

§5⑫ 設障がい福祉サービスを提供する 国2/3 － － 国1/2
が 県1/3 県1/4

市1/4
い

生活介護 障害者自立 常時介護を要する人に、昼間、入浴、排せつ、食事の 基準額 法人 45 45カ所 契約 自立支援 １割負担＋
共 支援法 介護等を行うとともに、創作的活動や生産活動の機会 のうち 給付 食費等

§5⑥ を提供する 国2/3 国1/2
通 県1/3 県1/4

市1/4
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種 施 設 名 設置根拠 概 要 整備 施設数 目標数 現状 制度 運営費の 費用徴収
別 財源 財 源

自立訓練（機能訓 障害者自立 身体障がい者に対し、自立した日常生活や社会生活が 基準額 法人 2 2カ所 契約 自立支援 １割負担＋
障 練） 支援法 できるよう、一定期間、理学療法、作業療法等必要な のうち 給付 食費等

§5⑬ リハビリテ－ション、生活に関する相談、助言等を行 国2/3 国1/2
が う 県1/3 県1/4

市1/4
い

自立訓練（生活訓 障害者自立 知的障がい者、精神障がい者に対し、自立した日常生 基準額 法人 16 17カ所 契約 自立支援 １割負担＋
共 練） 支援法 活や社会生活ができるよう、一定期間、入浴、排せ のうち 給付 食費等

§5⑬ つ、食事等に関する必要な訓練、生活等に関する相 国2/3 国1/2
通 談、助言等を行う 県1/3 県1/4

市1/4

就労移行支援 障害者自立 一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、生産 基準額 法人 20 20カ所 契約 自立支援 １割負担＋
支援法 活動その他の活動の機会の提供を通じて、就労に必要 のうち 給付 食費等
§5⑭ な知識及び能力の向上のために必要な訓練等を行う 国2/3 国1/2

県1/3 県1/4
市1/4

就労継続支援Ａ型 障害者自立 一般企業等での就労が困難な人に、雇用契約の締結等 基準額 法人 8 8カ所 契約 自立支援 １割負担＋
支援法 による就労の機会を提供するとともに、生産活動その のうち 給付 食費等
§5⑮ 他の活動の機会の提供を通じて、知識及び能力の向上 国2/3 国1/2

のために必要な訓練等を行う 県1/3 県1/4
市1/4

就労継続支援Ｂ型 障害者自立 一般企業等での就労や雇用契約による就労が困難な人 基準額 法人 64 64カ所 契約 自立支援 １割負担＋
支援法 に、就労の機会を提供するとともに、生産活動その他 のうち 給付 食費等
§5⑮ の活動の機会の提供を通じて、知識及び能力の向上の 国2/3 国1/2

ために必要な訓練等を行う 県1/3 県1/4
市1/4

共同生活介護 障害者自立 夜間や休日、共同生活を行う住居において、入浴、排 － 法人 37 37カ所 契約 自立支援 １割負担＋
支援法 せつ、食事の介護等を行う 給付 食費等
§5⑩ 国1/2

県1/4
市1/4

共同生活援助 障害者自立 地域において共同生活を行うのに支障がない人に、夜 法人 43 43カ所 契約 自立支援 １割負担＋
支援法 間や休日、共同生活を行う住居において、相談や日常 － 給付 食費等
§5⑯ 生活上の援助を行う 国1/2

県1/4
市1/4
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介 護 保 険 施 設 の 比 較

区 分 介 護 老 人 福 祉 施 設 介 護 老 人 保 健 施 設 介護療養型医療施設

開 設 者 社会福祉法人 医療法人、社会福祉法 医療法人、国、地方公共
地方公共団体 人、地方公共団体 その他 団体、社会福祉 法人、公

厚生省告示で定める者 益法人、日本赤十字社、社
会保 険関係団体、医師
等

開設許可等 都道府県知事の指定 都道府県知事の許可 都道府県知事の指定

対 象 者 常時介護が必要で在宅生 病状安定期にあり、入院 病状が安定している長期
活が困難な要介護者 治療をする必要 はない 療養患者で、医学的管理が

が、リハビリ、看護・介護 必要な要介護者
を必要 とする要介護者

利 用 手 続 施設と個人の契約 施設と個人の契約 病院もしくは診療所と個
人の契約

費用の支払 介護福祉施設サービス費 介護保健施設サービス費 介護療養施設サービス費
の支給及び利用 者負担 の支給及び利用者負担 の支給及び利用者負担

利用者負担 費用（サービスの種類ごとに定められる基準額）」の１割を負担
居住費・食事負担 原則自己負担（ただし、市町村民税世帯非課税者等について

は、その所得に応じた負担限度額）
日常生活費負担

給 付 財 源 国（２０％）
県（１７．５％）
市町村（１２．５％）
第１号被保険者保険料（２０％）
第２号被保険者保険料（３０％）

施 設 基 準 居室（１人当たり１０． 療養室（１人当たり８㎡ 病室（１人当たり６．４
６５㎡以上） 以上） ㎡以上）
医務室、機能回復訓練 診察室、機能訓練室、談 診察室、手術室、処置

室、食堂、浴室等 話室、食堂、浴 室、臨床検査室、
廊下幅 片廊下 １．８ 室 等 機能訓練室、談話室、食

ｍ以上 廊下幅 片廊下 １．８ 堂、浴室 等
中廊下 ２．７ ｍ以上 廊下幅 片廊下 １．８

ｍ以上 中廊下 ２．７ ｍ以上
ｍ以上 中廊下 ２．７

※ユニット型の場合の居 ※ユニット型の場合の療 ｍ以上
室面積は 養室面積は ※ユニット型の場合の病
１人あたり１３．２㎡以 １人あたり１３．２㎡以 室面積は

上 上 １人あたり１３．２㎡以
上

ス タ ッ フ 医師（非常勤可） 医師（常勤） 医師
(入所者100 １人 １人 ３人以上
人当たりの 看護職員 看護職員 看護師職員
配置人員） ３人 ９人 １７人以上

介護職員 介護職員 看護補助者
３１人 ２５人 １７人以上

生活指導員 理学療法士又は作業療法 薬剤師、栄養士、診療放
１人 士 １人 射線技師 等

機能訓練指導員 支援相談員 （病院の療養病床にかか
１人 １人 る部分のみ）

介護支援専門員 介護支援専門員
１人 １人

栄養士 栄養士
１人 １人

薬剤師 等

※「施設基準」及び「スタッフ」欄は小規模施設を除いた新設の場合である。



サービス 概要
事業所数

( )内は予防
事業者指定等

訪問介護，介護予防訪問介護
（ホームヘルプサービス）

訪問介護員（ホームヘルパー）が居宅を訪問し,入浴,排泄,食事など
の介護などの身体介護や調理、洗濯などの生活援助を行います。

192
(181)

訪問入浴介護，介護予防訪問
入浴

介護士と看護師が居宅を訪問し,浴槽を提供して入浴の介護を行い
ます。

27
(20)

訪問看護，介護予防訪問看護
看護師などが居宅を訪問し、療養上の世話や診療の補助を行いま
す。

55
(54)

※みなし指定事
業所数除く

訪問リハビリテーション，介護予
防訪問リハビリテーション

理学療法士や作業療法士、言語聴覚士が居宅を訪問し,心身の機
能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるためのリハビリテー
ションを行います。

8
(6)

※みなし指定事
業所数除く

居宅療養管理指導，介護予防
居宅療養管理指導

医師,歯科医師,薬剤師、管理栄養士などが居宅を訪問し,療養生活
を送るために必要な指導を行います。

5
(5)

※みなし指定事業所数除く

通所介護，介護予防通所介護
（デイサービス）

日中,デイサービスセンターなどにおいて,入浴や食事などの日常生
活上の支援や、生活行為向上のための支援を行います。

244
(235)

通所リハビリテーション ，介護
予防通所リハビリテーション（デ
イケア）

病院・介護老人保健施設などで,心身の機能の維持回復と日常生活
の自立を図るためのリハビリテーションを行います。

50
(47)

短期入所生活介護，介護予防
短期入所生活介護 （ショートス
テイ）

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）などに短期間入所し,当
該施設において入浴,排泄,食事などの介護その他日常生活の世話,
機能回復訓練を行います。

87
(83)

短期入所療養介護，介護予防
短期入所療養介護（ショートステ
イ）

介護老人保健施設,介護療養型医療施設などに短期間入所し,当該
施設において,看護,医学的管理下における介護,機能訓練その他必
要な医療及び日常生活上の世話を行います。

53
(48)

特定施設入所者生活介護，介
護予防特定施設入所者生活介
護

養護老人ホーム，有料老人ホーム,ケアハウスなどに入所している
高齢者に,日常生活上の支援や介護を提供します。

32
(31)

福祉用具貸与，介護予防福祉
用具貸与

車いすやベッドなどの福祉用具を貸与します。（介護度によっては利
用できないものもあります。）

83
(82)

特定福祉用具販売，特定介護
予防福祉用具販売

入浴又は排泄などに使用する福祉用具を販売します。
81
(81)

居宅介護支援
日常生活において、支援・介護が必要であると認定された方が、介
護サービスを利用する際に必要となるケアプラン(居宅サービス計
画)を作成します。

266

住宅改修費支給，介護予防住
宅改修費支給

手すりの取り付けや段差の解消などの住宅改修をする際、２０万円
を上限に費用を支給します。

認知症対応型共同生活介護，
介護予防認知症対応型共同生
活介護（グループホーム）

認知症性老人が,共同して家庭生活を送りながら,介護や世話,機能
回復訓練を行います。（要支援1の方は利用できません。）

110
(100)

認知症対応型通所介護，介護
予防認知症対応型通所介護

認知症性老人を対象に専門的なケアを提供する通所介護です。
50
(42)

小規模多機能型居宅介護，介
護予防小規模多機能型居宅介
護

心身の状況に応じて，在宅や通いや短期入所サービスを組み合わ
せて，日常生活上の介護や機能訓練などを受けます。

39
(25)

介護予防支援
要支援と認定された方が、介護予防サービスを利用する際に必要と
なるケアプラン(介護予防サービス支援計画)を作成します。

29

市町村

介護保険居宅サービス等一覧

※事業者指定はありません。

県（高齢者福祉課）
※松江市への権限移譲

(H21.4～)分を含む

※事業所数は平成22年4月1日現在（休止を含む）
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社 会 福 祉 制 度 の 概 要
【 】内は措置権 平成２２年４月１日現在

種別・根拠法 概 要 措置権等 摘 要

老人（施 設） 養護老人ホームに入所（地方公共団 S38：老人福 （費用負担）
【市町村】 体設置）させ、又は入所を委託（社 祉法制定 措置権 市 町村
老人福祉法§11 会福祉法人設置）する。 措置権：県・ 市 10/10 -

※特別養護老人ホームへの入所につ 市福祉事務所 町村 - 10/10
いては、Ｈ１２から介護保険制度に H 5：市町村
移行。 へ措置権移譲
ただし、やむを得ない事由により介
護保険制度による入所が困難である
ときは、措置による入所制度あり。

児童（助産の実 妊産婦が保健上必要があるにもかか S22：市町村 （費用負担）
施）【市町村】 わらず、経済的理由により、入院助 措置権 実施主体 国 県 市町村
児童福祉法§22 産を受けることができない場合にお S26：県及び 市町村 1/2 1/4 1/4

いて、その妊産婦からの申込があっ 市措置権（福
た時は、その妊産婦に対して、助産 祉事務所を管
施設において助産を行う。 理する地方公

共団体）
児童（母子保護の 保護者が配偶者のない女子又はこれ S62：機関委
実施） に準ずる事情がある女子であって、 任事務→団体
【市町村】 その者の監護すべき児童の福祉に欠 事務
児童福祉法§23 けるところがある場合において、そ H13：措置制

の保護者から申込みがあったとき 度→契約制度
は、その保護者及び児童を母子生活
支援施設において保護する。

児童（保育の実 市町村長は、保護者の労働又は疾病 S22：市町村 （費用負担）
施） 等の理由により、その監護すべき乳 措置権 保育実施 国 県 市町
【市町村】 児、幼児又は特に必要があると認め S62：機関委 村
児童福祉法§24 られる児童の保育に欠けるところが 任事務→団体 市町村 1/2 1/4 1/4

ある場合において、保護者からの申 事務 ※民設保育所
し込みがあったときは、それらの児 H10：措置制
童を保育所等において保育する。 度→契約制度

児童（児童福祉施 保護者のない児童又は保護者に監護 S22：県措置 （費用負担）
設入所措置等） させることが不適当と認める児童又 権 措置権 国 県 市 町
【県】 は家庭裁判所から送致のあった児童 S62：機関委 村
児童福祉法§27①3 について、里親等に委託し又は児童 任事務→団体 県 1/2 1/2 - -

福祉施設（児童養護施設・乳児院 事務
等）に入所させる措置。 H18：障害児

施設（指定医
児童（指定医療機 指定医療機関等に対して、児童を入 療機関を含
関等委託）【県】 所させて肢体不自由児施設又は重症 む）について

心身障害児施設におけると同様な治 は１０月から
児童福祉法§27② 療を行うことを委託する措置。 契約制度導入

H21：自立生
児童（児童の一時 児童を家庭で養育することが困難な 活援助事業の
保護）【県】 場合等で、保護が必要な児童を、児 実施対象者が
児童福祉法§33 童相談所において一時保護し又 は ２０歳未満に

児童福祉施設等へ保護を委託する。 拡充

児童（児童自立生活 自立を図るための生活援助の実施を
援助事業委託） 希望する義務教育終了児童等を、自
【県】 立援助ホームに委託し日常生活上の

児童福祉法§33⑥1 援助及び生活指導並びに就業の支援
を行なう。
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基金・ファンド一覧

基 金 ・ フ ァ ン ド 名 事 業 概 要

しまね長寿社会振興基金 【しまねいきいきファンド事業】
【(社福)島根県社会福祉協議会】 ○目的：生涯現役社会実現のために生きがい活動や地域づくり活動

○高齢者福祉課所管 に取り組む中高年齢者グループに対して助成することにより、中高
年齢者の積極的な社会参加を促進する。
○内容
〈夢ファクトリー支援事業〉

中高年齢者が培ってきた知識・経験・技術を活かして、生産、

加工、サービス活動を行い、健康・生きがいづくりや地域づくり
に寄与する事業とし、中高年齢者グループを対象に２００万円を
限度に対象経費の４／５を助成する。

〈地域活動支援事業〉
社会参画活動やボランティア活動等を行い、健康・生きがいづ

くりや地域づくりに寄与する事業とし、中高年齢者グループを対

象に１００万円を限度に対象経費の４／５を助成する。

島根県介護保険財政安定化基金 ○給付費の予想外の伸びや、保険料未納による保険財政の赤字に対
○現在高 19億円 し、以下の通り貸付又は交付を行う。
○Ｈ１２設置 ①貸付…計画期間（３年間）に、保険料収納低下や給付費の予想

○高齢者福祉課所管 外の増により財政不足が見込まれる保険者に対して毎年度行う
（初年度、次年度は財政不足額を、最終年度は財政不足額から下
記②の交付額を控除したものを貸し付ける）。

②交付…計画期間を通じて保険料収納不足かつ、財政不足によ
り、財政収支が不均衡になった保険者に対して３年度目に行う

（原則として保険料不足額の１／２を交付する）。

島根県国民健康保険広域化等支援 ○国民健康保険事業の運営の広域化及び国民健康保険財政の安定化
基金 に資する事業に必要な費用にあてるため、地方自治法第２４１条及

○現在高 259百万円 び国民健康保険法第７５条の２に基づき、国保広域化等支援基金を
○Ｈ１４設置 設置し、保険財政広域化支援事業及び保険財政自立支援事業を行

○健康推進課所管 う。
（１）保険財政広域化支援事業

広域化等による平準化後の保険料賦課総額が平準化前の賦課
総額を上回る構成市町村の当該増加見込額の範囲内

（２）保険財政自立支援事業

①貸付事業１
・年度途中に財政収支の不均衡が見込まれる場合
・当該財政不足見込額の３／４の範囲内
②貸付事業２
・新年度において保険料の急激な引き上げが見込まれる場合

・保険料等を据え置いた場合の財政不足見込額の１／２の範囲内

島根県後期高齢者医療財政安定化 ○給付費の予想外の伸びや、保険料未納による財政の赤字に対し、
基金 以下のとおり貸付又は交付を行う。

○現在高 484百万円 ①貸付…特定期間（２年間）に、保険料収納低下や給付費の予想

○Ｈ２０設置 外の増により財政不足が見込まれる場合に、島根県後期高齢者
○健康推進課所管 医療広域連合に対して、毎年度行う（初年度は財政不足額を、

最終年度は財政不足額から下記②の交付額を控除した額を、そ
れぞれ１．１倍を限度として無利子で貸し付ける）。

②交付…特定期間の最終年度に予定保険料収納率を下回る保険料
の未納に対し、未納による不足額の１／２を交付する。
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Ｈ２０、Ｈ２１国経済対策関連基金

基 金 ・ フ ァ ン ド 名 事 業 概 要

社会福祉施設等耐震化等臨時特例 ○社会福祉施設等の耐震化及びスプリンクラーの整備を促進するた
基金 めの事業に要する経費に充てる。

○積立高 3,172,946千円
○Ｈ２１～２３ 【社会福祉施設等整備事業費】
○地域福祉課所管 スプリンクラーの設置に係る経費の一部補助

妊婦健康診査支援基金 ○市町村が実施する妊婦健康診査事業及び県が当該事業の円滑な推
○積立高 413,341千円 進を図るために行う事業に要する経費に充てる。
○Ｈ２０～２２

○健康推進課所管 【島根県妊婦健康診査臨時特例交付金事業】
市町村が実施する妊婦健康診査事業に要する費用の一部を補助す

ることにより、妊婦の健康管理の充実及び経済的負担の軽減を図
り、安心して妊娠・出産ができる体制の確保を目的として、予算の
範囲内において補助金を交付する。

介護職員処遇改善等臨時特例基金 ○介護保険法に基づく施設等の開設の準備又は介護職員等の処遇の
○積立高 3,293,848千円 改善を支援する事業に要する経費に充てる。
○Ｈ２１～２４
○高齢者福祉課所管 【介護職員処遇改善事業費】

介護職員の処遇改善などに取り組む事業者へ処遇改善資金を交付

【介護施設開設等経費助成事業費】
介護施設の開設等経費を助成（１床あたり６０万円）

介護基盤緊急整備等臨時特例基金 ○介護保険法に基づく施設等の整備及びスプリンクラーの整備を促

○積立高 4,852,550千円 進するための事業に要する経費に充てる。
○Ｈ２１～２３
○高齢者福祉課所管 【介護拠点等の緊急整備事業費】

地域密着型特養、認知症ＧＨ等の整備に係る経費の一部補助

【社会福祉施設等整備事業費】

スプリンクラーの設置に係る経費の一部補助

緊急雇用創出事業臨時特例基金 ○求職中の生活困窮者の生活、就労、住宅等に係る支援のための事
（住まい対策拡充等支援事業分） 業に要する経費に充てる。

○積立高 397,070千円

○Ｈ２１～２２ 【住宅手当緊急特別措置事業費】
○地域福祉課所管 離職者で就労能力・意欲のある者のうち、住宅を喪失している者

等に住宅手当を支給

【生活保護受給者等に対する就労支援の強化】

福祉事務所に就労支援員を配置するなどの経費の補助

【生活福祉資金相談体制整備事業】
県・市町村社会福祉協議会に相談員を配置する経費の補助
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基 金 ・ フ ァ ン ド 名 事 業 概 要

安心こども基金 ○保育所・放課後児童クラブの整備、母子家庭、妊婦等への支援に

○積立高 2,111,904千円 補助するための経費に充てる。
○Ｈ２０～２６
○青少年家庭課所管 【保育所等整備支援事業費】

｢新待機児童ゼロ作戦｣に基づき２２年度までを集中重点期間とし
て保育所整備を実施

【地域児童育成事業費】
児童福祉の増進及び児童の健全な育成を図るため、空き教室の改

修等による放課後児童クラブ施設整備を実施

【保育所等運営支援事業費】
保育の質の向上のための研修事業に対する補助

【幼児教育の質の向上のための緊急環境整備事業】(総務部総務課)
私立幼稚園にデジタルテレビ等の整備費を補助

【みんなで子育て応援事業】
地域子育て支援事業（地域の創意工夫により地域の子育て力をは

ぐくむ事業の実施、補助）

【しまね子育て支援プラス事業】

地域の実情やニーズに応じた創意工夫のある子育て支援を行う市
町村へ交付金を交付

【ふるまい向上プロジェクト事業】(教育庁総務課)
乳幼児期から教育・養育環境を充実し、乳幼児とその親両方のふ

るまいを向上させる県民運動に広げるための事業を実施

【母子家庭等自立支援事業費】
母子家庭の母が経済的自立に効果的な資格を取得するための支援

給付に要する経費を補助

【施設入所児童支援事業費】
児童養護施設等の備品設置及び職員の資質向上のための研修実施

【障がい児施設等給付費】(障がい福祉課)
障がい児施設等の職員の資質向上のための研修への参加経費に対

する補助
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基 金 ・ フ ァ ン ド 名 事 業 概 要

障害者自立支援対策臨時特例基金 ○障害者自立支援法に基づく制度への円滑な移行を更に促進するた

○積立高 2,879,306千円 めの経費及び介護・福祉人材の確保・定着に要する経費に充てる。
○Ｈ２０（１８）～２３
○障がい福祉課所管 【福祉人材確保・育成事業費】（地域福祉課）

福祉・介護人材マッチング支援事業(県福祉人材センターにキャリ
ア支援専門員を配置)

【障がい者施設等運営事業費】(障がい福祉課)
福祉・介護職員の処遇改善などに取り組む事業者へ報酬とは別に

助成金を交付

【障がい者施設等整備事業費】(障がい福祉課)
円滑な新体系移行を促すため、施設の改修・増築に要する経費を

補助

【上記以外の事業】(障がい福祉課)
障がい者相談事業、障がい児施設等給付費、障がい者自立支援給

付事業等

【介護保険制度施行支援事業費】(高齢者福祉課)
介護人材確保・定着推進事業

地域自殺対策緊急強化基金 ○地域における自殺対策の緊急強化を図るための事業に要する経費
○積立高 114,365千円 に充てる。
○Ｈ２１～２３
○障がい福祉課所管 【精神保健推進事業費】

自殺予防策の実施及び自死遺族支援

地域医療再生臨時特例基金 ○「地域医療再生計画」に基づいて実施する事業に要する経費に充
○積立額 5,000,000千円 てる。
○Ｈ２１～２５
○医療政策課所管 【地域医療再生計画事業】

医師をはじめとした医療従事者の確保や医療用ヘリコプター、遠

隔画像診断などマンパワー不足を補うための体制整備事業

医療施設耐震化臨時特例基金 ○大規模地震等の災害時に重要な役割を果たす災害拠点病院等の医
○積立額 1,857,000千円 療機関の耐震整備を図るための事業に要する経費に充てる。
○Ｈ２１～２２

○医療政策課所管 【医療施設耐震化臨時特例交付金事業】
未耐震の災害拠点病院、救命救急センター及び二次救急医療機関

が行う耐震化を目的とした新築、増改築、耐震補強工事への補助
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人 材 育 成 等 一 覧

【 各 種 事 業 】

事 業 名 事業主体 事 業 概 要

福祉人材センタ 島根県社会福祉 ○目 的

ー運営事業 協議会（委託） 福祉現場を支える人材の確保・育成を図る。

○事業概要

無料職業紹介、従事希望者への説明会・講習会、従事希望者確保の

ための調査研究

社会福祉従事者等研修の企画実施、福祉人材確保相談、福祉に関す

る広報啓発

○事業実施機関

・島根県福祉人材センター

松江市東津田町1741-3

いきいきプラザ島根2Ｆ TEL 0852-32-5957

・島根県福祉人材センター石見分室

浜田市野原町1826-1

いわみーる2Ｆ TEL 0855-24-9340

民間社会福祉施 独立行政法人福 ○目 的

設退職手当共済 祉医療機構 社会福祉施設職員退職手当共済法に基づき、民間社会福祉施設職員

事業 (補助) の退職手当金の支給に要する費用を補助し、民間社会福祉事業の振興

に寄与する。

○補助（負担）の概要

退職手当所要額の１／３ずつを国、県、施設経営者がそれぞれ補助

（負担）する。

自治医科大学運 学校法人自治医 ○へき地医療を担う医師を養成する自治医科大学の運営費に対する負

営費負担金 科大学 担金

高等看護学院管 医師会（委託） ○看護師養成施設である県立高等看護学院の管理運営

理運営事業 委託先：松江市医師会（松江高等看護学院）、益田市医師会（石見

高等看護学院）

高齢者大学校運 島根県社会福祉 ○豊富な経験を持つ高齢者が、さらに幅広い知識を習得し、生きがい

営事業 協議会 (補助) をもって活動するとともに、新たな共助の仕組みづくりを支えるよう

な人材の育成を図るため、継続的、計画的な学習を提供する。

＜募集人員＞ 東部校２５名×４学科、

西部校２０名×４学科

＜入学資格＞ 県内在住の原則満６０歳以上の方

＜修学期間＞ ２年間

＜学 科 等＞ ○総合講座（全員共通）

○専門講座

・社会文化科 ・園芸科 ・陶芸科 ・健康福祉科

＜実施場所＞ ○東部校：松江市「いきいきプラザ島根」

○西部校：浜田市「いわみ～る」
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人 材 育 成 等 一 覧
【 研 修 】

区 分 研 修 名 目 的 等 対 象 者 実施主体

保健医 看護師等教育研修 ○看護職員の資質の向上を図るため、各 保健師、助産師、 (社)島根県看
療 種研修を行う。 看護師、准看護師 護協会（委

託）

地域保健専門職員研 ○市町村職員をはじめとする地域保健関 市町村等地域保健 保健所
修 係職員を対象に、保健所職員等が地域の 関係者

実情に即した研修を行う。

保健師及び難病拠点 ○難病患者支援従事者に対し研修会を実 難病患者支援医療 (財)島根難病
・協力病院等難病患 施し、適切な療養生活の確保と難病患者 従事者 研究所（委
者支援医療従事者研 及び家族の生活の質の向上を図る。 託）
修

母子保健指導者研修 ○乳幼児の健康と発育に関する正しい知 母子保健福祉医療 健康推進課
識の普及により県民の不安解消と母子保 関係従事者
健関係職員の適切な指導に向け資質向上
を図る。

母子保健専門研修 ○不妊対策等を推進するため、住民の身 市町村及び保健所 健康推進課
近な相談者として、また専門職としての 保健師等
相談及び助言指導について、母子保健従
事者の資質の向上を図る。

歯周疾患予防管理研 ○歯周疾患と全身疾患の関わりを理解 医師、歯科医師、 健康推進課
修 し、関係者の資質向上を図る。 歯科衛生士、市町 （委託：(社)

村、保健所等 島根県歯科医
師会）

歯科保健従事者研修 ○乳幼児期から学童期の歯科保健対策を 歯科医師、歯科衛 健康推進課
推進するため、歯科保健従事者へ研修を 生士、保育所、幼 （委託：(社)
行って資質向上を図るとともに、関係機 稚園、小学校、中 島根県歯科医
関との連携を強化する。 学校、市町村、保 師会）

健所等

市町村栄養士等食育 ○特に専門的な知識及び技術を必要とす 保健所栄養士、市 健康推進課
推進研修 る栄養業務や、市町村栄養業務の推進に 町村栄養士等

むけた教育研修を実施する等、市町村栄
養改善業務の推進を図るため、栄養士が
業務を効果的に実施することができるよ
う、専門職員として指導に関する知識及
び技術を深め、資質の向上を図る。

新任保健師等研修 ○市町村及び県の新任保健師や栄養士等 市町村及び保健所 健康推進課
に対し、計画的な現任教育の一環として 新任保健師
研修会を実施し、資質の向上と定着を図
る。

保健活動企画研修 ○地域の健康問題を事業化、施策化に発 市町村及び保健所 健康推進課
展させる能力を育成する。 保健師・栄養士

保健師等現任教育指 ○新しい地域保健の課題に対応できる保 市町村及び保健所 健康推進課
導者研修 健師等を養成し業務推進のための力量形 の保健師等

成を図る。また、現任教育等の指導者と
しての力量形成を図る。

調理師研修 ○食生活改善の向上を図るため、調理の 調理師等調理業務 保健所
業務に従事している者を対象として、調 に従事している者
理に携わる者として、必要な基本的な事
項及び新しい健康情報の研修を行う。
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区 分 研 修 名 目 的 等 対 象 者 実施主体

保健医 食育サポーター等育 ○食育活動を推進するため、地域におけ 食育推進を行って 保健所
療 成研修 る食育活動に積極的な参加・協力が得ら いる地域のリーダ

れる人材(団体)の活動支援を図る。 ー等

中央研修派遣研修 ○専門的技術・知識の習得 保健師・栄養士等 国立保健医療
（１）業務別研修 ○人材育成及び資質の向上 科学院、厚生
（２）職種別研修 ○最新情報の取得 労働省等
（３）地域保健全般

介護員養成研修 〔指定研修分〕 訪問介護事業に従 各指定団体
介 護 各指定団体（Ｈ２２実施団体見込み） 事することを希望

介護員基礎研修 ２団体 する者等
１級課程 １団体
２級課程 ２４団体

○県知事が指定した各団体が、定めら
れたカリキュラムに従って介護保険
制度下における訪問 介護員を養成
するための研修を行う
（介護員基礎研修 ５００時間、

１級課程 ２３０時間、
２級課程 １３０時間）

認知症介護実践研修 ○認知症高齢者に対する介護サービスの 介護保険事業所の (社福)島根県
提供については、より高度な専門性が必 従事者 社会福祉協議
要なことから、高齢者介護実務者に対 会（委託）
し、認知症高齢者に対する介護技術向上
のための研修を実施する。

認知症対応型サービ ○認知症介護に関する基本的な知識及び 指定小規模多機能 (社福)島根県
ス事業開設者研修 認知症対応型サービス事業の運営に必要 型居宅介護事業者 社会福祉協議

な知識を習得させることを目的とする。 又は指定認知症対 会（委託）
応型共同生活介護
事業者の代表者

認知症対応型サービ ○指定認知症対応型通所介護事業所、指 指定認知症対応型 (社福)島根県
ス事業管理者研修 定小規模多機能型居宅介護事業所及び指 通所介護事業所、 社会福祉協議

定認知症対応型共同生活介護事業所を管 指定小規模多機能 会（委託）
理・運営していくために必要な知識及び 型居宅介護事業所
技術を習得することを目的とする。 又は指定認知症対

応型共同生活介護
事業所の管理者等

小規模多機能型サー ○指定小規模多機能型居宅介護事業所に 指定小規模多機能 (社福)島根県
ビス等計画作成担当 おいて、利用者及び事業の特性を踏まえ 型居宅介護事業所 社会福祉協議
者研修 た小規模多機能型居宅介護事業計画を作 の計画作成担当者 会（委託）

成するために必要な知識及び技術を習得 等
することを目的とする。

認知症介護指導者養 ○認知症高齢者介護に関する専門的な知 医師、看護師、介 認知症介護研
成研修 識・技術並びに高齢者介護実務者に対す 護職員等 究・研修仙台

る研修プログラム作成方法及び教育技術 センター（委
等を修得するための実務的研修を実施す 託）
る。

介護支援専門員実務 ○介護保険制度の適切かつ円滑な運営に 介護支援専門員実 (社福)島根県
研修 資するため、必要な知識、技能を有する 務研修受講試験合 社会福祉協議

介護支援専門員の養成を図る。 格者 会
島根県介護支
援専門員協会
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区 分 研 修 名 目 的 等 対 象 者 実施主体

介 護 「介護サービス情報 ○「介護サービス情報の公表制度」に基 指定調査機関に属 (社福)島根県
の公表制度」調査員 づき、サービス提供事業者が報告する各 する「介護サービ 社会福祉協議
養成 種情報について、事実確認を行う調査員 ス情報の公表制 会（委託）

に、介護サービスに係る必要な専門的知 度」の調査員
識や確認作業に係る調査方法等の修得、
調査員に求められる倫理・行動規範を熟

知させることを目的とする。

児童厚生員等研修会 ○児童の健全育成を図る地域拠点として 児童厚生員、児童 島根県児童館
児 童 の役割を担う児童館、放課後児童クラブ 館長、放課後児童 連絡協議会

の機能が十分発揮されるよう、児童厚生 クラブ指導員ほか （委託）
員等として求められる基礎的な専門知識
と指導技術の習得に重点をおき、職員資
質の向上を図る。

放課後子どもプラン ○安全指導や安全管理、居場所やクラブ 放課後児童クラブ 青少年家庭
指導員、ボランティ ですぐに提供できる具体的なあそびや学 指導員、放課後子 課、社会教育
ア研修 びのプログラム等の実践発表や演習を通 ども教室安全管理 課

じて資質の向上を図る。 員、学習アドバイ
ザーほか

育児支援専門（保育 ○子育てと就労の両立支援及び子育て相 保育所職員 島根県福祉人
所 談等の育児支援を充実 するため、特別 材センター
職員）研修 保育事業等の従事者及び保育所中堅職員 （委託）

に対して必要な専門知識や保育技術に関
する専門研修を行い、保育所における保
育サービスの水準の確保や質的な向上を
図る。

保育の質の向上のた ○保育士の専門性向上と質の高い人材を 保育士として保育 青少年家庭
めの研修事業等 安定的に確保するため、保育士資格取得 所への就職を希望 課、島根県福

や再就職に必要な知識を習得する。 する者等 祉人材センタ
ー（共催）

中央研修派遣研修 ○児童相談所機能強化の推進及び専門的 児童相談所職員 子どもの虹情
○児童相談所長研修 技術・知識の習得 （児童福祉司・児 報研修センタ
○児童福祉司ｽｰﾊﾟｰ ○人材育成及び資質の向上 童心理司等） ー
ﾊﾞｲｻﾞｰ研修 ○最新情報の取得
○児童心理司ｽｰﾊﾟｰ
ﾊﾞｲｻﾞｰ研修
○中堅児童福祉司・
児童心理司合同研修
ほか

市町村職員等専門研 ○児童福祉司資格認定のために定めた基 市町村児童家庭相 青少年家庭課
修会 準（児童福祉法施行規則第６条第６号の 談担当職員、児童
（児童福祉司任用資 厚生労働大臣が定める講習会）に準拠し 相談所職員、児童
格認定講習会） た講習会を実施し、児童・家庭相談担当 福祉施設職員等、

者の資質向上を図る。 要保護児童対策地
域協議会の構成機
関に所属する職員

主任児童委員研修会 ○児童虐待をはじめとした子どもを取り 主任児童委員 島根県民生児
巻く問題について、地域住民の身近な相 童委員協議会
談窓口として支援活動を行い、児童の健 （委託）
全な育成環境整備を推進できるよう、主
任児童委員の資質向上を図る。
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子どもと家庭電話相 ○児童や児童を養育する家庭に対する電 子どもと家庭電話 青少年家庭
談員研修 話相談活動を適切に実施するために、相 相談室家庭支援電 課、中央児童

談員を対象に専門的知識・技術の向上を 話相談員 相談所
図る。

児 童 児童虐待対応職員資 ○児童虐待に関する理解と知識の習得を 児童相談所職員、 中央児童相談
質向上研修 推進し、適切な相談･対応及び支援が行 市町村職員、児童 所
（児童相談所専門研 えるよう質的な向上を図る。 福祉施設職員等、
修会）

里親研修 ○改正児童福祉法により里親の新規登録 里親登録者及び里 青少年家庭
（基礎研修・認定前 や登録後５年毎の更新を行なう際に研修 親登録希望者 課、各児童相
研修・更新研修） の受講が義務付けられ、厚生労働省令で 談所

定められた基準に準拠した研修会を実施
し、里親の資質向上を図る。

女性相談員・担当者 ○女性相談業務に従事する女性相談員や 女性相談センタ 女性相談セン
女 性 専門研修 相談担当者を対象に、専門的知識や技能 ー、同西部分室、 ター

の習得を推進し、女性相談業務の効果的 児童相談所の女性
な実施を図るとともに、女性相談員・担 相談員及び女性相
当者相互の緊密な連携を図る。 談担当者、市町村

の女性相談担当者
及び相談員等

母子自立支援員等研 ○母子福祉行政を推進していく上で重要 母子自立支援員、 青少年家庭課
母子福 修 な役割を担う母子自立支援員及び母子寡 母子寡婦福祉担当
祉 婦福祉担当職員に対し、業務遂行に必要 職員

な研修を行い、その資質の向上を図ると
ともに、福祉事務所等における母子相談
体制の充実を図り、もって母子家庭等に
対する自立支援の一層の充実を図る。

相談支援従事者研修 ○障がい者の地域生活を支援するため、 相談支援専門員及 (社福)島根県
障がい 個々の障がい者のニーズを把握し、サー びサービス管理責 社会福祉協議
者福祉 ビスの利用調整等適切に対応できる相談 任者になろうとす 会（委託）

支援従事者を養成する。 る者並びに市町村
相談支援担当者

サービス管理責任者 ○障害福祉サービス（日中活動系・居住 障害福祉サービス (社福)島根県
研修 系）の適切なサービス提供がなされるよ 事業のサービス管 社会福祉協議

う、各事業の実施に必要となる知識・技 理責任者として従 会（委託）
能をもつサービス管理責任者を養成す 事しようとする者
る。 （現にサービス管

理責任者として従
事している者を含
む）

サービス管理責任者 ○障害福祉サービス（日中活動系・居住 障害福祉サービス (社福)島根県
研修 系）の適切なサービス提供がなされるよ 事業のサービス管 社会福祉協議

う、各事業の実施に必要となる知識・技 理責任者として従 会（委託）
能をもつサービス管理責任者を養成す 事しようとする者
る。 （現にサービス管

理責任者として従
事している者を含
む）
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障がい 移動支援従事者養成 ○障がい者の公的機関や医療機関等への ガイドヘルパーと (社福)島根県
者福祉 研修 移動の確保により外出を促すことで、障 して従事すること 社会福祉協議

がい者の自立と社会参加の促進を図るた を希望する者又は 会（委託）
め、障がい者の移動支援を行うガイドヘ 従事する者
ルパーの養成研修を行う。
（研修課程） 視覚障害者課程

全身性障害者課程

行動援護従事者養成 ○知的障がい又は精神障がいにより行動 行動援護サービス (社福)島根県
研修 上著しい困難を有する障がい者等であっ 提供者として従事 社会福祉協議

て常時介護を要する者につき、当該障が することを希望す 会（委託）
い者等が行動の際に生じうる危険を回避 る者又は従事する
するために必要な援護、外出時における 者
移動中の介護等に関する知識及び技術を
習得するための研修を行う。

重度訪問介護従事者 ○重度の肢体不自由児（者）であって常 重度訪問介護サー (社福)島根県
養成研修 時介護を要する障がい者等に対する入 ビス提供者として 社会福祉協議

浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗 従事することを希 会（委託）
濯及び掃除等の家事並びに外出時におけ 望する者又は十時
る移動中の介護に関する知識及び技術を する者
習得するための研修を行う。

居宅介護従事者フォ ○障がい児者に対するホームヘルプサー 障害者ホームヘル (社福)島根県
ローアップ研修 ビスについては、訪問介護としての側面 プサービス事業に 社会福祉協議

のほか、障がいに関する知識や自立支援 従事する者又はそ 会（委託）
・社会参加の視点等を踏まえた障がい固 の予定者であっ
有の対応が必要であることから、様々な て、居宅介護従事
障がい者のニーズに的確に対応できるホ 者養成研修又は訪
ームヘルパーの確保を図るための専門研 問介護員従業者養
修を行う。 成研修修了者

地域移行推進員研修 ○精神障害者地域生活移行支援事業にお 精神障害者退院支 障がい福祉課
会 ける退院支援事業において、対象者の地 援事業受託事業所

域移行への支援が円滑に行えるよう、支 の自立支援員
援者である自立支援員のスキルアップを
目的に専門研修を行う。

福祉サービス第三者 ○福祉サービスの質の向上を図ることを 第三者評価機関の (社福)島根県
第三者 評価調査者 目的に、評価機関（知事が認証）におい 調査者の資格取得 社会福祉協議
評価 養成研修・継続研修 て実施する第三者評価の評価調査者を養 を希望する者、評 会（委託）

成するため、評価制度・評価方法等の研 価調査者
修を行う。
・資格取得を目的とする「養成研修」・
資格取得者の質の向上を目的とする「継
続研修」
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人 材 育 成 等 一 覧
【 修 学 資 金 】

事業名 目 的 対 象 者 貸与期間 貸 与 額 利子 返 還 貸与人数

介護福祉 福祉・介護人材 卒業後県内の指定 養成施設 月額５万円以内 無利 卒業日から１ ９０人程

士等修学 の確保が喫緊の 施設において介護 等に在学 ・入学準備金： 子 年以内に、県 度（通

資金貸付 課題となってい 福祉士等の業務に する期間 ２０万円以内 内の指定施設 算）

事業 ることから、若 従事しようとする ・就職準備金： において介護

い人材の福祉・ 学資支弁が困難な ２０万円以内 等の業務に引

介護分野への参 学生で、次のいず き続き５年間

入を促進し、県 れかに該当する者 （過疎地域等

内定着を図る。 ①県内の市町村に は３年間）従

（実施主体：県 住民登録をしてい 事した場合な

社会福祉協議 る者 どに返還を免

会） ②県内の養成施設 除できる。

で修学する者

看護学生 資金を貸与する 看護師養成施設等 修学期間 保健師･助産師･ 無利 卒業後、県内 新規

修学資金 ことにより、看 に在学する者で、 看護師 子 の医療機関等 ４０名

貸与事業 護学生の修学を 卒業後、県内の医 月額 32,000円 で引き続き５

容易にし、県内 療機関等で看護職 (国公立) 年間勤務した

における看護職 員の業務に従事す 月額 36,000円 場合、返還を

員の確保を図 る意志のある者 (民間立) 免除できる。

る。 准看護師

月額 21,000円

大学院修士課程

(看護)

月額 83,000円

(国内)

月額200,000円

(国外)

看護職員 資金を貸与する 県外の看護師養成 １人１回 600,000円 無利 卒業後、県内 新規

確保特別 ことにより、看 施設（通信課程を 子 の医療機関等 ８５名

資金貸与 護学生の修学・ 除く。）の最終学 で引き続き５

事業 就職活動を容易 年に在学する者 年間勤務した

にし、県内にお で、卒業後、県内 場合、返還を

ける看護師の確 の医療機関等で看 免除できる。

保を図る。 護師の業務に従事

する意志のある者

助産師確 資金を貸与する 助産師養成施設の １人１回 1,200,000円 無利 卒業後、県内 新規

保特別資 ことにより、看 最終学年に在学す 子 の医療機関等 １０名

金貸与事 護学生の修学・ る者で、卒業後、 で引き続き５

業 就職活動を容易 県内の医療機関等 年間勤務した

にし、県内にお で助産師の業務に 場合、返還を

ける助産師の確 従事する意志のあ 免除できる。

保を図る。 る者
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事業名 目 的 対 象 者 貸与期間 貸 与 額 利子 返 還 貸与人数

医学生地 奨学金を貸与す 医学の課程を履修 修学期間 月額100,000円 年 大学卒業後、 ・島根大

域医療奨 ることにより、 する大学生又は大 入学金相当額 10％ 貸与期間の３ 学医学部

学金貸与 県内における医 学院生で、将来県 282,000円 倍の期間内 「地域枠

事業 療機関の医師の 内の医療機関で医 に、初期臨床 推薦入

確保及び充実を 師の業務に従事す 研修を除き、 試」によ

図る。 る意志のある者 指定医療機関 るH22年

（県内の公的 度入学者

病院、地域医 …１０名

療拠点病院、 ・島根大

臨床研修病院 学医学部

等）で貸与期 「一般推

間と同期間 薦入試」

（うち半分は による

特定地域医療 H22年度

機関（県内過 入学者…

疎地域の公的 ５名

病院・地域医 ・島根大

療拠点病院 学医学部

等））勤務し 「前期日

た場合、返還 程入試」

を免除でき によるH2

る。 2年度入

学者…５

名

・鳥取大

学医学部

「島根県

地域枠入

試」によ

るH22年

度入学者

…２名

緊急医師 奨学金を貸与す 島根大医学部に在 修学期間 月額100,000円 年 初期臨床研修 ５名

確保対策 ることにより、 学する者のうち、 入学金相当額 10％ を含む９年間

枠奨学金 県内における医 緊急医師確保対策 282,000円 指定医療機関

療機関の医師の 枠推薦入学者の制 授業料相当額 で勤務した場

確保及び充実を 度により入学した 535,800円 合、返還を免

図る。 者で将来県内の医 除できる。

療機関で医師の業

務に従事する意志

のある者
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事業名 目 的 対 象 者 貸与期間 貸 与 額 利子 返 還 貸与人数

特定診療 奨学金を貸与す 将来指定医療機関 連続する 3,000,000円/回 年 大学卒業後、 ５名

科医師緊 ることにより、 の特定診療科（医 ２年間で 10％ 県内で初期臨

急養成奨 県内における医 師が不足する診療 ２回を上 床研修を受

学金 療機関の医師の 科のうち知事が定 限 け、引き続き

確保及び充実を めるもの）に勤務 指定医療機関

図る。 しようとする学生 の特定診療科

で、３年間勤

務した場合、

返還を免除で

きる。

研修医研 研修を支援する 将来指定医療機関 連続する 1,500,000円/回 年 初期臨床研修 １５名

修支援資 ための資金を貸 において後期研修 ２年間で 10％ 終了後、指定

金（初期 与することによ を受けようとする ２回 医療機関で３

臨床研修 り、県内におけ 初期臨床研修医 年間後期研修

医向け） る医師の確保及 （１年目の者に限 を受けた場

び充実を図る。 る） 合、返還を免

除できる。

研修医研 研修を支援する 将来特定地域医療 連続する 3,000,000円/回 年 後期研修終了 １０名

修支援資 ための資金を貸 機関に勤務しよう ３年間で 10％ 後、特定地域

金（後期 与することによ とする後期研修医 ３回を上 医療機関で、

臨床研修 り、県内におけ 限 貸し付けを受

医向け） る医師の確保及 けた回数が３

び充実を図る。 回の場合は３

年間、２回の

場合は２年

間、１回の場

合は１年間勤

務した場合、

返還を免除で

きる。
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各 種 手 当 一 覧

手 当 名 目 的 概 要

子ども手当 次世代の社会 ○支給対象
（平成２２年 を担う子ども 中学校修了前の児童を監護し、かつ生計を同じくする父又は母或いは養
度における子 一人ひとりの 育者。
ども手当の支 健やかな育ち ○手当月額
給に関する） を社会全体で １３，０００円／月

応援する。 ○申請先：市町村窓口
○財源
0歳～3歳未満被用者 ：国(11/13)、県(1/13)、市町村(1/13)
0歳～3歳未満非被用者：国(19/39)、県(10/39)、市町村(10/39)
3歳以上小学校修了前第1・2子 ：国(29/39)、県(5/39)、市町村(5/39)
3歳以上小学校修了前第3子以降：国(19/39)、県(10/39)、市町村(10/39)
中学生：国(10/10)

児童扶養手当 父と生計を同 ○支給対象
（児童扶養手 じくしていな ・１８歳に達した日に属する年度終了まで（重度障がい児は２０歳未満）
当法§4） い児童が育成 で父母が婚姻を解消する等一定の要件に該当する児童。

される家庭の 児童１人の場合 全部支給 41,720円
生活の安定と 一部支給 41,710円～9,850円
自立の促進に 児童２人以上の場合、2人目は5,000円、3人目から１人当たり3,000円
寄与する。 を加算した額

・前年の所得が限度額を超える場合は手当の一部又は全部の支給が停止さ
れる。
〇児童扶養手当を受給している母の手当額について、次の要件によりその
手当額の1/2に相当する額の支給が停止される。ただし、適用除外要件に
該当する場合を除く。
〔手当額の1/2に相当する額の支給が停止される要件〕･･･①②のいずれ

か早い月から

①手当の受給を始めてから５年が経過したとき
②受給要件該当後７年を経過したとき

〔手当額の1/2に相当する額の支給停止が適用されない要件〕
①受給資格者が就業、求職活動等を行っている場合
②受給資格者が障がいを有する場合
③認定請求時に３歳未満の児童を育てている場合で、その子が8歳に達

するまでの間
④養育者として受給している場合
⑤受給資格者が負傷、疾病等により働くことができない場合
⑥親族の介護等のため受給資格者が働くことができない場合

○申請先：市町村窓口
○財源 国(1/3)、市町村(2/3）

特別障害者手 在宅の最重度 ○支給対象
当 の障がい者に 精神又は身体に著しく重度の障がいがあり、日常生活において常時特別
（特別児童扶 対し、その障 の介護を要する在宅の２０歳以上の者（所得制限あり）。26,440円／月
養手当等の支 がいによる特 ○申請先：市町村窓口
給に関する法 別な負担を軽 ○財源：市町村認定分 国(3/4)、市町村(1/4)
律§26の2） 減する。

障害児福祉手 在宅の重度障 ○支給対象
当 がい児に対 精神又は身体に重度の障がいがあり、日常生活において常時の介護を
（特別児童扶 し、その障が する在宅の２０歳未満の者（所得制限あり）。14,380円／月
養手当等の支 いによる特別 ○申請先：市町村窓口
給に関する法 な負担を軽減 ○財 源：市町村認定分 国(3/4)、市町村(1/4)
律§17） する。
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手 当 名 目 的 概 要

特別児童扶養 障がい児の福 ○支給対象
手当 祉の増進に寄 精神又は身体に障がいのある児童を監護する父若しくは母又は養育
（特別児童扶 与する。 者（所得制限あり）。
養手当等の支 １級 50,750円／月 ２級 33,800円／月
給に関する法 ○申請先：市町村窓口
律§3①） ○財源：国(10/10)

心身障害者扶 障がいのある ○制度対象
養共済制度 方の生活の安 知的障がい者、身体障がい者(1〜3級の手帳所持者)、及び精神又は身
（島根県心身 定と福祉の増 体に永続的な障がいがある者で、将来、独立自活が困難であると認めら
障害者扶養共 進に資する。 れる者の保護者（65歳未満）が２口まで加入でき、保護者が死亡した時
済制度条例§ 等に、本人に対して年金１口あたり月額20,000円が支給される任意加入
5） の制度。

また、加入期間１年以上で加入者が生存中に障がい者が死亡した場
合、加入期間５年以上でこの制度を脱退した場合には、それぞれ加入期
間に応じた一時金が支払われる。掛金は加入時の年齢に応じ１口月額5,6
00円～23,300円。なお、65歳以上に達し、かつ２０年以上継続した場合
掛金が免除。
○申請先：県及び市町村の窓口
○財源：国（10/10）

※但し、掛金の減免分については、県（10/10）



助成制度名 目的

○助成内容

入院 円

通院 円

入院 円

通院 円

入院 円

平成２２年１２月１日改正

入院 円

通院 円

入院 円

○助成方法

○補助率：県(1/2)、市町村(1/2)

○実績

年度

H14

H15

H16

H17

H18

H19

H20

○支給対象

○自己負担

○申請先：各保健所

○財源：国(1/2)、県(1/2)

○実績(給付決定件数)

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

368 356 338 319 314 303 314

○支給対象

○自己負担

○申請先：各保健所

○財源：国(1/2)､県(1/2)

○実績：近年、給付実績なし

329,659

H17.10改正あり

骨関節結核及びその他の結核にかかっており入院が必要な１８歳未満の児童

年度

件数

9,911

2,000

1,000

③就学後20歳未満の
者の慢性呼吸器疾患
等11疾患群にかかる
入院

総医療費の1
割

15,000

①０歳から就学前の
乳幼児の入通院

15,000

※②、③（改正後は②）は所得制限有り（児童手当特例給付準拠）

40,190 497,397

対象

・身体障害者福祉法第４条の規定による別表に掲げる程度の身体上の障がいを有す
る１８歳未満の児童
・現存する疾患が、当該障がい又は疾患に係る医療を行わないときは、将来におい
て同別表に掲げる障がいと同程度の障がいを残すと認められる１８歳未満の児童

・原則として、保険診療の１割の金額が自己負担となり、世帯の市町村民税額に応
じて月額上限額を設定

医療保険適用後の自己負担額に対して公費負担され、世帯の
所得に応じて自己負担あり

41,150

39,569

※本人一部負担金の額は1医療機関あたりの月額上限額

受給者数

9,749

県助成額

395,601

323,059

本人一部負担金

総医療費の1
割

総医療費の1
割

8,860

①３歳未満児の入通
院

総医療費の1
割

備考

H14.10改正あり

乳幼児等の健全な
育成及び安心して
子どもを生み育て
ることができる環
境づくりを推進す
る。

②３歳以上就学前児
の入通院

2,000

本人一部負担金

③就学後20歳未満の
者の慢性呼吸器疾患
等11疾患群にかかる
入院

対象

1,000

15,000

8,000

425,256

589,198

各種医療助成制度一覧

乳幼児等医療費
助成制度 下表の乳幼児等の医療費（社会保険各法の規定により保険給付の対象となる医療に

係るもの）のうち、本人負担額から表の一部負担金（控除額の特例がある場合はその
額）を控除した額を助成する。（ただし、他方他制度優先）
平成２２年１２月１日制度改正を行う。

表①及び②（改正後は①）については、原則現物給付。③（改正後は②）について
は、償還払い方式（市町村へ申請）。

概要

育成医療費助成
制度

（障害者自立支
援法第58条第１
項）

結核児童の療育
給付制度

（児童福祉法第
20条）

骨関節結核その他
の結核によって、
長期に入院が必要
な児童に対し、医
療費の給付及び学
習や療養生活に必
要な物品の支給を
行うことにより、
児童の健全な育成
を図る。

身体に障がいのあ
る児童に対し、育
成医療を給付し、
早期に治療を行う
ことにより、その
除去ないし軽減を
図り、生活能力を
得させる。

41,031 594,892
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助成制度名 目的 概要

○支給対象

・出生時の体重が２千グラム以下のもの

・生活力が特に薄弱であって、けいれん等の症状を示すもの

○自己負担

○申請先：各保健所（松江市在住者は松江市役所）

○財源：国(1/2)､県(1/2)

○実績(受給件数)

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

428 420 378 361 318 326 356

＜交通費助成＞

○助成対象

・自立支援医療受給者証（育成医療）の交付を受けている児童の保護者

○助成回数

・受給者証の有効期間内に原則１回

・上記に加えて、手術に伴う術前・術後の検査入院に各１回

○助成金額（１回あたりの額）(単位：千円)

鳥取 岡山 広島 山口

東部 － 30 20 40 70 60 60 80 150

西部 30 50 － 30 20 50 70 90 170

隠岐 － 50 40 70 90 90 80 100 200

※受診する県外医療機関の所在地により金額を決定

○申請先：島根県心身障害児（者）親の会連合会

○財源：県(10/10）

○実績(単位：件)

H17 H18 H19 H20

32 78 76 75

＜滞在資金貸付＞

○貸付対象

・自立支援医療受給者証（育成医療）の交付を受けている児童の保護者

・児童の入院が連続して10日以上となること

○貸付条件

・貸付対象となる経費

入院の準備経費、付添者の滞在経費

・貸付金の限度額

入院期間が１ケ月未満の場合…30万円

入院期間が１ケ月以上の場合…50万円

・据置期間：退院後１年以内

・償還期間：５年以内

・貸付利子：無利子

○申請先：島根県社会福祉協議会

○財源：県(10/10)

○実績(単位：件)

H17 H18 H19 H20

1 3 6 2

件数

・医療保険適用後の自己負担額に対して公費負担され、世帯の所得税額に応じて費
用徴収あり

年度

（母子保健法第
20条）

身体の発達が未熟
なまま生まれ、入
院を必要とする乳
児に対し、養育に
必要な医療を給付
し、特に重症の未
熟児の健全な育成
を図る。

未熟児養育医療
費助成制度

九州中国起点区分 四国

年度

貸付件数

・育成医療の対象となる障がいの治療のために入院する医療機関が居住地に応じて
定める起点から120㎞を超えること

年度

助成件数

松江市

浜田市

隠岐の島町

障害児療養支援
制度

（障害児療養支
援事業実施要
綱）

心臓疾患等、県内
の医療機関では治
療が困難でやむを
得ず県外の医療機
関に長期にわたり
入院する身体に障
がいのある児童を
有する家庭の経済
的負担の軽減を図
る。

・育成医療の対象となる障がいの治療のために入院する医療機関が居住地に応じて
定める起点から120㎞を超えること

中部 関東近畿
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助成制度名 目的 概要

○対象医療

○助成期間

○自己負担額

円

円

※「世帯」とは、住民票の世帯を原則とするが、例外措置がある。

○申請先：各保健所

○財源：国(1/2)、県(1/2)

○事業期間：平成２０年度から７年間

○対象者

対象疾患に罹患している県内に住所を有する者。

○事業内容

円 円 0 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

※重症患者は自己負担なし

○申請先：各保健所

○対象者数：４，５５５人（H21.3月末現在）

○財源：国(1/2)、県(1/2) ※ただし、スモンは国(10/10)

○実績

年度

H16 円 人

H17 円 人

H18 円 人

H19 円 人

H20 円 人

10,000

甲

乙

２３５千円以上

２３５千円未満

患者の１か月の自己負担額（３割及び高額療養費支給後等）が、次表の階層区分に
よる自己負担額を超えた額を、県から保険医療機関等へ交付

肝炎治療医療費
助成事業

（肝炎治療特別
促進事業実施要
綱）

インターフェロン
治療及び核酸アナ
ログ製剤治療に係
る医療費を助成
し、患者の医療機
関へのアクセスを
改善することによ
り、将来の肝硬
変・肝がんの予防
及び肝炎ウィルス
の感染防止を図
る。

Ｂ型及びＣ型肝炎ウｲルスの除去を目的として行うインターフェロン治療並びにＢ
型ウイルス性肝炎に対して行われる核酸アナログ製剤治療で、保険適用となってい
るもの。

自己負担限度額(月額)

20,000

原則として同一患者につき１年とするが、最長８か月まで延長できる場合があ
る。また、核酸アナログ製剤治療については、医師が治療継続が必要と認める場
合、更新を認める。

受給者数

4,010

3,950

4,250

4,702

公費負担額

561,989,942

577,982,848

613,470,206

生計中心者の前年の
所得税課税年額が
5,001円以上15,000円
以下の場合

11,000

18,700

6,900

8,500

730,051,609

対象患者が生計中
心者であるとき
は、左欄により算
出した額の1/2に該
当する額をもって
自己負担限度額と
する。

※同一生計内に２人以上の対象患者がいる場合の２人目以降の者については、上記
表に定める額の1/10の額

生計中心者の前年の
所得税課税年額が
15,001円以上40,000
円以下の場合

生計中心者の前年の
所得税課税年額が
40,001円以上70,000
円以下の場合

生計中心者の前年の
所得税課税年額が
70,001円以上の場合

4,250

5,500

9,350

生計中心者の前年の
所得税が非課税の場
合

2,250

生計中心者の市町村
民税が非課税の場合

入院

0

3,450

外来等

0

4,500

生計中心者の前年の
所得税課税年額が
5,000円以下の場合

原因が不明であっ
て治療方法が確立
していない、いわ
ゆるスモン、ＡＬ
Ｓ、パ－キンソン
病などの難病のう
ち特定疾患につい
て医療の確立と普
及を図ること及び
患者の医療費の負
担軽減を目的とす
る。

特定疾患治療研
究事業

（特定疾患治療
研究事業実施要
領）

生計中心者が患者
本人の場合

階層区分 対象者別の一部自己負担の月額限度額

11,550

675,933,964 4,479

階層区分 世帯の市町村民税（所得割）課税年額

医療費等のうち医療保険各法の給付を除いた額から下表に定める自己負担額を除い
た額を公費負担する。

23,100
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助成制度名 目的 概要

○対象者

○事業内容

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

※重症患者及び血友病患者は自己負担なし

○申請先：各保健所（松江市在住者は松江市役所）

○対象者数：６３８人（H21.3月末現在）

○財源：国(1/2)、県(1/2)

○実績

年度

H16 円 人

H17 円 人 H17.4改正あり

H18 円 人

H19 円 人

H20 円 人

○支給対象

○助成内容

○申請先：各保健所

○財源：国(1/2)、県(1/2)

○実績：平成17年度…131組;134件（12,969千円）

平成18年度…179組;180件（17,700千円）

平成19年度…310組;358件（35,117千円）

平成20年度…267組;412件（39,960千円）

公費負担額 受給者数 備考

※同一生計内に２人以上の対象患児がいる場合は、そのうち１人については表に定
める額の1/10の額

139,784,121

140,414,574

673

732

674

138,773,687 667

2,200

3,400

5,500

0

1,100

1,700

4,200

0

2,100

生計中心者の前年の所得税課税年額が
5,000円以下の場合

生計中心者の前年の所得税課税年額が
5,001円以上15,000円以下の場合

生計中心者の前年の所得税課税年額が
15,001円以上40,000円以下の場合

生計中心者の前年の所得税課税年額が
40,001円以上70,000円以下の場合

2,750

4,650

対象疾患に罹患している県内に住所を有する18歳未満の児童（18歳到達時点におい
て本事業の対象となっており、かつ、18歳到達後も引き続き治療が必要であると認
められる場合には20歳到達までの者を含む。）。

医療費等のうち医療保険各法の給付を除いた額から下表に定める自己負担額を除い
た額を公費負担する。

小児慢性特定疾
患治療研究事業

（児童福祉法第
21条の５）

小児の慢性疾患の
うち、白血病、血
友病、慢性心疾患
など特定の疾患に
ついて医療の確立
と普及を図ること
及び患者家族の負
担軽減を目的とす
る。 入院 外来階層区分

0生活保護法の被保護世帯及び「中国残留
邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国
後の自立支援に関する法律」による支援
給付受給世帯

特定不妊治療費
助成事業

（厚生労働省雇
用均等・児童家
庭局長通知「母
子保健医療対策
等総合支援事業
の実施につい
て）

体外受精や顕微授
精の特定不妊治療
に要する費用の一
部を助成すること
により、その経済
的負担の軽減を図
ることを目的とす
る。

生計中心者の前年の所得税課税年額が
70,001円以上の場合

5,750

9,300

11,500

662

126,422,917

135,839,072

0

1回あたり15万円、年度内2回まで、通算5年、所得制限あり（夫婦の所得730万円未
満）

特定不妊治療以外の治療法によっては妊娠の見込みがないか、又は極めて少ないと
医師に診断された法律上の婚姻をしている夫婦

生計中心者の市町村民税が非課税の場合

生計中心者の前年の所得税が非課税の場
合
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助成制度名 目的 概要

原爆各種手当 ○手当内容（H22年4月1日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

【家族介護】

円

○申請先：各保健所

○財源：介護手当：国(8/10) 、県(2/10)

その他手当…国(10/10)

○被爆者数(単位：人)

年度

人数

※年度末現在

○実績

年度 単位

件

千円

件

千円

件

千円

件

千円

件

千円

件

千円

件

千円

件

千円

※県内に原子爆弾小頭症手当の該当者なし

手当種別 手当額（月額）支給対象

医療特別手当 原子爆弾の放射能を原因とする傷病の状態に
あるという厚生労働大臣の認定を受けた人
で、現にその傷病の状態にある人（認定被爆
者）

重度:上限

中度:上限

介護手当

134,430

50,750

47,300

33,800

16,950

33,800

○重度:身障手帳1級及び2級の 一部程度の障
害

原子爆弾の放射能を原因とする傷病の状態に
あるという厚生労働大臣の認定を受けた人
で、その傷病が治った人

原子爆弾の放射能を原因とする小頭症の状態
にある人
高血圧性心疾患等の循環器機能障害など厚生
労働省令で定める11障害のいずれかを伴う病
気にかかっている人

爆心地から2km以内で直接被爆した人と、当
時その人の胎児であった人

特別手当

原子爆弾小頭
症手当
健康管理手当

保健手当

156

9,925

48

2,444

（原子爆弾被爆
者に対する援護
に関する法律第
24条～第28条、
第31条）

原子爆弾の放射線
を原因とする後遺
症等により生活上
や健康上特別な状
態にある被爆者
の、生活の安定、
健康の保持・増
進、福祉の向上を
図る。

保健手
当（低
額）

上記の人で、身障手帳1級から3級程度の身体
障害、傷痕等(ｹﾛｲﾄﾞ)のある人または70歳以
上の身寄りのない単身居宅生活者

【費用介護】

原子爆弾の放射線を原因とする精神上又は身
体上の障害のために、費用を支出して介護人
を雇っている人

H18 H19 H20 H21

H19

1,846

H20

1,762

H18

1,931

医療特
別手当

特別手
当

健康管
理手当

72 72 72

760,513

9,895

原子爆弾の放射線を原因とする重度の精神上
又は身体上の障害のために、費用を支出せず
に家族の介護を受けている人

104,730

69,810

21,570

○中度:身障手帳2級の一部及び3級程度の障
害

242120

H21

1,676

H17

40

2,105

175

3,789

22,434

5,289

39

2,563

450

7,650

1,670

16,492

2,284 1,675

732,007 674,378

7,086 6,018

9,895

2,284 1,218

21,656 21,657 19,952 18,969

30,645

45 45 33 24

641,170

418 418 355 334

731,973

5,662

156 144 120 96

7,086

48

1,308

4,868 4,056 3,245

33 42 50 52

5,273

152 147 107 96

2,624 2,943 3,096

27 48 45

2,071

保健手
当（高
額）
費用介
護（重
度）
費用介
護（中
度）
家族介
護

1,890 1,651 1,875

3,279 3,171 2,308

備考 単価改正

H17

1,998
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助成制度名 目的 概要

○対象者

○事業内容

※加算基準額･･･入院期間が７日を超えた場合の１日当たりの加算額

※特別加算額･･･入院中に手術療法等を受けた場合の加算額

○申請先：各保健所

○財源：県10/10

○実績：H18、19、20、21は実績なし

○交付内容

・普通調整交付金（定率交付分）

・特別調整交付金

◆医療費適正化：

◆収納率の向上：

◆保健事業：

◆その他特別事情：

○実績(単位：千円)

年度

H17

H18

H19

H20

H21 2,519,854

収納率向上実績に対して交付

国民健康保険調
整交付金

（国民健康保険
法第72条の２）

市町村が行う国民
健康保険の財政に
ついて、地域実情
に応じた国保財政
安定化への取り組
みを促進するとと
もに、特殊な事情
に応じたきめ細か
な財政調整をす
る。

県内市町村の国民健康保険に係る療養の給付等にかかる経費の７％（※）を交付総
額として、その6/7を普通調整交付金、1/7を特別調整交付金として交付する。

国が負担する療養給付費負担金と同様に、療養の給付費の実績に対して定率で交
付する。

各市町村の国保財政に影響を与える特別な事情に応じて交付する。

レセプト点検による財政効果の伸びに対して交付

1,751,598

2,352,774

※H17年度は対象経費の５％を交付総額とし、その4/5を普通調整交付金、1/5を特
別調整交付金として交付

2,293,047 226,807

312,3052,480,837 2,168,532

所得税年額15,001円以下の
世帯

1,300

2,687,548 2,431,152

うち普通

256,396

97,951

193,913

1,849,549

2,546,687

うち特別

国の交付対象外の保健事業に対して交付、保健事業に多額の
経費を要した場合に交付、特定検診の受診率向上実績に対し
交付

備考

高額医療費行動事業にかかる拠出金と、同事業等に係る交付
金との差額が交付金の3％を超える場合に交付

交付額

対象疾患にり患している妊産婦が必要な医療を受けるために入院した場合、下表に
定める額により算定した額を21日を限度として支給する。

特別加算額（円）基準額
（円） 開腹 分娩誘発そ

の他

3,000

3,000

3,000

妊娠高血圧症候
群等療養援護費
支給事業

（妊娠高血圧症
候群等療養援護
費支給要綱）

対象疾患にり患している妊産婦であって母体又は胎児の保護のため医療機関へ入院
して必要な医療を受けた者であり、かつ、入院期間が７日以上の者で、前年分の所
得税課税額の年額15,001円以上の世帯に属する者及び児童福祉法第22条の規定によ
る助産施設への入所措置を受けた者を除く者。

早期に適正な療養
を受けることを容
易にし、症状の重
症化を防ぐことに
より、妊産婦の死
亡、後障害等を防
ぎ併せて未熟児及
び心身障害の発生
の防止を図ること
を目的とする。

加算基準額
(円）

市町村民税非課税世帯

3,000

8,700

8,700

8,700

1,000

900

5,500

生活保護法による被保護世
帯

8,700

800

制度創設

9,100

7,300

6,400所得税非課税世帯
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助成制度名 目的 概要

○助成内容

①保険料（税）軽減分

低所得者の保険料（税）軽減の財政負担を助成する。

②保険者支援分

低所得者を多く抱える保険者（市町村）を支援するため助成する。

○補助率

①県(3/4)、市町村(1/4)

②国(1/2)、県(1/4)、市町村(1/4)

○実績(単位：千円)

年度

H15

H16

H17

H18

H19

H20

H21

○助成内容

○補助率

国(1/4)、県(1/4)、市町村(2/4)

○実績(単位：千円)

年度

H15

H16

H17

H18

H19

H20

H21

自立支援医療 ○対象者

(更生医療)

○対象疾患

1)視覚障がいによるもの

2)聴覚、平衡機能の障がいによるもの

3)音声機能、言語機能又はそしゃく機能の障がいによるもの

4)肢体不自由によるもの

○負担割合

原則１割負担としたうえで、負担上限を設ける。

※太線枠内は高額治療継続者（重度かつ継続）

○申請先：市町村窓口

○財源内訳：国1/2、県1/4、市町村1/4

○Ｈ22予算：141,289千円(県負担分)

1,250,976 92,533

H18.4改正あり

1,879,209 142,268

278,447

1,300,753 99,251

140,113

137,489

136,738

補助率改定

1,840,032

1,821,295

備考

20,000

医療保険の
自己負担限
度額
対象外

本人収入≦80万円

本人収入＞80万円

所得割＜3万3千円

所得割＜23万5千円

252,676

285,176

県負担額

国保の保険料(税)
軽減分等の助成を
することにより、
国保財政の安定化
と保険料(税)負担
の適正化を図る。

273,217

288,919

299,544

保険者（市町村）が負担する高額医療費拠出金の一部（80万円を超える高額医療
費）を負担する。

①軽減分 ②支援分

国民健康保険高
額医療費共同事
業

（国民健康保険
法附則第26条）

備考

高額医療費の一部
を負担することに
より、国保財政の
安定化を図る。

国民健康保険保
険基盤安定負担
金

（国民健康保険
法第72条の２の
２、国民健康保
険法附則第14
項）

576,439

594,830

141,399

身体障害者福祉法第４条に規定する身体上の障がいを有すると認められる者であっ
て、確実なる治療効果が期待しうるもの

身体障害者手帳を
所持している１８
歳以上の者が、障
がいの除去、又は
軽減のために受け
る医療を対象に
「更生医療給付
費」を給付するこ
とにより、日常生
活活動の回復又は
向上を図る。

（障害者自立支
援法第58条第１
項）

5)心臓、腎臓又は小腸の機能の障がいによるもの（日常生活が著しい制限を受け
る程度であると認められるものに限る。）

309,736

区 分

所得割≧23万5千円

2,500

5,000

0

5,000

10,000

生活保護世帯

市町村民税非課税

市町村民税課税

負担上限額(円)

6)ヒト免疫不全ウィルスによる免疫の機能の障がいによるもの（日常生活が著し
い制限を受ける程度であると認められるものに限る。）
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助成制度名 目的 概要

自立支援医療 ○対象者

(精神通院医療)

（障害者自立支
援法第58条第１
項）

○対象となる精神障がい

1)躁及び抑うつ状態

2)幻覚妄想状態

3)精神運動興奮及び昏迷の状態

4)統合失調等残遺状態

5)情動及び行動の障がい

6)不安及び不穏状態

7)痙れん及び意識障がい

8)精神作用物質の乱用及び依存

9)知能障がい

○負担割合

原則１割負担としたうえで、負担上限を設ける。

※太線枠内は高額治療継続者（重度かつ継続）

○申請先：市町村窓口

○財源内訳：国1/2、県1/2

○Ｈ22予算：1,061,196千円

○対象者

○助成する医療費の範囲

○申請先：市町村窓口

○対象者数：26,329人（H21.4.1現在）

○財源内訳：県1/2、市町村1/2

○Ｈ22予算：708,849千円(県補助分)

（うち、270,000千円は電源立地地域対策交付金）

福祉医療費助成対
象者（重度心身障
害がい及びひとり
親家庭）に対し
て、医療費の自己
負担分を助成し、
容易に医療を受け
られるようにする
ことによって、こ
れらの対象者の福
祉の増進を図る。

市町村民税非課税世帯

20歳未満の障がい児(者)

控除額(円)自己負担限度額

40,200

7,500

2,000

入院外

12,000

4,000

1,000

福祉医療費助成
制度

社会保険各法の規定により保険給付の対象となる療養又は医療の給付を受けたと
き、当該療養又は医療に要する費用のうち、社会保険各法又は社会保険各法以外の
法令の規定により被保険者が負担することとなる費用（入院時の食事療養費に係る
標準負担額を除く。）から医療費の１割（次表の限度額を超える場合は、次表の
額）を控除した額。

入院

所得税非課
税世帯

特別障害者
手当の所得
制限を準用

要件 所得制限

一般

重複重度障がい者

ひとり親家庭

65歳以上で３ケ月以上臥床し他人の介護が必
要な者

療育手帳Ａ所持者

身障手帳１～２級所持者

身障手帳３～４級所持者でかつIQ50以下

18歳未満又は20歳未満の高校３学年修了まで
の児童を養育する配偶者のいない者及び当該
児童

対象者

寝たきり者

重度知的障がい者

重度身体障がい者

負担上限額(円)

生活保護世帯 0

精神障がい者が病
院又は診療所に入
院することなく行
われる精神医療に
ついて公費負担す
ることにより、精
神障がいの適正な
医療を普及する。

精神保健及び精神障がい者福祉に関する法律第５条に規定する精神障がい者（統
合失調症、精神作用物質による急性中毒又はその依存症、知的障がい、精神病質そ
の他の精神疾患を有する者）又はてんかんを有する者で、通院による精神医療を継
続的に要する程度の病状にあるもの（現在病状が改善していても、その状態を維持
し、かつ再発を予防するために、なお通院医療を継続する必要のある場合も対象と
なる）

区 分

5,000

所得割＜23万5千円 10,000

所得割≧23万5千円 対象外 20,000

市町村民税課税 所得割＜3万3千円 医療保険の
自己負担限
度額

市町村民税非課税 本人収入≦80万円 2,500

本人収入＞80万円 5,000
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貸 付 事 業 一 覧

事業名 目 的 資金の種類 対 象 者 貸付限度額 期 間 利率 備 考

母子寡婦 配偶者のない女子で現に児 事業開始資金 母子家庭の母、寡 資金ごとに設 資金ごとに設 無利子 青少年家

福祉資金 童を扶養しているもの又は 事業継続資金 婦、母子家庭の母 定 定 又は年 庭課で受

その扶養している児童及び 修学資金、技 が扶養する児童、 1.5％ 付

寡婦に対し、その経済的自 能習得資金、 寡婦が扶養する （浜田

立の助成と生活意欲の助長 修業資金、就 子、父母のない児 市、江津

を図り、あわせてその扶養 職支度資金、 童 市、雲南

している児童の福祉を増進 医療・介護資 市、奥出

するために貸付を行う。 金、生活資金 雲町、飯

住宅資金、転 南町、美

宅資金、就学 郷町、邑

支度資金、結 南町、海

婚資金 士町、西

ノ島町、

知夫村に

ついては

各市町

村）

生活福祉 低所得者、高齢者及び障が 総合支援資金 低所得世帯、 資金ごとに設 ・据置期間 無利子 各市町村

資金 い者に対し、各種資金を低 福祉資金 障がい者世帯、 定 2か月以内～ 又は年 社会福祉

利又は無利子で貸し付ける 教育支援資金 高齢者世帯、 1年6ｹ月以内 ３％ 協議会取

とともに必要な相談支援を 不動産担保型 生活保護受給世帯 ・償還期間 (連帯 扱

行い、その経済的自立及び 生活資金 20年以内で資 保証人

社会参加の促進を図る。 金ごとに設定 がいな

い場合

は無利

子が年

1.5%と

なる資

金あ

り)

臨時特例 離職者を支援するための公 臨時特例つな 住居のない離職者 10万円以内 一括交付 無利子 各市町村

つなぎ資 的給付制度又は公的貸付制 ぎ資金 社会福祉

金 度を申請している住居のな 協議会取

い離職者に対して、その自 扱

立を支援するため、当該給

付又は貸付金の交付を受け

るまでの当面の生活費の迅

速な貸し付けを行う。

障害児療 心臓疾患等県内医療機関で 滞在資金 ・育成医療対象児 入院予定期間 ・据置期間 無利子 島根県社

養支援滞 の治療が困難な疾患のた 童の扶養義務者 １ヶ月未満 退院後１年 会福祉協

在資金 め、やむを得ず県外医療機 ・居住地に応じて ３０万円 以内 議会取扱

関に入院せざるを得ない育 定める起点から１ １ヶ月以上 ・償還期間

成医療の対象児童の療養環 ２０Ｋｍを超える ５０万円 ５年以内

境を整えるために、滞在資 県外医療機関に１

金を貸し付け、当該家庭の ０日以上入院する

経済的負担の軽減を図る。 こと
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事業名 目 的 資金の種類 対 象 者 貸付限度額 期 間 利 率 備 考

配偶者等 配偶者等からの暴力を受け 生活資金 女性相談センター ３０万円 ・据置期間 無利子 窓口は女

からの暴 た被害者に対し、経済的自 住宅借上げ資 により一時保護さ 貸付けの日か 性相談セ

力被害者 立を図るための資金を貸し 金 れた被害者で、一 ら3か月以内 ンター

自立支援 付けることにより、被害者 時保護された施設

金 の生活意欲を喚起し、被害 を退所後６月以内 ・償還期間

者が安定した生活を営める に、生活に必要な 据置期間の満

よう支援する。 収入を得るための 了の日から3

手段の確保が見込 年以内

まれ、その収入を

得るまでの間の生

活に必要な資金の

確保が困難である

こと。



（１）本庁

部長
次長
医療統括監
参事（済生会江津総合病院）

参事（隠岐病院）

管理監（松江赤十字病院）

医療企画監
調整監（益田赤十字病院）

医師確保対策室

健康福祉部の組織（平成22年4月1日）

健 康 福 祉 総 務 課 総 務 情 報 グ ル ー プ
予 算 経 理 グ ル ー プ

健 康 福 祉 部 企 画 調 整 ス タ ッ フ

地 域 福 祉 課 地 域 福 祉 グ ル ー プ
生 活 保 護 グ ル ー プ

指 導 監 査 第 一 ス タ ッ フ
生 活 保 護 支 援 ス タ ッ フ

指 導 監 査 第 二 ス タ ッ フ
石 見 ス タ ッ フ

健 康 推 進 課 疾 病 療 養 支 援 グ ル ー プ

が ん 対 策 ス タ ッ フ
地 域 医 療 支 援 グ ル ー プ

医 療 政 策 課 医 事 グ ル ー プ
看 護 職 員 確 保 グ ル ー プ

医 療 企 画 ス タ ッ フ

青 少 年 育 成 ス タ ッ フ
児 童 ･ 家 庭 相 談 支 援 ス タ ッ フ

母 子 ･ 難 病 支 援 グ ル ー プ
健 康 増 進 グ ル ー プ
医 療 保 険 グ ル ー プ
医療保険・医療事務指導スタッフ

高 齢 者 福 祉 課 運 営 支 援 グ ル ー プ

保 育 支 援 グ ル ー プ
母 子 福 祉 グ ル ー プ

青 少 年 家 庭 課 児 童 福 祉 グ ル ー プ

在 宅 サ ー ビ ス グ ル ー プ
施 設 サ ー ビ ス グ ル ー プ
高 齢 社 会 ・ 援 護 恩 給 グ ル ー プ

薬 事 衛 生 課 水 道 グ ル ー プ

少子化対策推進室

障 が い 福 祉 課 計 画 推 進 グ ル ー プ
自 立 支 援 給 付 グ ル ー プ

就 労 支 援 ス タ ッ フ

薬 事 ・ 営 業 指 導 グ ル ー プ
感 染 症 グ ル ー プ
食 品 衛 生 グ ル ー プ

自 立 支 援 医 療 グ ル ー プ
療 育 支 援 グ ル ー プ
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（２）地方機関

隠岐保健所
総務医事グループ総務保健部

健康増進グループ

島前保健環境グループ

環境衛生部 環境衛生グループ

島前保健環境グループ

食品衛生機動監視ｸﾞﾙｰﾌﾟ(兼 松江保健所)

総務グループ総務管理部 施設管理グループ経営グループ業務グループ企画情報スタッフ経営企画部

松江健康福祉センター 保健福祉部環境衛生部松江健康福祉センター 保健福祉部環境衛生部

保健環境科学研究所
総務企画情報グループ

保健科学部 細菌グループ

環境科学部

湖沼環境スタッフ

大気環境グループ

水環境グループ

原子力環境センター

企画調整・ＧＬＰスタッフ

健
康
福
祉
総
務
課

事務局 総務企画グループ総務経営部 経営グループ栄養管理グループ事務局

<県立施設>

総合福祉センター(指定管理者へ管理委託)

(いきいきプラザ島根・いわみーる)

中央児童相談所
相談支援グループ

総務企画･女性連携スタッフ

隠岐相談室

保健福祉部環境衛生部保健福祉部環境衛生部
出雲児童相談所

判定保護グループ

相談支援グループ

総務･女性相談スタッフ

松江健康福祉センター 保健福祉部環境衛生部松江健康福祉センター 保健福祉部環境衛生部相談支援グループ判定保護グループ松江健康福祉センター 保健福祉部環境衛生部松江健康福祉センター 保健福祉部環境衛生部相談支援グループ判定保護グループ

わかたけ学園
総務グループ

自立支援グループ

<県立施設>

松江高等看護学院(松江市医師会へ管理委託)

石見高等看護学院(益田市医師会へ管理委託)

青
少
年
家
庭
課

心と体の相談センター

<県立施設>

はつらつ体育館

(指定管理者へ管理委託)

障
が
い
福
祉
課

松江健康福祉セン 保健福祉部環境衛生部松江健康福祉セン 保健福祉部環境衛生部
食肉衛生検査所

総務担当

検査グループ

試験グループ

食肉安全管理スタッフ

薬
事
衛
生
課

松江保健所
総務グループ総務保健部

心の健康支援グループ

健康増進グループ

医事・難病支援グループ

環境衛生部 衛生指導グループ

環境保全グループ

食品衛生機動監視グループ

雲南保健所
総務担当総務保健部

健康増進グループ

医事・難病支援グループ

環境衛生部 衛生指導グループ

環境保全グループ

食品衛生機動監視ｸﾞﾙｰﾌﾟ(兼 松江保健所）

出雲保健所
総務グループ総務保健部

心の健康支援グループ

健康増進グループ

医事・難病支援グループ

環境衛生部 衛生指導グループ

環境保全グループ

食品衛生機動監視グループ

動物管理グループ

島前地域危機管理スタッフ

島前地域危機管理スタッフ

地域環境改善スタッフ

県央保健所
総務グループ総務保健部

健康増進グループ

医事・難病支援グループ

環境衛生部 衛生指導グループ

環境保全グループ

食品衛生機動監視ｸﾞﾙｰﾌﾟ(兼 出雲保健所)

浜田保健所
総務担当総務保健部

健康増進グループ

医事・難病支援グループ

環境衛生部 衛生指導グループ

検査グループ

食品衛生機動監視グループ

環境保全グループ

益田保健所
総務担当総務保健部

健康増進グループ

医事・難病支援グループ

環境衛生部 衛生指導グループ

環境保全グループ

食品衛生機動監視ｸﾞﾙｰﾌﾟ(兼 浜田保健所)

総務担当

ウイルスグループ

新病院スタッフ

判定保護グループ

保健福祉部環境衛生部保健福祉部環境衛生部
浜田児童相談所

判定保護グループ

相談支援グループ

総務･女性相談スタッフ

保健福祉部環境衛生部保健福祉部環境衛生部
益田児童相談所

判定保護グループ

相談支援グループ

総務･女性相談スタッフ

女性相談センター

総務・支援企画スタッフ

地域支援グループ

相談・判定グループ

西部分室

児童支援第１グループ

児童支援第２グループ

医
療
対
策
課

島根あさひ社会復帰促進センター診療所

診療スタッフ

健
康
福
祉
総
務
課
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保健所の所管区域（平成 22 年４月１日現在）
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吉賀町

津和野町

益田市

浜田市

大田市

川本町 飯南町

雲南市

出雲市

奥出雲町

東出雲町
斐川町

松
江
市

海士町

西ノ島町

知夫村

雲南保健所

浜田保健所

県央保健所

隠岐保健所

益田保健所

隠岐の島町

江津市 美郷町

邑南町

安来市

松江保健所

出雲保健所



児童相談所の所管区域（平成 22 年４月１日現在）

- 110 -

吉賀町

津和野町

益田市

浜田市

大田市

川本町 飯南町

雲南市

出雲市

奥出雲町

東出雲町
斐川町

松
江
市

海士町

西ノ島町

知夫村

浜田児童相談所

中央児童相談所

（隠岐相談室）

益田児童相談所

隠岐の島町

江津市 美郷町

邑南町

安来市

中央児童相談所

出雲児童相談所



527,069,947 5.2 535,492,571 1.6 8,422,624

59,200,534 9.4 66,670,155 12.6 7,469,621

総 額 2,459,943 ▲ 3.4 2,342,119 ▲ 4.8 ▲ 117,824

一般財源 2,417,113 ▲ 3.2 2,281,580 ▲ 5.6 ▲ 135,533

総 額 2,082,494 ▲ 5.6 1,923,670 ▲ 7.6 ▲ 158,824

一般財源 1,845,198 ▲ 5.1 1,685,829 ▲ 8.6 ▲ 159,369

総 額 10,267,425 55.2 8,490,476 ▲ 17.3 ▲ 1,776,949

一般財源 8,512,548 45.7 5,849,222 ▲ 31.3 ▲ 2,663,326

総 額 17,442,893 5.4 17,856,343 2.4 413,450

一般財源 15,417,047 4.8 15,678,852 1.7 261,805

総 額 10,654,885 1.2 15,813,577 48.4 5,158,692

一般財源 10,277,918 1.4 10,910,712 6.2 632,794

総 額 7,164,850 6.5 9,062,003 26.5 1,897,153

一般財源 6,025,915 3.8 6,660,754 10.5 634,839

総 額 8,281,357 ▲ 1.8 10,217,945 23.4 1,936,588

一般財源 5,730,820 0.1 6,471,673 12.9 740,853

総 額 846,687 60.6 964,022 13.9 117,335

一般財源 658,681 90.8 722,265 9.7 63,584

総 額 59,200,534 9.4 66,670,155 12.6 7,469,621

一般財源 50,885,240 8.2 50,260,887 ▲ 1.2 ▲ 624,353

総 額 201,814 104.7 256,089 26.9 54,275

一般財源 0 0.0 0 0.0 0

総 額 368,209 ▲ 20.7 400,944 8.9 32,735

一般財源 0 0.0 0 0.0 0

（単位：千円、％）

１．一般会計

（１）当初予算の推移（一般会計ベース）

（２）健康福祉部課別当初予算

２．特別会計

１ う ち 健 康 福 祉 部 １

健 康 福 祉 総 務 課

課 名
Ｈ２１当初

（Ａ）
対前年
伸び率

Ｈ２２当初
（Ｂ）

対前年
伸び率

区 分

（単位：千円、％）

対前年
伸び率

対前年
伸び率

Ｈ２２当初
（Ｂ）

区 分

１ 県 予 算 １

健 康 推 進 課

医 療 政 策 課

薬 事 衛 生 課

高 齢 者 福 祉 課

青 少 年 家 庭 課

障 が い 福 祉 課

平成２２年度当初予算の概要

対前年
伸び率

対前年
伸び率

Ｈ２２当初
（Ｂ）

差引増減
(Ｂ)－(Ａ)

島根県立島根あさひ
社会復帰促進センター
診療所特別会計

母子寡婦福祉資金
特別会計

（単位：千円、％）

差引増減
(Ｂ)－(Ａ)

差引増減
(Ｂ)－(Ａ)

健 康 福 祉 部 計

会計名 区 分

地 域 福 祉 課

Ｈ２１当初
（Ａ）

Ｈ２１当初
（Ａ）
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国 勢 調 査 人 口

市町村等 昭和４０年 昭和４５年 昭和５０年 昭和５５年 昭和６０年 平成２年 平成７年 平成１２年 市町村等 平成１７年

松 江 市 110,534 118,005 127,440 135,568 140,005 142,956 147,416 152,616 松 江 市 196,603

浜 田 市 51,483 49,407 50,316 50,799 51,071 49,135 48,515 47,187 浜 田 市 63,046

出 雲 市 68,765 69,078 71,568 77,303 80,749 82,679 84,854 87,330 出 雲 市 146,307

益 田 市 52,729 50,071 50,734 52,756 54,049 52,412 51,559 50,128 益 田 市 52,368

大 田 市 42,322 38,192 37,449 38,026 38,242 36,922 35,333 33,609 大 田 市 40,703

安 来 市 30,778 30,796 32,004 32,660 33,056 32,439 31,637 30,520 安 来 市 43,839

江 津 市 30,209 27,891 27,992 28,264 28,597 27,748 26,958 25,773 江 津 市 27,774

平 田 市 33,128 31,560 30,942 31,067 31,315 30,632 29,707 29,006 雲 南 市 44,403

鹿 島 町 9,249 9,146 9,184 9,094 9,782 9,216 8,820 8,414 東出雲町 14,193

島 根 町 5,435 5,013 4,831 4,982 5,054 4,953 4,824 4,447 奥出雲町 15,812

美保関町 9,423 8,756 8,581 8,484 8,208 7,788 7,290 6,781 飯 南 町 5,979

東出雲町 9,573 10,323 10,360 10,889 11,507 11,448 11,365 12,275 斐 川 町 27,444

八 雲 村 4,162 3,839 3,877 4,736 5,508 6,248 6,694 6,844 川 本 町 4,324

玉 湯 町 5,921 6,046 6,188 6,238 6,368 6,258 6,119 6,114 美 郷 町 5,911

宍 道 町 9,813 9,480 9,445 9,841 9,987 9,836 9,593 9,489 邑 南 町 12,944

八 束 町 5,043 4,791 4,251 4,341 4,607 4,595 4,597 4,584 津和野町 9,515

広 瀬 町 12,444 11,317 10,880 10,723 10,590 10,121 9,613 9,205 吉 賀 町 7,362

伯 太 町 6,888 6,269 5,916 5,938 5,970 5,932 5,684 5,530 海 士 町 2,581

仁 多 町 12,233 10,920 10,155 9,961 9,691 9,350 9,015 8,733 西ノ島町 3,486

横 田 町 11,268 9,958 9,243 9,096 9,015 8,750 8,411 7,956 知 夫 村 725

大 東 町 18,702 17,094 16,575 16,832 16,665 16,114 15,403 14,607 隠岐の島
町

16,904

加 茂 町 7,254 6,835 6,769 6,905 6,949 6,854 6,695 6,737 島根県総
数

742,223

木 次 町 12,647 11,635 11,040 11,009 10,831 10,516 10,394 10,079 日本全国 127,767,994

三刀屋町 10,386 9,358 9,116 9,400 9,251 9,105 8,900 8,561

吉 田 村 3,942 3,288 3,058 2,829 2,795 2,686 2,668 2,434

掛 合 町 6,351 5,445 4,821 4,502 4,490 4,337 4,188 3,905

頓 原 町 5,396 4,145 3,701 3,431 3,457 3,380 3,172 3,099

赤 来 町 6,045 5,018 4,479 4,340 4,193 3,951 3,721 3,442

斐 川 町 23,014 22,384 22,744 23,829 24,592 25,221 25,787 26,816

佐 田 町 7,001 5,911 5,600 5,429 5,316 5,189 4,870 4,576

多 伎 町 5,199 4,424 4,330 4,498 4,543 4,436 4,321 4,215

湖 陵 町 5,662 5,618 5,707 5,951 6,044 5,981 5,779 5,813

大 社 町 19,021 18,350 18,167 18,203 17,970 17,284 16,683 16,020

温泉津町 8,520 6,927 6,160 5,703 5,283 4,863 4,446 4,053

仁 摩 町 7,722 6,356 5,824 5,841 5,752 5,506 5,174 4,911

川 本 町 8,507 7,213 6,803 6,303 6,123 5,512 5,099 4,784

邑 智 町 8,816 7,438 6,664 6,270 5,861 5,360 5,036 4,606

大 和 村 3,663 3,056 2,598 2,568 2,511 2,246 2,175 2,018

羽須美村 4,528 3,690 3,159 2,907 2,823 2,565 2,304 2,078

瑞 穂 町 7,883 6,582 6,152 5,680 5,691 5,518 5,391 5,304

石 見 町 8,948 7,647 7,348 7,147 7,281 7,034 6,761 6,484

桜 江 町 6,602 5,588 4,939 4,521 4,340 4,026 3,782 3,604

金 城 町 6,624 5,628 5,217 5,329 5,800 5,666 5,508 5,216

旭 町 6,055 4,832 4,336 4,058 3,954 3,840 3,354 3,198

弥 栄 村 3,446 2,853 2,375 2,179 2,075 1,869 1,845 1,789

三 隅 町 12,214 10,872 10,009 9,765 9,629 8,901 8,881 8,073

美 都 町 5,352 4,366 3,809 3,551 3,566 3,121 2,941 2,691

匹 見 町 5,256 3,871 3,184 2,733 2,465 2,173 2,096 1,803

津和野町 10,278 8,840 8,011 7,853 7,578 7,072 6,541 6,098

日 原 町 7,759 6,572 5,946 5,570 5,424 5,059 4,848 4,530

柿 木 村 3,034 2,547 2,440 2,337 2,243 2,103 1,940 1,848

六日市町 8,208 7,120 6,682 7,078 6,922 6,622 6,660 6,331

西 郷 町 16,569 14,668 14,409 14,794 14,623 14,142 13,484 13,194

布 施 村 824 741 706 674 575 522 514 522

五 箇 村 2,924 2,394 2,305 2,328 2,298 2,276 2,247 2,173

都 万 村 3,352 2,730 2,377 2,247 2,179 2,150 2,122 2,156

海 士 町 5,145 4,257 3,809 3,537 3,339 3,119 2,857 2,672

西ノ島町 5,840 5,210 5,089 4,830 4,886 4,429 4,048 3,804

知 夫 村 1,531 1,214 1,072 1,068 941 855 802 718

島根県総
数

821,620 773,575 768,886 784,795 794,629 781,021 771,441 761,503

日本全国 98,274,961 103,720,060 111,939,643 117,060,396 121,048,923 123,611,167 125,570,246 126,925,843

資料：総務省「国勢調査」

但し、昭和４０年の布部村（2,068人）は広瀬町、国府町（7,044人）は浜田市へ集計
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保 健 統 計 （平成20年）

出生率 死亡率 婚姻率 離婚率 医師数

（人口千対） （人口千対） （人口千対） （人口千対） 病院 一般診療所 （人口１０万対）

全 国 8.7 9.1 5.8 1.99 6.9 77.6 224.5

島 根 県 7.9 12.5 4.3 1.55 7.9 102.8 263.6

松 江 市
8.7 10.0 4.9 1.71 6.7 107.7 272.4

浜 田 市
6.8 13.1 4.1 1.76 11.5 110.4 227.4

出 雲 市
8.8 11.0 5.0 1.46 6.2 106.5 491.3

益 田 市
7.9 13.3 4.3 1.84 5.9 122.9 233.8

大 田 市
6.5 15.7 3.8 1.36 5.1 133.0 204.7

安 来 市
7.3 12.8 3.5 1.50 11.7 65.7 161.9

江 津 市
5.6 16.5 3.4 1.81 15.1 102.0 192.6

雲 南 市
6.8 13.9 4.2 0.98 7.0 84.0 133.0

東 出 雲 町
10.7 7.3 4.5 2.02 - 62.7 62.7

奥 出 雲 町
5.5 16.4 2.7 1.39 6.6 92.9 126.1

飯 南 町
6.0 20.6 3.7 0.36 17.8 142.2 106.7

斐 川 町
8.8 9.9 4.4 1.30 7.2 54.1 101.0

川 本 町
6.0 16.2 2.2 0.75 24.9 99.8 174.6

美 郷 町
6.8 20.7 2.3 1.80 - 144.1 72.1

邑 南 町
6.7 20.3 2.6 0.49 16.3 130.8 179.8

津 和 野 町
4.9 15.8 2.0 1.02 11.3 79.4 147.5

吉 賀 町
7.2 20.9 2.9 1.15 14.4 86.5 144.1

海 士 町
8.2 18.4 2.0 2.45 - 81.7 122.5

西 ノ 島 町
4.6 17.9 2.8 0.93 30.8 123.4 154.2

知 夫 村
5.0 23.5 - 3.36 - 168.1 168.1

隠 岐 の 島 町
6.6 15.2 2.9 1.88 6.3 87.5 156.3

資料：厚生省「人口動態統計」「医療施設調査」「医師・歯科医師・薬剤師調査」
島根県の人口移動と推計人口：島根県統計調査課編

医療施設数（人口10万対）
市町村等
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都道府県別にみた年次別合計特殊出生率

出生率 順位 出生率 順位 出生率 順位 出生率 順位 出生率 順位 出生率 順位 出生率 順位 出生率 順位 出生率 順位 出生率 順位 出生率 順位 出生率 順位 出生率 順位

北 海 道 1.75 43 1.63 45 1.61 46 1.59 46 1.54 46 1.50 46 1.41 46 1.43 46 1.43 44 1.40 42 1.33 44 1.37 43 1.31 46

青 森 県 1.94 19 1.85 19 1.80 28 1.77 30 1.71 29 1.63 36 1.55 37 1.56 33 1.65 18 1.61 19 1.58 17 1.64 17 1.56 17

岩 手 県 2.08 4 1.95 4 1.88 12 1.85 14 1.78 19 1.79 9 1.72 11 1.72 10 1.76 6 1.73 6 1.68 6 1.71 9 1.62 10

宮 城 県 1.89 28 1.86 15 1.80 28 1.76 31 1.71 29 1.64 34 1.59 29 1.57 29 1.57 32 1.53 32 1.44 37 1.49 35 1.46 36

秋 田 県 1.88 32 1.79 27 1.69 41 1.69 38 1.68 36 1.63 36 1.61 25 1.57 29 1.61 23 1.62 17 1.56 20 1.66 16 1.56 17

山 形 県 2.00 7 1.93 7 1.87 14 1.90 7 1.83 10 1.86 5 1.76 6 1.75 5 1.78 5 1.73 6 1.71 5 1.79 3 1.69 5

福 島 県 2.09 2 1.98 3 1.98 3 1.97 3 1.88 7 1.88 4 1.74 7 1.79 4 1.83 3 1.79 3 1.72 3 1.77 4 1.72 3

茨 城 県 1.98 13 1.87 13 1.86 16 1.84 15 1.80 15 1.72 22 1.63 23 1.64 18 1.64 19 1.60 21 1.54 22 1.57 25 1.53 22

栃 木 県 2.00 7 1.86 15 1.90 9 1.84 15 1.86 8 1.78 14 1.69 12 1.67 15 1.66 17 1.60 21 1.53 25 1.59 22 1.52 24

群 馬 県 1.95 18 1.81 24 1.85 17 1.76 31 1.78 19 1.74 18 1.66 18 1.63 19 1.64 19 1.60 21 1.54 22 1.62 20 1.56 17

埼 玉 県 1.92 21 1.73 37 1.72 40 1.65 42 1.64 39 1.63 36 1.54 38 1.50 40 1.51 39 1.44 39 1.42 39 1.45 39 1.41 39

千 葉 県 1.92 21 1.73 37 1.75 37 1.67 41 1.65 38 1.61 40 1.51 40 1.47 43 1.46 41 1.39 43 1.36 42 1.41 41 1.36 41

東 京 都 1.51 47 1.42 47 1.44 47 1.37 47 1.35 47 1.31 47 1.24 47 1.23 47 1.18 47 1.14 47 1.10 47 1.14 47 1.11 47

神奈川県 1.84 38 1.69 41 1.68 44 1.62 44 1.61 42 1.62 39 1.51 40 1.45 45 1.44 43 1.38 44 1.35 43 1.40 42 1.34 43

新 潟 県 2.01 6 1.87 13 1.88 12 1.87 10 1.82 13 1.79 9 1.74 7 1.69 13 1.71 12 1.67 13 1.65 11 1.69 13 1.59 15

富 山 県 1.88 32 1.76 34 1.79 32 1.78 26 1.70 34 1.71 24 1.59 29 1.56 33 1.55 35 1.52 34 1.49 31 1.54 30 1.49 30

石 川 県 1.98 13 1.86 15 1.79 32 1.79 20 1.71 29 1.74 18 1.66 18 1.60 24 1.58 29 1.56 25 1.48 33 1.58 24 1.46 36

福 井 県 1.98 13 1.92 10 1.93 6 1.90 7 1.92 3 1.83 7 1.83 3 1.75 5 1.73 9 1.69 10 1.68 6 1.75 7 1.67 7

山 梨 県 1.89 28 1.76 34 1.85 17 1.69 38 1.84 9 1.72 22 1.66 18 1.62 21 1.68 15 1.64 15 1.63 14 1.69 13 1.60 13

長 野 県 1.99 11 1.89 12 1.85 17 1.86 12 1.79 18 1.79 9 1.73 10 1.71 11 1.70 13 1.71 8 1.62 15 1.71 9 1.64 8

岐 阜 県 1.85 37 1.79 27 1.81 25 1.72 35 1.74 25 1.69 27 1.58 32 1.57 29 1.55 35 1.54 30 1.49 31 1.51 34 1.49 30

静 岡 県 1.93 20 1.79 27 1.85 17 1.78 26 1.80 15 1.75 16 1.65 21 1.60 24 1.61 23 1.53 32 1.52 26 1.56 26 1.48 32

愛 知 県 1.89 28 1.79 27 1.82 23 1.74 34 1.75 22 1.68 29 1.58 32 1.57 29 1.53 37 1.50 37 1.45 36 1.49 35 1.47 35

三 重 県 1.88 32 1.81 24 1.80 28 1.79 20 1.74 25 1.70 25 1.61 25 1.61 22 1.56 33 1.55 27 1.48 33 1.53 32 1.50 28

滋 賀 県 2.00 7 1.95 4 1.97 4 1.93 5 1.90 5 1.85 6 1.74 7 1.75 5 1.68 15 1.66 14 1.58 17 1.67 15 1.58 16

京 都 府 1.70 46 1.63 45 1.68 44 1.65 42 1.56 45 1.54 44 1.46 44 1.48 42 1.39 46 1.38 44 1.32 45 1.37 43 1.33 44

大 阪 府 1.73 44 1.64 43 1.69 41 1.62 44 1.57 44 1.54 44 1.46 44 1.46 44 1.41 45 1.37 46 1.31 46 1.36 46 1.33 44

兵 庫 県 1.82 39 1.73 37 1.75 37 1.69 38 1.63 40 1.60 41 1.50 42 1.53 38 1.47 40 1.43 40 1.37 41 1.43 40 1.41 39

奈 良 県 1.73 44 1.69 41 1.69 41 1.70 37 1.58 43 1.58 43 1.49 43 1.49 41 1.45 42 1.42 41 1.39 40 1.37 43 1.36 41

和歌山県 1.87 35 1.79 27 1.79 32 1.79 20 1.71 29 1.66 32 1.56 35 1.55 36 1.56 33 1.52 34 1.46 35 1.52 33 1.48 32

鳥 取 県 1.97 16 1.93 7 1.93 6 1.94 4 1.89 6 1.89 3 1.80 4 1.82 3 1.81 4 1.78 4 1.72 3 1.76 5 1.69 5

島 根 県 1.99 11 2.00 2 2.01 2 2.00 2 1.99 2 1.92 2 1.87 2 1.85 2 1.85 2 1.80 2 1.82 2 1.85 2 1.73 2

岡 山 県 1.92 21 1.85 19 1.89 11 1.86 12 1.80 15 1.75 16 1.67 16 1.66 16 1.62 22 1.61 19 1.55 21 1.59 22 1.55 20

広 島 県 1.92 21 1.83 21 1.83 22 1.82 18 1.75 22 1.70 25 1.63 23 1.63 19 1.60 25 1.56 25 1.52 26 1.55 27 1.48 32

山 口 県 1.81 40 1.77 33 1.82 23 1.79 20 1.71 29 1.64 34 1.58 32 1.56 33 1.59 27 1.54 30 1.51 29 1.55 27 1.50 28

徳 島 県 1.76 41 1.76 34 1.80 28 1.79 20 1.68 36 1.69 27 1.56 35 1.61 22 1.58 29 1.52 34 1.52 26 1.48 37 1.52 24

香 川 県 1.87 35 1.82 23 1.81 25 1.81 19 1.75 22 1.73 20 1.61 25 1.60 24 1.58 29 1.55 27 1.50 30 1.54 30 1.51 26

愛 媛 県 1.91 26 1.79 27 1.78 35 1.78 26 1.72 27 1.67 31 1.61 25 1.60 24 1.59 27 1.59 24 1.54 22 1.55 27 1.53 22

高 知 県 1.92 21 1.64 43 1.81 25 1.79 20 1.70 34 1.65 33 1.59 29 1.54 37 1.60 25 1.55 27 1.64 13 1.61 21 1.51 26

福 岡 県 1.76 41 1.73 37 1.75 37 1.71 36 1.62 41 1.59 42 1.54 38 1.52 39 1.53 37 1.47 38 1.43 38 1.48 37 1.42 38

佐 賀 県 1.96 17 1.92 10 1.95 5 1.91 6 1.83 10 1.80 8 1.69 12 1.75 5 1.73 9 1.69 10 1.67 10 1.73 8 1.64 8

長 崎 県 2.00 7 1.86 15 1.87 14 1.87 10 1.81 14 1.76 15 1.69 12 1.70 12 1.75 7 1.69 10 1.68 6 1.71 9 1.60 13

熊 本 県 1.89 28 1.83 21 1.85 17 1.83 17 1.76 21 1.73 20 1.67 16 1.65 17 1.69 14 1.64 15 1.61 16 1.63 18 1.61 12

大 分 県 1.91 26 1.81 24 1.78 35 1.78 26 1.72 27 1.68 29 1.65 21 1.58 28 1.64 19 1.62 17 1.57 19 1.63 18 1.55 20

宮 崎 県 2.09 2 1.93 7 1.90 9 1.90 7 1.83 10 1.79 9 1.77 5 1.68 14 1.74 8 1.74 5 1.68 6 1.76 5 1.70 4

鹿児島県 2.05 5 1.95 4 1.93 6 1.75 33 1.91 4 1.79 9 1.69 12 1.73 9 1.72 11 1.70 9 1.65 11 1.71 9 1.62 10

沖 縄 県 2.70 1 2.37 1 2.31 1 2.27 1 2.15 1 2.10 1 2.02 1 1.95 1 2.02 1 1.98 1 1.94 1 1.96 1 1.87 1

全 国 1.85 1.75 1.76 1.72 1.69 1.66 1.57 1.54 1.53 1.50 1.46 1.50 1.42

資料：厚生省「人口動態統計」

Ｓ６１ Ｓ６２ Ｓ６３ Ｈ１ Ｈ４ Ｈ５ Ｈ７Ｓ５１ Ｓ５５ Ｈ２ Ｈ３Ｓ６０ Ｈ６
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出生率 順位 出生率 順位 出生率 順位 出生率 順位 出生率 順位 出生率 順位 出生率 順位 出生率 順位 出生率 順位 出生率 順位 出生率 順位 出生率 順位 出生率 順位

1.30 45 1.27 45 1.26 44 1.20 46 1.23 46 1.21 45 1.22 42 1.20 42 1.19 44 1.15 46 1.18 46 1.19 45 1.20 46 北 海 道

1.54 19 1.50 20 1.50 17 1.46 16 1.47 23 1.47 15 1.44 15 1.35 26 1.35 25 1.29 35 1.31 35 1.28 38 1.30 37 青 森 県

1.58 12 1.53 14 1.57 10 1.52 8 1.56 12 1.52 10 1.50 10 1.45 11 1.43 12 1.41 14 1.39 19 1.39 22 1.39 26 岩 手 県

1.42 37 1.38 37 1.39 37 1.35 37 1.39 37 1.33 37 1.31 37 1.27 37 1.24 39 1.24 39 1.25 39 1.27 39 1.29 39 宮 城 県

1.52 21 1.52 16 1.48 19 1.45 18 1.45 28 1.40 26 1.37 30 1.31 36 1.30 35 1.34 31 1.34 30 1.31 34 1.32 36 秋 田 県

1.69 5 1.63 7 1.61 7 1.59 4 1.62 5 1.58 7 1.54 5 1.49 5 1.47 8 1.45 11 1.45 11 1.42 16 1.44 15 山 形 県

1.71 3 1.65 4 1.65 3 1.63 2 1.65 3 1.60 3 1.57 2 1.54 2 1.51 3 1.49 4 1.49 9 1.49 8 1.52 8 福 島 県

1.49 25 1.45 25 1.44 26 1.42 24 1.47 23 1.40 29 1.38 26 1.34 29 1.33 31 1.32 32 1.35 27 1.35 28 1.37 29 茨 城 県

1.50 23 1.44 27 1.44 26 1.41 26 1.48 21 1.43 20 1.40 23 1.38 17 1.37 19 1.40 16 1.40 16 1.39 22 1.42 21 栃 木 県

1.52 21 1.48 21 1.45 24 1.41 26 1.51 16 1.42 24 1.41 19 1.38 17 1.35 23 1.39 17 1.36 24 1.36 27 1.40 24 群 馬 県

1.37 40 1.31 40 1.28 42 1.23 42 1.30 41 1.24 41 1.23 41 1.21 40 1.20 42 1.22 40 1.24 40 1.26 40 1.28 41 埼 玉 県

1.33 42 1.28 43 1.26 44 1.22 44 1.30 41 1.24 42 1.24 40 1.20 42 1.22 40 1.22 41 1.23 41 1.25 41 1.29 39 千 葉 県

1.07 47 1.05 47 1.05 47 1.03 47 1.07 47 1.00 47 1.02 47 1.00 47 1.01 47 1.00 47 1.02 47 1.05 47 1.09 47 東 京 都

1.31 44 1.28 43 1.28 42 1.24 41 1.28 44 1.22 44 1.22 42 1.21 40 1.20 41 1.19 43 1.23 41 1.25 41 1.27 43 神奈川県

1.58 12 1.54 13 1.54 14 1.48 15 1.51 16 1.45 18 1.38 26 1.34 29 1.34 27 1.34 30 1.37 21 1.37 25 1.37 29 新 潟 県

1.49 25 1.44 27 1.44 26 1.43 22 1.45 28 1.40 28 1.41 19 1.35 26 1.37 18 1.37 23 1.34 30 1.34 30 1.38 27 富 山 県

1.46 32 1.42 32 1.45 24 1.38 33 1.45 28 1.40 31 1.37 30 1.38 17 1.35 24 1.35 27 1.36 24 1.40 20 1.41 22 石 川 県

1.65 7 1.59 8 1.60 8 1.57 6 1.60 8 1.52 9 1.51 8 1.47 10 1.45 11 1.50 2 1.50 6 1.52 6 1.54 6 福 井 県

1.57 15 1.52 16 1.48 19 1.44 21 1.51 16 1.42 23 1.39 25 1.37 21 1.36 22 1.38 20 1.34 30 1.35 28 1.35 33 山 梨 県

1.58 12 1.56 10 1.57 10 1.52 8 1.59 9 1.50 13 1.47 13 1.44 13 1.42 14 1.46 9 1.44 13 1.47 11 1.45 12 長 野 県

1.47 30 1.41 35 1.43 31 1.40 28 1.47 23 1.37 35 1.38 26 1.36 23 1.31 33 1.37 22 1.35 27 1.34 30 1.35 33 岐 阜 県

1.46 32 1.42 32 1.42 33 1.39 31 1.47 23 1.40 30 1.41 19 1.37 21 1.37 20 1.39 19 1.39 19 1.44 14 1.44 15 静 岡 県

1.43 36 1.39 36 1.42 33 1.38 33 1.44 35 1.36 36 1.34 35 1.32 33 1.34 28 1.34 29 1.36 24 1.38 24 1.43 17 愛 知 県

1.46 32 1.43 29 1.43 31 1.38 33 1.48 21 1.38 33 1.40 23 1.35 26 1.34 26 1.36 25 1.35 27 1.37 25 1.38 27 三 重 県

1.57 15 1.51 18 1.51 16 1.49 14 1.53 14 1.46 16 1.44 15 1.41 15 1.41 15 1.39 18 1.41 15 1.42 16 1.45 12 滋 賀 県

1.30 45 1.26 46 1.26 44 1.22 44 1.28 44 1.20 46 1.17 46 1.15 46 1.14 46 1.18 45 1.19 45 1.18 46 1.22 44 京 都 府

1.32 43 1.30 41 1.31 40 1.28 40 1.31 40 1.24 40 1.22 42 1.20 42 1.20 43 1.21 42 1.22 43 1.24 43 1.28 41 大 阪 府

1.39 39 1.37 39 1.38 38 1.35 37 1.38 38 1.29 39 1.29 38 1.25 38 1.24 38 1.25 38 1.28 38 1.30 36 1.34 35 兵 庫 県

1.34 41 1.30 41 1.30 41 1.23 42 1.30 41 1.22 43 1.21 45 1.18 45 1.16 45 1.19 44 1.22 43 1.22 44 1.22 44 奈 良 県

1.49 25 1.42 32 1.44 26 1.40 28 1.45 28 1.41 25 1.35 33 1.32 33 1.28 36 1.32 34 1.34 30 1.34 30 1.41 22 和歌山県

1.62 10 1.64 6 1.62 4 1.52 8 1.62 5 1.58 6 1.51 8 1.53 3 1.50 4 1.47 8 1.51 4 1.47 11 1.43 17 鳥 取 県

1.73 2 1.67 2 1.67 2 1.61 3 1.65 3 1.60 5 1.52 6 1.48 8 1.48 6 1.50 3 1.53 3 1.53 5 1.51 9 島 根 県

1.53 20 1.51 18 1.49 18 1.45 18 1.51 16 1.46 17 1.44 15 1.38 17 1.38 17 1.37 24 1.40 16 1.41 19 1.43 17 岡 山 県

1.46 32 1.43 29 1.42 33 1.37 36 1.41 36 1.37 34 1.34 35 1.34 29 1.33 30 1.34 28 1.37 21 1.43 15 1.45 12 広 島 県

1.49 25 1.45 25 1.46 22 1.42 24 1.47 23 1.43 21 1.41 19 1.36 23 1.36 21 1.38 21 1.40 16 1.42 16 1.43 17 山 口 県

1.48 29 1.43 29 1.42 33 1.39 31 1.45 28 1.39 32 1.36 32 1.32 33 1.31 32 1.26 36 1.31 35 1.30 36 1.30 37 徳 島 県

1.47 30 1.48 21 1.47 21 1.45 18 1.53 14 1.43 19 1.46 14 1.42 14 1.43 13 1.43 13 1.42 14 1.48 9 1.47 11 香 川 県

1.50 23 1.48 21 1.46 22 1.40 28 1.45 28 1.40 27 1.35 33 1.36 23 1.33 29 1.35 26 1.37 21 1.40 20 1.40 24 愛 媛 県

1.56 18 1.46 24 1.44 26 1.43 22 1.45 28 1.42 22 1.38 26 1.34 29 1.30 34 1.32 33 1.33 34 1.31 34 1.36 32 高 知 県

1.41 38 1.38 37 1.37 39 1.31 39 1.36 39 1.31 38 1.29 38 1.25 38 1.25 37 1.26 37 1.30 37 1.34 30 1.37 29 福 岡 県

1.67 6 1.65 4 1.62 4 1.59 4 1.67 2 1.62 2 1.56 3 1.51 4 1.49 5 1.48 7 1.50 6 1.51 7 1.55 5 佐 賀 県

1.64 8 1.56 10 1.58 9 1.52 8 1.57 11 1.52 11 1.48 12 1.45 11 1.46 10 1.45 12 1.49 9 1.48 9 1.50 10 長 崎 県

1.61 11 1.56 10 1.55 13 1.52 8 1.56 12 1.52 12 1.50 10 1.48 8 1.47 7 1.46 10 1.50 6 1.54 3 1.58 4 熊 本 県

1.57 15 1.53 14 1.52 15 1.46 16 1.51 16 1.48 14 1.42 18 1.41 15 1.40 16 1.40 15 1.45 11 1.47 11 1.53 7 大 分 県

1.71 3 1.66 3 1.62 4 1.56 7 1.62 5 1.60 4 1.56 3 1.49 5 1.52 2 1.48 6 1.55 2 1.59 2 1.60 2 宮 崎 県

1.63 9 1.59 8 1.56 12 1.50 13 1.58 10 1.53 8 1.52 6 1.49 5 1.46 9 1.49 5 1.51 4 1.54 3 1.59 3 鹿児島県

1.86 1 1.81 1 1.83 1 1.79 1 1.82 1 1.83 1 1.76 1 1.72 1 1.72 1 1.72 1 1.74 1 1.75 1 1.78 1 沖 縄 県

1.43 1.39 1.38 1.34 1.36 1.33 1.32 1.29 1.29 1.26 1.32 1.34 1.37 全 国

Ｈ１９ Ｈ２０Ｈ１８Ｈ１６Ｈ１４ Ｈ１７Ｈ１５Ｈ１１ Ｈ１３Ｈ１２Ｈ８ Ｈ９ Ｈ１０
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市町村の出生数及び出生率の推移

出生数 出生率 出生数 出生率 出生数 出生率 出生数 出生率 出生数 出生率 出生数 出生率

松 江 市 2,431 13.0 2,176 11.3 1,910 9.9 1,843 9.3 1,682 8.5 1,696 8.7

浜 田 市 833 11.6 704 9.9 583 8.6 527 7.9 495 7.7 413 6.8

出 雲 市 1,843 12.7 1,633 11.1 1,469 10.0 1,395 9.5 1,327 9.1 1,275 8.8

益 田 市 732 12.5 581 9.7 490 8.6 444 8.0 417 7.8 401 7.9

大 田 市 514 10.5 488 10.1 376 8.2 321 7.4 306 7.3 255 6.5

安 来 市 593 12.0 498 10.1 383 8.0 382 8.3 349 7.9 310 7.3

江 津 市 383 11.8 284 8.7 244 7.9 240 8.0 213 7.5 149 5.6

雲 南 市 599 11.7 457 9.1 407 8.4 349 7.4 313 6.9 293 6.8

市 計 7,928 6,821 5,862 5,501 5,102 4,792

東出雲町 144 12.8 112 9.6 87 7.7 101 8.7 188 13.6 153 10.7

奥出雲町 198 10.6 179 9.7 163 9.3 109 6.4 99 6.1 83 5.5

飯 南 町 84 11.0 66 8.9 67 9.6 35 5.3 37 5.8 34 6.0

斐 川 町 294 12.1 297 11.9 252 9.8 270 10.2 274 10.1 243 8.8

川 本 町 59 9.8 57 9.8 40 7.6 38 7.8 27 6.0 24 6.0

美 郷 町 68 8.0 50 6.2 43 5.9 36 5.2 41 6.6 38 6.8

邑 南 町 151 9.8 134 8.7 107 7.3 76 5.4 74 5.5 82 6.7

津和野町 144 10.9 111 8.8 72 6.2 73 6.7 43 4.3 43 4.9

吉 賀 町 94 10.4 83 9.4 68 8.0 63 7.6 36 4.5 50 7.2

海 士 町 29 8.6 20 6.2 22 7.5 13 4.7 7 2.8 20 8.2

西ノ島町 77 16.2 41 8.9 17 4.0 27 6.9 11 3.1 15 4.6

知 夫 村 12 11.8 6 6.9 3 3.6 3 4.0 7 9.5 3 5.0

隠岐の島町 254 12.8 179 9.2 156 8.3 146 8.1 146 8.3 105 6.6

町 村 計 1,608 1,335 1,097 990 990 893

県 計 9,536 12.1 8,156 10.3 6,959 9.0 6,491 8.5 6,092 8.3 5,685 7.9

注1：出生率は、人口千人あたりの数値。

注2：平成15年以前の数値については、市町村合併後の市町村ごとに再計算した。

Ｈ５ Ｈ２０
市町村

Ｓ５８ Ｓ６３ Ｈ１０ Ｈ１５
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年齢階級別人口の年次推移

出生児数の年次推移
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資料:総務省「国勢調査」
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資料：厚生労働省「人口動態調査」
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自然増減の年次推移

社会増減の年次推移
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資料：厚生労働省「人口動態調査」
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資料：「島根の人口移動と推計人口」
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有配偶者女性人口と出生児数の年次推移

母の年齢階級別合計特殊出生率の年次推移
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資料：総務省「国勢調査」／厚生労働省「人口動態調査」
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資料：厚生労働省「人口動態調査」
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年齢階級別未婚率の年次推移
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資料:総務省「国勢調査」

資料:総務省「国勢調査」
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県内市町村高齢化率

６５歳以上人口 率 順位 前年比 ７５歳以上人口 率 順位 前年比

県 計 720,112 208,411 28.9% 0.4% 117,208 16.3% 0.5% 35.4%

松 江 市 194,402 47,505 24.4% 19 0.5% 25,063 12.9% 19 0.4% 30.2%

浜 田 市 60,228 18,530 30.8% 16 0.5% 10,447 17.3% 15 0.5% 37.0%

出 雲 市 144,960 37,758 26.0% 18 0.4% 20,649 14.2% 18 0.4% 32.3%

益 田 市 49,985 15,430 30.9% 15 0.6% 8,526 17.1% 16 0.7% 37.6%

大 田 市 38,621 13,342 34.5% 11 0.4% 8,011 20.7% 11 0.6% 41.3%

安 来 市 42,136 12,786 30.3% 17 0.5% 7,069 16.8% 17 0.4% 36.9%

江 津 市 26,054 8,629 33.1% 13 0.6% 5,018 19.3% 14 0.4% 39.8%

雲 南 市 42,428 13,984 33.0% 14 0.3% 8,465 20.0% 13 0.6% 39.8%

東 出 雲 町 14,480 3,155 21.8% 21 0.3% 1,482 10.2% 21 0.4% 28.0%

奥 出 雲 町 14,728 5,356 36.4% 10 0.4% 3,289 22.3% 10 0.6% 43.9%

飯 南 町 5,513 2,172 39.4% 7 0.4% 1,384 25.1% 6 1.2% 46.8%

斐 川 町 27,789 6,698 24.1% 20 0.3% 3,560 12.8% 20 0.3% 30.3%

川 本 町 3,972 1,671 42.1% 3 0.4% 1,066 26.8% 3 1.0% 48.9%

美 郷 町 5,411 2,342 43.3% 2 0.9% 1,500 27.7% 1 0.9% 50.6%

邑 南 町 12,033 4,931 41.0% 5 0.3% 3,161 26.3% 4 0.4% 48.1%

津 和 野 町 8,621 3,577 41.5% 4 0.8% 2,158 25.0% 7 0.9% 47.8%

吉 賀 町 6,856 2,780 40.5% 6 0.2% 1,759 25.7% 5 0.6% 48.0%

海 士 町 2,434 926 38.0% 9 -0.1% 546 22.4% 9 0.1% 44.5%

西 ノ 島 町 3,188 1,235 38.7% 8 0.4% 749 23.5% 8 0.7% 44.5%

知 夫 村 582 294 50.5% 1 0.8% 161 27.7% 2 0.3% 59.5%

隠岐の島町 15,691 5,310 33.8% 12 0.6% 3,145 20.0% 12 0.8% 40.5%

(注）平成１７年国勢調査（第1次基本集計結果：確定値）を基準として算出した推計人口である。

前年比：平成２１年高齢化（後期高齢化）率－平成２０年高齢化（後期高齢化）率

参考資料：島根県の人口移動と推計人口（平成２０年）：島根県統計調査課編

市町村名

Ｈ２１．１０．１（推計人口）

総人口
高齢化率 後期高齢化率

２０歳以上人口に
占める高齢者率
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市町村別高齢化率(平成１７年国勢調査を基準とした推計人口)
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吉賀町

40.5％

津和野町

41.5％

益田市

30.9％

浜田市

30.8％

大田市

34.5％

川本町

42.1％

飯南町

39.4％

雲南市

33.0％

出雲市

26.0％

奥出雲町

36.4％

東出雲町

21.8％斐川町

24.1％

松江市

24.4％

海士町

38.0％

西ノ島町

38.7％

知夫村

50.5％

隠岐の島町

33.8％

江津市

33.1％
美郷町

43.3％

邑南町

41.0％

安来市

30.3％

島根県平均値 ２８．９％

【凡例】

０．０％～２７．０％

２７．１％～３５．０％

３５．１％～



平 均 寿 命 年次・都道府県（１３大都市再掲）別

平均寿命 順位 平均寿命 順位 平均寿命 順位 平均寿命 順位 平均寿命 順位 平均寿命 順位 平均寿命 順位 平均寿命 順位 平均寿命 順位 平均寿命 順位

全 国 74.95 … 76.04 … 76.70 … 77.71 … 78.79 … 80.75 … 82.07 … 83.22 … 84.62 … 85.75 …

(76.72) (83.26)

北 海 道 74.50 29 75.67 32 76.56 28 77.55 28 78.30 33 80.42 35 81.92 34 83.41 22 84.84 18 85.78 25

青 森 県 73.05 47 74.18 47 74.71 47 75.67 47 76.27 47 79.90 46 81.49 45 82.51 46 83.96 47 84.80 47

岩 手 県 74.27 39 75.43 39 76.35 33 77.09 39 77.81 45 80.69 26 81.93 33 83.41 23 84.60 29 85.49 37

宮 城 県 75.11 19 76.29 18 77.00 15 77.71 23 78.60 27 80.69 26 82.15 22 83.32 26 84.74 24 85.75 26

秋 田 県 74.12 42 75.29 42 75.92 44 76.81 46 77.44 46 80.29 40 81.80 38 83.12 35 84.32 40 85.19 45

山 形 県 74.99 22 76.37 11 76.99 16 77.69 24 78.54 28 80.86 21 82.10 25 83.23 29 84.57 31 85.72 27

福 島 県 74.38 34 75.71 30 76.47 30 77.18 37 77.97 42 80.25 42 81.95 31 82.93 39 84.21 43 85.45 39

茨 城 県 74.35 36 75.67 31 76.32 34 77.20 35 78.35 30 79.97 45 81.59 44 82.87 41 84.21 44 85.26 43

栃 木 県 74.36 35 75.38 41 76.12 41 77.14 38 78.01 40 79.98 44 81.30 46 82.76 43 84.04 45 85.03 46

群 馬 県 75.11 19 76.36 13 76.98 18 77.86 20 78.78 22 80.39 37 81.90 35 83.12 34 84.47 35 85.47 38

埼 玉 県 75.20 17 76.31 17 76.95 19 78.05 10 79.05 15 80.65 29 81.75 39 82.92 40 84.34 37 85.29 42

千 葉 県 75.27 15 76.46 8 76.89 23 78.05 11 78.95 18 80.88 20 82.19 19 83.19 31 84.51 32 85.49 36

東 京 都 75.60 5 76.35 14 76.91 20 77.98 15 79.36 5 81.09 11 82.09 27 83.12 33 84.38 36 85.70 28

神奈川県 75.59 6 76.70 4 77.20 6 78.24 5 79.52 3 81.22 7 82.35 14 83.35 25 84.74 23 86.03 18

新 潟 県 74.83 25 76.49 7 76.98 17 77.66 25 78.75 23 80.86 21 82.50 6 83.66 11 85.19 9 86.27 9

富 山 県 74.81 27 76.14 24 77.16 9 78.03 12 79.07 12 80.80 25 82.35 13 83.86 5 85.24 7 86.32 7

石 川 県 75.28 13 76.38 10 77.16 8 77.96 16 79.26 8 80.89 19 82.24 17 83.54 17 85.18 10 86.46 6

福 井 県 75.64 3 76.84 2 77.51 2 78.55 2 79.47 4 81.01 12 82.36 12 83.63 12 85.39 2 86.25 11

山 梨 県 75.02 21 76.26 20 76.82 25 77.90 19 78.89 21 80.94 15 82.39 10 83.67 8 85.21 8 86.17 12

長 野 県 75.91 2 77.44 1 78.08 1 78.90 1 79.84 1 81.13 9 82.71 4 83.89 4 85.31 3 86.48 5

岐 阜 県 75.53 7 76.72 3 77.17 7 78.10 9 79.00 16 80.31 39 81.69 41 83.00 37 84.33 39 85.56 35

静 岡 県 75.48 8 76.58 6 77.22 5 78.15 8 79.35 6 81.37 4 82.47 7 83.70 7 84.95 14 86.06 16

愛 知 県 75.44 9 76.32 15 76.90 21 78.01 13 79.05 14 80.51 34 81.63 43 82.80 42 84.22 42 85.40 40

三 重 県 74.87 23 76.03 26 76.76 27 77.90 18 78.90 20 80.61 31 82.01 30 83.02 36 84.49 34 85.58 34

滋 賀 県 75.34 11 76.36 12 77.13 12 78.19 6 79.60 2 80.63 30 81.88 37 83.20 30 84.92 15 86.17 13

京 都 府 75.39 10 76.39 9 77.14 11 78.15 7 79.34 7 80.68 28 82.07 29 83.44 19 84.81 20 85.92 19

大 阪 府 74.01 46 75.02 46 75.90 45 76.97 43 78.21 36 79.84 47 81.16 47 82.52 45 84.01 46 85.20 44

兵 庫 県 74.47 30 75.59 34 75.54 46 77.57 27 78.72 24 80.40 36 81.64 42 81.83 47 84.34 38 85.62 33

奈 良 県 74.87 23 76.15 22 77.14 10 78.36 3 79.25 9 80.27 41 81.89 36 82.96 38 84.80 21 85.84 24

和歌山県 74.19 40 75.23 44 76.07 43 77.01 41 77.97 41 80.13 43 81.70 40 82.71 44 84.23 41 85.34 41

鳥 取 県 74.40 32 75.66 33 76.09 42 77.39 31 78.26 34 81.11 10 82.33 15 83.59 14 84.91 16 86.27 8

島 根 県 75.30 12 76.15 22 76.90 22 77.54 29 78.49 29 81.60 2 83.09 2 84.03 3 85.30 5 86.57 2

岡 山 県 75.28 13 76.32 16 77.03 14 77.80 21 79.22 11 81.31 5 82.70 5 83.81 6 85.25 6 86.49 4

広 島 県 75.19 18 76.22 21 76.77 26 77.76 22 79.06 13 80.94 15 82.38 11 83.66 9 85.09 12 86.27 10

山 口 県 74.45 31 75.74 29 76.36 32 77.03 40 78.11 38 81.16 8 82.46 8 83.57 15 84.61 28 85.63 32

徳 島 県 74.35 36 75.47 35 76.21 36 77.19 36 78.09 39 80.56 33 81.93 32 83.17 32 84.49 33 85.67 30

香 川 県 75.61 4 76.09 25 77.12 13 77.99 14 78.91 19 81.28 6 82.13 23 83.47 18 84.85 17 85.89 20

愛 媛 県 74.75 28 75.82 28 76.43 31 77.30 32 78.25 35 81.01 12 82.24 18 83.28 27 84.57 30 85.64 31

高 知 県 74.04 45 75.44 38 76.18 37 76.85 45 77.93 44 80.97 14 82.44 9 83.57 16 84.76 22 85.87 21

福 岡 県 74.19 40 75.24 43 76.12 40 77.21 34 78.35 31 80.91 18 82.19 20 83.44 20 84.62 27 85.84 23

佐 賀 県 74.32 38 75.45 36 76.26 35 76.95 44 78.31 32 80.94 15 82.17 21 83.43 21 85.07 13 86.04 17

長 崎 県 74.09 43 75.14 45 76.15 38 77.21 33 78.13 37 80.81 24 82.10 26 83.23 28 84.81 19 85.85 22

熊 本 県 75.24 16 76.27 19 77.31 3 78.29 4 79.22 10 81.47 3 82.85 3 84.39 2 85.30 4 86.54 3

大 分 県 74.82 26 75.98 27 76.83 24 77.91 17 78.99 17 80.58 32 82.08 28 83.61 13 84.69 25 86.06 15

宮 崎 県 74.39 33 75.45 37 76.53 29 77.42 30 78.62 26 80.84 23 82.30 16 83.66 10 85.09 11 86.11 14

鹿児島県 74.09 43 75.39 40 76.13 39 76.98 42 77.97 43 80.34 38 82.10 24 83.36 24 84.68 26 85.70 29

沖 縄 県 76.34 1 76.67 5 77.22 4 77.64 26 78.64 25 83.70 1 84.47 1 85.08 1 86.01 1 86.88 1

（再掲）
東京都区部 75.34 … 76.07 … 76.57 … 77.67 … 79.04 … 80.93 … 81.94 … 82.88 … 84.23 … 85.59 …

札 幌 市 75.33 … 76.27 … 77.41 … 78.55 … 79.05 … 80.87 … 82.57 … 84.41 … 85.61 … 86.26 …

仙 台 市 ・ ・ 76.98 … 77.79 … 78.50 … 79.73 … ・ ・ 82.50 … 83.79 … 85.32 … 86.21 …
さいたま市 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 79.75 … ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 85.83

千 葉 市 ・ ・ ・ ・ 77.26 … 78.82 … 79.39 … ・ ・ ・ ・ 83.55 … 84.73 … 85.75 …

横 浜 市 75.45 … 76.62 … 77.17 … 78.46 … 79.77 … 81.60 … 82.19 … 83.25 … 84.83 … 86.18 …

川 崎 市 75.53 … 76.38 … 76.65 … 77.62 … 79.01 … 81.24 … 82.07 … 83.07 … 84.46 … 86.22 …

静 岡 市 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 78.97 … ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 85.91

名古屋市 75.00 … 75.78 … 76.42 … 77.67 … 78.60 … 80.42 … 81.32 … 82.70 … 84.06 … 85.23 …

京 都 市 75.22 … 76.23 … 76.94 … 78.08 … 79.13 … 80.62 … 81.95 … 83.31 … 84.73 … 85.77 …

大 阪 市 72.91 … 73.97 … 74.69 … 75.74 … 76.99 … 79.38 … 80.60 … 81.95 … 83.38 … 84.53 …

堺 市 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 78.58 … ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 85.22

神 戸 市 74.18 … 75.20 … 74.11 … 77.48 … 78.81 … 80.26 … 81.52 … 79.98 … 84.26 … 85.70 …
(75.46) (82.06)

広 島 市 75.85 … 76.47 … 76.98 … 77.96 … 79.45 … 81.39 … 82.60 … 83.82 … 85.20 … 86.33 …

北九州市 73.94 … 74.73 … 75.82 … 77.00 … 77.81 … 80.66 … 81.91 … 83.04 … 84.21 … 85.55 …

福 岡 市 74.75 … 75.81 … 76.62 … 77.72 … 79.17 … 81.33 … 82.63 … 84.13 … 84.79 … 86.27 …
注： （ ）内の数値は、阪神・淡路大震災の影響を除去した場合の数値である。
資料：「平成１７年都道府県別生命表」（厚生労働省大臣官房統計情報部）

平成12年('00) 平成17年('05) 平成12年('00) 平成17年('05)

女男

昭和60年('85) 平成2年('90) 平成7年('95) 昭和60年('85) 平成2年('90) 平成7年('95)
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人口 平均寿命 人口 平均寿命

島 根 県 352,260 78.5 385,493 86.6
松 江 市 94,330 79.2 101,399 86.8
浜 田 市 29,847 77.3 32,628 86.0
出 雲 市 69,382 78.9 75,852 86.6
益 田 市 24,515 77.9 27,576 85.7
大 田 市 18,848 77.9 21,573 86.2
安 来 市 20,852 78.7 22,833 87.2
江 津 市 12,919 77.4 14,555 86.3
雲 南 市 21,255 79.4 22,886 87.4
東 出 雲 町 6,790 78.6 7,340 87.0
奥 出 雲 町 7,499 78.8 8,216 86.7
飯 南 町 2,868 78.5 3,077 86.9
斐 川 町 13,301 78.8 13,949 86.7
川 本 町 2,040 77.9 2,265 86.2
美 郷 町 2,760 77.6 3,129 86.1
邑 南 町 6,024 78.5 6,842 86.7
津 和 野 町 4,363 78.3 5,098 86.0
吉 賀 町 3,391 78.3 3,937 86.4
海 士 町 1,266 79.0 1,311 86.9
西 ノ 島 町 1,652 78.6 1,830 86.6
知 夫 村 335 78.6 389 87.0
隠 岐 の 島町 8,023 77.6 8,809 86.5

資料：「平成１７年市区町村別生命表」（厚生労働省）

市町村別平均寿命（平成１７年）

男 女
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○身体障がい者
身体障害者手帳所持者数は、平成21年3月31日現在、39,660人となっています。

５年前と比較すると、障がい者は497人と増加傾向にあります。また、６５歳以上の所持者

は1,435人と増加しており、手帳所持者の中に占める割合も75.6％を占めるなど高齢化が著し

く進んでいます。

身体障害者手帳所持者数の推移 （単位:人）

障がいの種類別では、肢体不自由者が22,350（56.4％）で最も多く、次いで内部障がい者

（22.4％）、聴覚・音声障がい者（13.1％）視覚障がい者（8.1％）となっており、重度障が

い者が全体の約半数を占めています。

H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度

39,163 38,943 39,256 39,365 39,604 39,660

うち65才以上 28,560 28,533 28,985 29,254 29,724 29,995

手帳所持者数

身体障害者手帳所持者数の推移

39,163 38,943 39,256 39,365 39,604 39,660

72.9%
73.3%

73.8%
74.3%

75.1%
75.6%

30,000

32,000

34,000

36,000

38,000

40,000

H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度

人

70.0%

71.0%

72.0%

73.0%

74.0%

75.0%

76.0%

手帳所持者数 手帳所持者数 うち65才以上

区 分 視覚障害 聴覚障害 肢体不自由 内部障害 合 計

(31.3%)
１ 級 1,083 242 5,247 5,845 12,417

(15.0%)
２ 級 901 970 4,010 78 5,959

(15.4%)
３ 級 217 903 3,848 1,151 6,119

(22.5%)
４ 級 199 1,143 5,753 1,814 8,909

(7.2%)
５ 級 408 31 2,433 1 2,873

(8.5%)
６ 級 401 1,923 1,059 3,383

(8.1%) (13.1%) (56.4%) (22.4%) (100.0%)
合 計 3,209 5,212 22,350 8,889 39,660
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○知的障がい者
療育手帳所持者数は、平成21年3月31日現在、6,418人となっています。

５年前と比較すると、障がい者は900人、16％と大幅な増加傾向にあります。また、療育手

帳Ａ（重度）を所持する方は231人、療育手帳Ｂ（中・軽度）を所持する方は669人と増加傾

向にあります。

療育手帳所持者推移 （単位:人）

療育手帳所持者年齢構成 障害者手帳別人数

療育手帳所持者数の推移 （単位:人）

5330人,
83%

1088人,
17%

18才未満 18才以上

3038人,
47%

3380人,
53%

療育手帳Ａ 療育手帳Ｂ

H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度
2,807 2,836 2,908 2,951 3,017 3,038

(50.9%) (49.9%) (49.4%) (49.0%) (48.4%) (47.3%)
420 408 424 409 435 425

(7.6%) (7.2%) (7.2%) (6.8%) (7.0%) (6.6%)
2,387 2,428 2,484 2,542 2,582 2,613

(43.3%) (42.7%) (42.2%) (42.2%) (41.4%) (40.7%)
2,711 2,846 2,982 3,071 3,222 3,380

(49.1%) (50.1%) (50.6%) (51.0%) (51.6%) (52.7%)
455 508 514 517 584 663

(8.2%) (8.9%) (8.7%) (8.6%) (9.4%) (10.3%)
2,256 2,338 2,468 2,554 2,638 2,717

(40.9%) (41.1%) (41.9%) (42.4%) (42.3%) (42.3%)

5,518 5,682 5,890 6,022 6,239 6,418

療育手帳Ｂ

18歳未満

18歳以上

計

療育手帳Ａ

18歳未満

18歳以上

64185,6825,518 5,890 6,022 6239

1.07
1.09

1.13
1.16

1.00
1.03

4,000

5,000

6,000

7,000

H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度

0.90

1.00

1.10

1.20

療育手帳所持者数 増加率
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○精神障がい者
医療機関の利用状況からみた精神障がい者数は、平成20年６月30日現在24,566人となって

います。

５年前と比較すると、内訳は、通院患者が5,112人の増加となっているのに対し、入院患者

が235人の減少となっており、通院医療を受ける患者の数の大幅な増加が見られます。

また、精神障害者保健福祉手帳を所持する方は、５年前と比較すると979人の増加となって

いますが、医療機関の利用状況からみた精神障がい者の内の14.5％にとどまっています。

精神障がい者（通院・入院患者）の推移 （単位:人）

注：入院患者数・・・厚生労働省「精神保健福祉資料」（各年度6月30日現在）

通院患者数・・・障がい福祉課調べ（各年度6月1ヶ月間の実人数）

障害者手帳所持者数 （単位:人）

精神障がい者（通院・入院患者）の推移 （単位:人）

H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度
入院患者数 2,493 2,459 2,440 2,396 2,390 2,258
通院患者数 17,196 18,068 18,714 20,211 20,845 22,308

H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度
1級所持者数 832 868 879 784 802 828
2級所持者数 1,277 1,509 1,721 1673 1843 2035
3級所持者数 483 588 621 594 653 708
合 計 2,592 2,965 3,221 3,051 3,298 3,571

2,493 2,459 2,440 2,396 2,390
2,258

22,308
20,845

20,21118,71418,06817,196

13.2%
14.4%

15.2%

13.5%
14.2% 14.5%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度
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合
（
％
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入院患者数 通院患者数 手帳所持者の割合


	表紙
	目次
	島根県総合発展計画　政策・施策体系
	主な事務事業一覧
	感染症の医療体制整備事業
	健康長寿しまね推進事業
	生活習慣病予防対策事業
	食育推進基盤整備事業
	８０歳２０本の歯推進事業
	難病相談・支援事業
	肝炎医療費助成事業
	国民健康保険支援事業
	後期高齢者医療支援事業
	精神保健推進事業
	地域福祉セーフティネット推進事業
	福祉人材確保・育成事業
	社会福祉法人指導事業
	生涯現役社会づくり推進事業(県民意識啓発)
	新たな共助の仕組みづくり推進事業
	高齢者介護予防推進事業
	認知症対策推進事業
	介護給付費負担金事業
	島根県介護保険財政安定化基金事業
	訪問介護支援事業
	介護人材確保・定着推進事業
	介護人材緊急雇用事業
	苦情処理体制整備事業
	介護保険低所得者利用負担対策事業
	キャリア形成訪問指導事業
	介護雇用創造プログラム事業
	介護サービス情報の公表制度
	ケアマネジャー総合支援事業
	療養病床再編推進事業
	介護職員処遇改善事業
	介護施設開設等経費助成事業
	高齢者福祉施設整備等事業
	社会福祉施設等整備事業
	介護拠点等の緊急整備事業
	快適居住空間創出事業
	障がい者地域生活支援事業
	障がい者自立支援医療等給付事業
	障がい者在宅サービス事業
	障がい者施設等運営事業
	障がい者施設等整備事業
	障がい者相談事業
	動物管理等対策事業
	生活保護費の給付事業
	がん診療体制の強化
	地域医療再生計画事業（がん予防・検診対策）
	緩和ケアの推進
	精神医療提供事業
	医師確保対策事業
	（地域医療を支える医師確保養成対策事業）
	（地域医療再生計画事業（医師確保対策））
	看護職員確保対策事業
	（看護師等確保対策関係事業）
	（地域医療再生計画事業（看護職員確保対策））
	医療機能の確保
	地域医療再生計画事業（医療機能の確保）
	みんなで子育て応援事業（こっころ事業）
	仕事と家庭の両立支援事業
	縁結び応援事業
	しまね子育て支援プラス事業
	乳幼児等の育児支援事業
	保育所等整備支援事業（安心こども基金事業）
	地域児童育成事業
	子育てに関する経済負担対応事業
	子どもと家庭相談体制整備事業
	里親委託児童支援事業
	お産あんしんネットワーク事業
	妊婦健康診査臨時特例交付金事業
	親と子の医療費助成事業
	女性の健康相談事業
	水道施設・水道水質の維持管理事業（公営水道施設整備促進事業）
	ハンセン病療養所入所者等支援事業
	女性相談事業

	審議会等一覧
	各種相談事業一覧
	地方機関一覧
	いきいきプラザ島根といわみーる
	県出資外郭団体一覧
	各種計画一覧
	保健・福祉関係施設制度一覧
	介護保険施設の比較
	介護保険居宅サービス等一覧
	社会福祉制度の概要
	基金・ファンド一覧
	人材育成等一覧（各種事業）
	人材育成等一覧（研修）
	人材育成等一覧（修学資金）
	各種手当一覧
	各種医療助成制度一覧
	貸付事業一覧
	組織図（本庁）
	組織図（地方機関）
	保健所の所管区域
	児童相談所の所管区域
	平成２２年度当初予算の概要
	各種統計

